
日本の脱炭素化 - 
2050年に向けた
展望
直ちに着手すべき理由



日本の脱炭素化 - 
2050年に向けた展望
直ちに着手すべき理由

執筆者

桑原 祐 

Detlev Mohr

Benjamin Sauer

山田 唯人



2020年10月、日本の菅義偉前首相は、
2050年までに温室効果ガス排出量ネット
ゼロを目指すというコミットメントを表明し
た1。2021年4月、日本は2030年の排出削
減目標を2013年度比で26% 減とした従来
目標から46% 減へと上方修正した2。いず
れも気候変動をめぐる対策に対する日本
のコミットメントを確認し、その中長期目
標を示す声明だが、一連の目標を達成す
る手段が明らかになるまでにはまだ多くの
取り組みが残されている。

これを受け、政策立案者やビジネスリー
ダーによる計画策定に役立つ情報を提供
するため、マッキンゼーでは、2030年お
よび2050年の排出目標を達成するために
要する社会的コストを最適化したシナリオ
の特定を試みた。

我々はまず、日本における温室効果ガス
の大規模な排出源となっている主要経済
部門を対象とする600種以上の排出削減
イニシアチブを定義した。次に、複数の

イニシアチブを選択 · 組み合わせることに
より、2030年および2050年の削減目標を
達成するに至る多様な脱炭素化シナリオ
を構築した。考え得るシナリオは無数にあ
り、それぞれが多種多様なコストと経済的
インパクトを伴っている。本レポートでは、
マッキンゼーが特定したシナリオの中から、
技術的に実現可能であり社会的コストが
最も少ないシナリオの説明に加え、各シナ
リオに関連する戦略的な選択肢とその影
響についても解説する。
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1    Suga vows to meet Japan’s zero-emissions goal by 2050,” 日経国際版 (Nikkei Asia)、2020年10月26日、asia.nikkei.com
2    Osamu Tsukimori, “Japan pledges 46% greenhouse gas emissions cut by 2030,” ジャパンタイムス、2021年4月22日、 japantimes.co.jp

3日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



本レポートは、マッキンゼー日本支社、な
らびにグローバルおよびアジアにおける持
続可能な業務慣行をめぐるリーダーシップ
のもとで実施した学際的リサーチの成果で
ある。一連のリサーチは、当社シニアパー
トナーのデトレフ・モーア (Detlev Mohr)、 
桑原 祐、ラジャット・グプタ(Rajat Gupta)、
岩谷 直幸が主導した。またプロジェクト
チームには、山田 唯人とベンジャミン・
ザウアー (Benjamin Sauer) の主導のもと
で、Tae Ahn、Nafie Bakkali、Sumika 
Davidson、Alison Hightman、小西 啓為、
Kritika Rastogi、Manuel Ross、柴田 陽子、
Wei Xin、山崎 寧々、佐藤 愛季が参加した。

以下の各位には、貴重な時間と専門知識
の提供を通した寄与に対してプロジェクト
チームから謝意を表したい :

Deston Barger、Lukasz Chmielnicki、
Daniel Cramer、Nicolas Denis、Hauke 
Engel、 福 島 怜、Godart van Gendt、
Marcin Hajlasz、Pragun Harjai、Harold 
Janin、Hannah Kitchel、George Kobulia、
川西 剛史、Mekala Krishnan、Joh Hann 
Lee、Dominik Liegl、Lorenzo Moavero 
Milanesi、Jesse Noffsinger、Alexander 
Pfeiffer、Sebastian Reiter、Demian 
Roelofs、Eivind Samseth、 佐藤 克宏、

Vivien Singer、Bram Smeets、Ken 
Somers、遠山 浩二、土谷 大、瓜生田 義
貴、Steven Vercammen、Daan Walter、
Maaike Witteveen、and Eliane Wolf.

謝辞 目次

要旨

1. 2050年までにネットゼロを達成

2. 気候中立を目指す日本の道のり

4. 分野横断的なテーマ

3. 各部門の深掘り分析

5. 日本の脱炭素化が持つ社会経済的意義

6. 今後の道筋

補足資料

6

12

26

87

42

105

115

121

54 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



現在、世界130を超える国々で、2050年
に向けた温室効果ガス(GHG、以降、本稿
内で用いる略語、単位等は巻末の用語集
を参照頂きたい)の排出量ネットゼロ達成
目標が設定、もしくは検討されている3。日
本では、菅義偉前首相が、2020年10月に
国会で行った初の所信表明演説でこの目
標に向けた取り組みを宣言した4。 

2021年4月、菅前首相は、日本の暫定目
標として、2030年までに温室効果ガスの
排出量を2013年度比で46% 減にすると表
明した5。これはパリ協定のもとで2030年
までに排出量26% 減、2050年までに80%
減を目指した従来目標からの大幅な引き
上げであり、欧州各国やカナダなど大規
模な排出国がさらに意欲的な削減目標を
掲げていることを踏まえ足並みを揃えたも
のである。

日本は、中国、米国、欧州連合、インド、
ロシアに次ぐ世界第6位の大規模 GHG 排
出国である6。2017年には二酸化炭素換
算 (MtCO2e)で正味1,230メガトンを排出し
ており、以下の5部門が排出量の大半を占
めている: 電力 (37%)、産業 (36%)、運輸
(17%)、建築物 (10%)、農業 (4%)7。

将来のネットゼロを目指す上で、日本には
多くの強みがある。ドイツや米国をはじめ
他の工業大国と比べると、日本のエネル
ギー効率は全般的に高水準で、このため
GDP 生産1,000ドル当たりに要するエネル
ギー使用量も少ない。また大規模な鉄道
インフラが、自動車に替わる実用的な移
動手段となっている。さらに日本の建築物
のライフサイクルは欧州各国と比較して大
幅に短く、このため新築物件に対して比較
的容易に環境配慮型の設備規制をかけら
れる。

一方で、日本特有の課題も存在する。日
本の電力業界は他の先進国に比べ化石燃
料への依存度が高く、このため脱炭素化
が求められる部門にゼロカーボン電力を
供給することが難しい。この化石燃料への
高依存は、再生可能エネルギーをめぐる
ポテンシャルの低さに起因している。水深
の深い沿岸部の海上に風力タービンを設
置するのは難しく、また陸上でも開けた土
地の乏しい山岳地帯が多いため陸上風力
発電や太陽光発電の設備整備にも限界が
ある。

ネットゼロを目指すとした菅前首相の声明
は世界的に評価されており、日本にとって、
詳細な実行計画に基づき目標達成に向け
た最善の手段を示す好機が訪れたといえ
る。そこでマッキンゼーは、技術および投
資の観点から、最も実現性が高く省コスト
だと考えられる選択肢に基づき、日本の主
要部門が脱炭素化を実現するためのシナ
リオを構築した。

日本向けコスト最適化シナリオの
構築
日本がネットゼロ目標を達成するシナリオ
は多数存在する。その中でマッキンゼー
は、政策立案者や企業の意思決定者など
の視点から、あらゆる投資に関する社会
的割引率8を4%として「社会的にコスト最
適化」できると考えられるシナリオをモデ
ル化した。すべての部門を含むシステム
全体、および2017年から2050年の時間軸
全体のコストを最適化している。

マッキンゼーが描く脱炭素化へのシナリオ
は、現在の政策的、社会的、技術的条件
のもとで生じる事象を予測するものではな
い。また日本国内の各企業や個人が抱え

るあらゆる個別の状況を網羅するものでも
ない。我々の意図は、政策立案者や経営
幹部の計画立案に資する情報を提供し、
政府が設定した削減目標は技術的に達成
可能であること示すこと、および目標達成
に必要な変革が持つ意味合いを検証する
ことである。

コスト最適化へのシナリオ 
2030年までに GHG の排出量を2013年度
比46% 減らすとした日本の目標を達成する
には、およそ645MtCO2e の削減が必要と
なる。しかしこの取り組みに要する技術が
すでに成熟していることを踏まえると、今
後10年間で平均 -34ドル /トン (tCO2e; 二
酸化炭素換算トン、以下同様 )の限界削減
費用での達成が期待できる。部門別では、
建築物部門が最も早期に脱炭素化を実現
し、これに電力、産業、運輸、農業が続
くことが予測される( 図表 A)。

一方で、今以上に可用性やコスト効率に
優れた脱炭素化ソリューションが導入され
た場合には、より高価な技術を用いて残
留排出量を削減する必要に迫られるだろう。
部門別にみると、産業部門では、二酸化
炭素の回収 · 有効利用 · 貯留 (CCUS) を実
行するか、中 - 高温熱の製造プロセスで水
素を使用する必要がある。

産業部門やその他の部門に求められるこう
した複雑な変革に起因して、2050年まで
に全部門合計の平均限界削減費用36ドル
/トンまで上昇する。これに対し運輸部門
では、グリーンエネルギーへの移行の成
果として限界削減費用の低減が期待で
きる。

要旨 図表 A 

3  ネットゼロ連合、国連気候変動対策、2021年6月、www.un.org
4  「第203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」、首相官邸、2020年10月26日、www.kantei.go.jp
5  「菅総理大臣の米国主催気候サミットへの出席について」、外務省、2021年４月22日、www.mofa.go.jp
6  Net zero coalition ウェブページ、2021年
7  部門比は四捨五入しており合算は100% にならない
8  社会的割引率 (SDR)は、将来の特定時点で生じるコストとメリットを現在価値化するために用いる交換比率である。気候変動政策を策定する際、将来の気候変動の影響抑制のた

めに今日の社会がどの程度投資すべきかを判断するうえで重要な要素となる

ネットゼロ達成までに日本が直面する取り
組みの規模は、各部門に求められる以下
のような対策から想定できる: 

 — 電力 : この部門では、石炭火力発電所
をコンバインドサイクルガスタービン
(CCGT) に置き換え、原子力発電所を
再稼働し、太陽光および風力の発電
容量を2050年までに現在の3倍となる
275GWまで拡大することで脱炭素化
を達成できる( 図表 B)。日本が再生可
能エネルギーによる発電容量の限界
に達した後にグリーン電力を供給する
ためには、電力部門が水素やアンモ
ニアといった代替燃料の使用を開始し、
火力発電所には CCUS を導入する必
要がある。

 — 産業 : 高温熱の製造プロセスと炭素集

約型の原材料を必要とすることから、
依然として脱炭素化が難しい部門であ
る。しかし需要の削減、石油に代わり
ガスを使用する産業用ボイラーの導入、
さらに低温熱プロセスにおけるヒート
ポンプの活用により脱炭素化を達成す
ることが可能である。また中〜高温熱
の製造プロセスについては水素への切
り替えとCCUS の導入が必要になる。

 — 運輸 : 2030年までに公道を走る自動車
の30% に加え、新たに販売する自動
車 ·トラック· バスの90%をバッテリー
電気自動車 (BEV)にする必要があり、こ
の割合は2050年に向けて増加していく。
今後、長距離トラックとバスは水素燃
料電池自動車（FCEV）に置き換えら
れ、飛行機と船ではバイオ燃料や合

成燃料を使用する必要がある。

 — 建築物 : 建築物の断熱性を改善し、化
石燃料ボイラーを電気ヒートポンプに
置き換えることで、排出量の大半を削
減することが可能になる。また一部の
建築物には、水素ボイラーを設置する
ことにより日本に必要な水素サプライ
チェーンを強化する役割が求められる。

 — 農業 : 達成できる排出削減は目標の半
分程度にとどまる可能性がある。これ
は、排出量の大半が畜産から生じるも
ので、肉の消費抑制といった効果の上
がりにくい行動変容なしには排出量を
削減しにくいからである。しかし作物
生産から生じる排出量を抑え、農機具
を電化することで一定の成果を上げる
ことはできる。

日本の脱炭素化経路 – 建築物と電力部門がいち早く達成日本の脱炭素化シナリオ: 建築物および電力セクターが早期に達成するとみられる

日本の総排出量¹
 MtCO₂e²

1土地利用、土地利用変化及び林業部門（LULUCF）、または土地利用と森林からのCO₂隔離を含む
²百万二酸化炭素換算トン
資料: 経済産業省、マッキンゼー分析
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以上を踏まえると日本では、2050年まで
に年間2,200万トンの水素が必要になる。
しかし現在の水素生産量は200万トン未満
にすぎない。さらに CCUS 技術の活用で
は2050年までに1億7,300万トンの二酸化
炭素回収が必要になるが、これは現時点
における世界の総炭素回収量の4倍以上
にあたる規模である。この水準を達成す
るため、日本は、水素サプライチェーンを
確立すると同時に、CCUS 技術に予算を投
じ、現時点では未整備の広大な炭素貯留
場ネットワークを構築せねばならない。

移行をめぐる資金調達
マッキンゼーが構築したコスト最適化シナ
リオでは、ネットゼロの達成に向け、2050
年までに総計10兆ドル( 年間3,300億ドル)
の投資が必要になる。このうち8兆ドルは、
既存の技術に対して予定されていた投資
額を転用することで賄える。これに更に2
兆ドル ( 年間平均700億ドル ; 日本の GDP
の1〜2% 程度 )を投資して、高コストな脱
炭素技術やインフラ整備 ( 送電網の拡張、

BEV 充電ステーション、水素およびアンモ
ニアのパイプラインの整備など) に要する
正味コストをカバーする必要がある。政府
は、移行に要する資金調達を支援するに
あたり、補助金の交付、炭素税の導入 ( 税
収を省エネ投資の補助に還元 )、特別投
資、民間部門からの資金調達など様々な
施策を通じてアプローチできる。

即時的な取り組み
2050年までにカーボンニュートラルを達
成するには、日本の政策立案者、規制当
局、企業、さらに個人が一体となって取り
組み、以下のような活動を通して基礎固
めを行う必要がある:

1. 脱炭素に向けた4つの方策の展開 : 今、
日本に必要なのは、BEV の導入促進、
建築物のエネルギー効率改善、発電
構成の変更、送配電網の強化とい
いった取り組みにただちに着手するこ
とである（図表 C）。BEV への移行を
例にとれば、ここでは日本政府が意
欲的な目標を設定し、インセンティブ

を整備すると同時に、メーカー側で
もバッテリーをめぐる新たな需要を満
たすために生産体制をシフトする必
要がある。発電構成に再生可能エネ
ルギーを組み込むには、石炭の段階
的な廃止計画を作成し、これに対応
するインセンティブも整備しておかね
ばならない。また送配電網の拡充に
は、日本の年間投資額を、現在の3
倍規模の230億ドルまで増やす必要
がある。

2.	 戦略的な選択 : 削減費用を低水準に
抑えるため、政策立案者は、電力構
成に占める再生可能エネルギーと原
子力の割合に加え、必要な電力を発
電する手段についても決定を下す必
要がある。具体的には、電力構成に
占める再生可能エネルギーの割合を
高めるため、洋上風力および太陽光
発電の規模拡大に向けた法令を成立
させることも考えられる。しかしこの
施策を実行すれば、漁業権や土地利

図表 B 

ネットゼロ達成には、各部門で劇的な変革が必要ネットゼロに到達するには、各セクターで大胆な施策が必要となる

部門別、主な取り組み

¹ ギガワット
² バッテリー電気自動車
³ CO₂回収・有効利用・貯留
⁴ 1トン = 2,205 ポンド
⁵ エクサジュール
 資料: 経済産業省、マッキンゼー分析

テーマ別、主なポイント
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電化効率の向上、人口減少
により低減
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用をめぐる複雑な問題に直面するこ
とになる。

3.	 長期的視点での技術開発 : CCUSと水
素をめぐるインフラについて日本はゼ
ロからの取り組みとなるため、ただ
ちに開発に着手する必要がある。取
り組みの基礎を固めるため、日本政
府は、炭素貯留用地に関するリサー
チを経て適した候補地を選択し、長
期的な視野に立った資金調達インフ
ラの整備と技術開発を促進し、民間
の投資に対して税額控除や排出権取

引といったインセンティブを用意して
おくべきである。また民間企業の側
でも、コンソーシアムを創設して政府
と協力し、海外の資源開発に対する
投資によりブルーとグリーンの水素や
アンモニアの生産量を拡大していか
ねばならない9。

4.	 業界の競争力を維持 :さらに日本は、
その経済活動の重心を、エネルギー
需要が低く付加価値が高い産業やプ
ロセスにシフトさせるべきである。た
とえば、水素とゼロエミッション電力

のコストが低い国から粗鋼を輸入し、
日本国内で特殊鋼を完成させること
もできる。 

さらに環境に配慮した未来へ
日本の脱炭素化には、莫大な投資に加え、
貿易環境の再構成や重点産業をめぐる根
本概念の見直しも必要になる。しかしこう
した取り組みを迅速に展開すれば、日本
はグリーンテクノロジーにおけるグローバ
ルリーダーとなり、同時に気候変動対策
の一翼を担うことができる。

図表 C

2030年の目標を達成するには、テクノロジーとインフラの展開を加速する必要がある
2030年の中間目標を達成するには、技術およびインフラの展開を加速させる
必要がある

技術展開

¹ ギガワット
² 送電、変電、配電に対する総設備投資額の年平均値、日本の電力10社およびJ-Powerによる報告(2010~19年)
³ バッテリー式電気自動車
⁴ 2030年時点で新BEV1台当たり80kWhのバッテリー容量を想定。国内でのあらゆるバッテリーの生産を想定
⁵ ギガワット時
⁶ 住宅用および商業用の両方を含む。2020年の数値は一般社団法人日本冷凍空調工業会の国内出荷データによる
 資料: 経済産業省、マッキンゼー分析
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洋上風力発電の設備容量
GW¹ 

各地の風力タービン年間発電能力
GW¹

建築物 年間の改築件数
100万件

ヒートポンプ式給湯機の年間生産台数⁶
1,000台

BEV³ 
普及率

BEV³の年間新車販売台数
100万台

年間バッテリー生産能力⁴
GWh⁵

送電網 年間の平均設備投資額  
10億ドル

大幅な増産
送電インフラに必要な装置・部品 
 （変圧器、スイッチギアなど）

2010~19年平均²
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0
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9  「グリーン」の水素は、ゼロエミッション電力を用いた水の電気分解により生成し、そのコストは主に電解槽の資本コストとゼロエミッション電力の運用コストによって決まる
     「ブルー」の水素は、CCUS によりCO2 排出量を軽減しながらSMRを用いて天然ガスから生成する
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1. 2050年までにネットゼロを達成
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1.1  気候中立を目指して
過去数年間に、持続可能性をめぐる日本
国内の政治的議論が、一段と切迫感を増
している。総裁選後まもなく、菅前首相は、
日本が2050年までに温室効果ガス(GHG)
の排出量ネットゼロを目指すことを宣言し
た10。さらにその一ヵ月後には、参議院で
気候非常事態宣言が可決された11。

続く2020年12月に日本政府はグリーン成
長戦略を発表し、この中で、2050年まで
にカーボンニュートラルを達成するために
策定した政策のあらましを示した。グリー
ン成長戦略は、環境保護をめぐる取り組
みにとどまらず、グリーンエネルギーへの
移行を利用して日本経済の成長を促すこと
を目的としている。この戦略では、関連す
る予算、税制、規制、製品基準の創設・
策定に向け、14の重要分野と広範な活動
計画を定めている。

2021年4月、菅前首相は、暫定目標として
2030年までに2013年度比で排出量を46%
減とすることを表明したが、これは2013年
度水準の半減を目指す意欲的な目標であ
る12。また、日本政府が2015年に気候変
動との闘いに向けた世界的な取り組みの
一環として、パリ協定に署名した際に設定
した従来目標 (2030年までに排出量26%
減、2050年までに80% 減 ) からの大幅な
引き上げともなった。これを受け経済産業
省 (METI)は、関連省庁と連携しながら、グ
リーン成長戦略の実行を通して高水準の
削減目標を達成する役割を担うことに
なった。

経緯
日本は長らく、国内のエネルギー需要を
満たす際に化石燃料の輸入に依存してき
た。しかし、1960年代以降にGDPの成長
に伴って二酸化炭素の排出量が増大し、
1973年の石油危機後には、各省庁がエネ
ルギー効率の向上とエネルギー供給源の

多様化に向けた対策を講じはじめた。こ
れを受け1985年までにはエネルギー効率
が30% 向上し、51ペタジュール (PJ) のエ
ネルギー生産で GDP1兆円 (9,000億ドル )
を 創 出で きるように なった (1973年 は
73PJ)13。また同時期に、日本のエネルギー
構成に占める化石燃料の割合も92% から
75% に減少した。 

しかし1980年代半ばのバブル経済時代を
迎えると、日本の産業、建築物、運輸の
各部門でエネルギーの使用量が拡大し、そ
の結果、生産効率の継続的な向上にもか
かわらず、国民1人当たりの二酸化炭素排
出量が増加することとなった14。1997年の
京都議定書に署名する際に、日本は、
2012年まで に 二 酸 化 炭 素 の 排 出 量を
1990年度比で6% 減とする決意を表明した。
この目標を達成するため、日本政府は

「クールビズ」をはじめさまざまなキャン
ペーンを展開し、エネルギー保全の重要
性をめぐる国民の意識向上に努めた15。 し
かし最終的に日本は目標を1.4% 下回る成
果しか達成できず、その差異を埋めるた
め炭素クレジットの購入に1,600億円(1億
4,000万ドル )を費やすこととなった16。 

その後、日本のエネルギー政策は急速に
進化した。2011年、チェルノブイリ以来の
大規模原子力災害となった福島原発事故
が発生するまで、日本政府は、発電にお
ける原子力エネルギーのシェア拡大に積
極的に取り組んでいた。しかし福島の事
故を受け、2014年4月に日本政府は第4次
戦略的エネルギー計画 (SEP)を閣議決定し、
エネルギー安全保障、経済効率、環境の
持続可能性と並び、安全性をエネルギー
政策の最優先事項に据えた。

こうして新たなガイダンスのもと、日本は
原発への依存度を減らしながらエネルギー
効率を改善し、再生可能エネルギーの導
入を目指すこととなった。また同時に、原
子力発電所の暫定的な運転停止を受けて

化石燃料への依存度が高まり、これが排
出量の増加につながった。しかしその後、
原子力発電所の段階的な再稼働、再生可
能エネルギーの普及、エネルギー効率の
改善などにより、化石燃料の使用量とGHG
の排出量は、再び2009年の水準まで減少
した。

2018年に策定した第5次エネルギー基本
計画で、日本政府は、多様なエネルギー
源ポートフォリオの構築を通して、さまざ
まな燃料の長所と短所のバランスを取りな
がらエネルギー効率の最大化とコスト削減
を目指す戦略を提唱した。またこの戦略
では、水素や二酸化炭素回収 · 有効利用 ·
貯留 (CCUS) などの技術が、グリーンエネ
ルギーへの移行を目指す日本の取り組み
において重要な役割を果たすことがあらた
めて確認された。さらに、人工知能やビッ
グデータなど高度なデジタル技術も、日本
のエネルギーシステムの柔軟性とレジリエ
ンスの向上に寄与することが期待される。

1.2  脱炭素化をめぐる日本の強み
と課題
ネットゼロの達成に向けて日本が有効活用
できる強みは数多い。一方で、活用方法
を間違えば取り組みの進捗を妨げかねな
い日本固有の課題も存在する。

強み
米国やドイツをはじめ他の産業大国と比べ
ると、一定の GDP 生産にかかる日本のエ
ネルギー消費量は比較的少なく( 図表1)、
産業における総合的なエネルギー効率と
生産効率で高水準を維持していることが分

かる。例を挙げると、日本の原油精製1ト
ン当たり使用エネルギーは2.1GJ だが、こ
れは米国 (2.7GJ/トン ) やドイツ (3.0GJ/ト
ン) のエネルギー効率を上回る17。また運
輸部門に目を向けると、日本の広範な鉄
道インフラは、自動車の使用を減らす上
で大きなアドバンテージとなる。日本人は、
鉄道を使って年間平均198回旅行している
が18、これに対しドイツは35回19、フラン
スは28回20、英国は26回にとどまる21。

日本の住宅の寿命はおよそ30年22で、欧
州各国の70-100年23と比較して大幅に短
い。建築物ストックの回転率の高さにより、

日本は住宅の建設環境に関連する効率を
他の国々より早期に改善できる。さらに、
日本の建築物は耐震基準の更新に伴って
頻繁にアップグレードされており、こうし
た機会を利用して、断熱構造の強化や持
続可能性に優れた暖房・調理設備の整備
などを行いやすい。また都市部のオフィス
ビルや住宅の大半をわずか数社の大手不
動産企業が所有しており、こうした企業が
連携しながらネットゼロ達成を目指す取り
組みを展開している24。 

10 菅義偉、「第203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」、首相官邸、2020年10月26日、www.kantei.go.jp
11 「気候非常事態宣言決議」、日本国国会参議院本会議、2020年11月20日、https://www.sangiin.go.jp 
12 「菅総理大臣の米国主催気候サミットへの出席について」、外務省、2021年4月22日、www.mofa.go.jp
13 「令和元年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2020）」、経済産業省資源エネルギー庁、www.enecho.meti.go.jp/
14 ibid.
15 京都議定書第二約束期間の目標、林野庁、www.rinya.maff.go.jp
16 「京都議定書目標達成計画の進捗状況」、環境省、2014年7月1日、www.env.go.jp

17 「世界のエネルギー収支報告書」2020年7月、IEA( 国際エネルギー機関 )、www.iea.org 
18  国土交通省、[日付 ]、www.mlit.go.jp
19 「旅客輸送」、ドイツ連邦統計局、2021年5月1日、www.destatis.de
20 「データ主導の規制に向けて」( 原文 :フランス語 :Observatoire des Transports)、Autorité de Régulation desTransports (フランス)、2019年、www.autorite-transports.fr
21 「統計データセット、鉄道の利用状況、インフラとパフォーマンス(RA101)」、英国政府、2020年12月17日更新、gov.uk
22  Nate Berg, “Raze, rebuild, repeat: why Japan knocks down its houses after 30 years,” ザ・ガーディアン、2017年11月16日、theguardian.com 
23  What is the lifespan of a house?” スイス・ライフ グループ、2017年5月8日、www.swisslife.com 
24 「不動産業における脱炭素社会実現に向けた長期ビジョン」、不動産協会、日本ビルヂング協会連合会、2021年4月、www.jboma.or.jp

図表 1

日本の対GDPエネルギー消費量は多くの主要先進国を下回っている

日本の対GDPエネルギー消費量は多くの主要先進国を下回っている。

実質GDP当たりの一次エネルギー消費量
 1,000ドル当たりの石油換算トン、為替レートは2010年基準

資料: 国際エネルギー機関（IEA） 世界のエネルギー消費量推移 2019年; 世界銀行 世界開発指標 2019年
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課題
ネットゼロを実現するまでに、日本は、こ
の国に固有のものも含め数多くのハード
ルを越えていかねばならない。

電力
他の先進国と比較すると、日本の電力部
門は化石燃料への依存度が高い ( 図表2)。
脱炭素化した電力は、他部門において電
化を通した脱炭素化の取り組みの基盤と
なることから、電力部門が脱炭素化を実
現しない限り、日本経済全体の脱炭素化
も実現しにくい。しかし、日本における再
生可能エネルギーの導入にはいくつかの
課題が存在する。具体的には、地理的な
制約と沿岸の土地所有権をめぐる規制の
欠如により太陽光や風力発電の施設整備
が困難になっていること、送配電網が地
域別に分離されているため送電線の容量
に制約があること、さらに再生可能エネル
ギーの開発企業に大きな負担がかかるこ
となどが挙げられる。また、原子力発電
所の再稼働をめぐる先行きなど全般的な
エネルギー政策に関する不確実性ゆえに、

投資家も再生可能エネルギープロジェクト
に対する出資について意思決定するのが
難しくなっている。

産業
日本の産業部門は、低コストのゼロ・エ
ミッション電力の活用が難しい状況がある。
長期的にみると、国産の水素への依存は、
日本の重工業部門にとって、すでに脱炭
素化を果たした諸外国に比べコスト増と競
争力の低下につながるリスクが高い。

運輸
人口密度の高い日本の都市部では、電気
自動車 (BEV)の充電ステーションを設置す
るスペースの確保が課題となる。また、BEV
充電の利用を見込んだ電力負荷に対応す
るためには、配電網の拡充も必要になる。

建築物
日本では、都市部のオフィスビルの相当
数を大手企業が所有する一方、全国規模
でみると、建築物や住宅の大半を小規模
の不動産会社や個人が所有している。こう

した小規模所有者に断熱設備の強化や持
続可能な暖房・調理ソリューションの導入
を促す場合には、インセンティブや規制
が不可欠となる。しかし現在、日本の省エ
ネガイドラインは床面積300平方メートル
を超える商業ビルのみを対象としている25。
またこうしたガイドラインが定める基準も、
気候条件が日本と似たドイツなど他国より
も低水準である。

農業
農業排出量の削減は難しい課題であり、そ
の理由として、排出量の大半が動物や土
地など自然過程に由来することが挙げられ
る。しかし一方で、排出量の削減に最も
大きく貢献できるのは、排出量の多い牛
肉や乳製品の消費を控える消費者の取り
組みである。とはいえこうした行動変容は、
奨励や強制が難しく、信頼性のある予測
も立てにくい。

図表 2

日本の電力システムは、再生可能エネルギーの割合は低く、化石燃料への依存度が高い

日本の電力システムは、再生可能エネルギーの割合は低く、
化石燃料への依存度が高い

2017年の発電構成
％、 集計単位はTWh¹

1兆ワット時
²太陽光、風力、バイオマス､地熱を含む
資料: Enerdata
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25 国土交通省、www.mlit.go.jp  

脱炭素化をめぐる経営幹部の姿勢
脱炭素化をめぐる日本企業の見解を知る
ため、マッキンゼーは、約60社の経営幹
部を対象にダブル・ブラインド・テストを
実施した。産業別では、電力、自動車、鉄
鋼、航空、建築物を含む主要14部門を調
査対象とした。対象企業はいずれも各業
界のリーダーであり、時価総額も各部門の
上位10位に位置している。

本調査では脱炭素化に関する以下の5テー
マに焦点を当てた : 現在の企業戦略、将
来の戦略、課題、機会、ゲームチェン
ジャーまたは成功要因。

主な調査所見:
調査を通して、対象としたすべての業界で、
経営幹部が脱炭素化の重要性を理解して
いることが明らかになった。また経営幹部
の75%は、自社には長期的な脱炭素戦略
があると回答しており、特に自動車、鉄鋼、
航空、海運業界では、その割合が100%
に達した。一方、各業界が直面する課題
も明らかになり、2050年までにネットゼロ
を達成する目標の困難度を問う質問では、
経営幹部の約70% が非常に高い、または
高いと回答したのに対し、非常に低い、ま
たは低いと回答した企業は10% に過ぎな
かった ( 図表3)。

業界別では、特に電力、化学、鉄鋼の経
営幹部が、ネットゼロ目標とその達成スケ
ジュールは「非常に困難である」と考えて
いた。 また、取り組みのボトルネックを
解消するため、持続可能な化学製品をめ
ぐる需要を拡大する、再生可能エネルギー
の施設建設を促進するため土地利用をめ
ぐる予算を増やすといった政府の介入を求
める意見も散見された。 

さらに最大の懸念として挙げられたのが、
コスト基盤の増大と排出量ゼロを実現する
ために要する技術をめぐる成熟度の欠如
であった ( 図表4)。コスト増大を懸念する
意見は、鉄鋼と自動車部門の経営幹部に
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部門別難易度¹
回答者²に占める割合、％

 注: 端数は四捨五入のため必ずしも合計が100にならない
¹ 質問: 自社組織におけるネットゼロ達成の難易度は?
² 5人以上が回答した部門のみを表示
 資料: マッキンゼー 日本支社 脱炭素化アンケート、2021年

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <3B> of <xx>

回答者数

低

高
中

極めて高 

全体

56 8 7 7 6 5

自動車 電力 先端産業 鉄鋼 化学製品

4

23

34

39

13

75

13

29

14

57

14

43

43

17

17

67

20

80

図表 3 図表 4

2050年までのネットゼロ達成の難易度の受け止めは全体に高いが、
その程度は部門により異なる

ネットゼロ達成について把握している課題と施策2050年までのネットゼロ達成の難易度の受け止めは全体に高いが、
その程度は部門により異なる。

自社組織における難易度、全部門¹
回答者全体に占める割合（%）

1質問: 自社組織におけるネットゼロ達成の難易度は?
資料: マッキンゼー 日本支社 脱炭素化アンケート、2021年

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <3A> of <xx>

34

25

30

7
4

極めて高 

中
高

低
極めて低

ネットゼロ達成について把握している課題と施策。

部門別、主な取り組み
上位3つの課題として選択した各部門の回答者の割合

¹ 質問: 脱炭素化の取り組みにおいて、長期的な視点から自社部門が直面している上位3課題は?
 資料: マッキンゼー 日本支社 脱炭素化アンケート、2021年

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <4A> of <xx>

全体
n = 56

自動車
n = 8

電力
n = 7

先端産業 
n = 7

鉄鋼
n = 6

化学製品 
n = 5

製造原価の上昇 70 75 71 43 100 40

技術の成熟度 55 63 43 71 67 20

最適解をめぐる
明確さの欠如 37 38 43 0 17 80

国レベルの
実行能力の欠如 36 63 29 29 50 60

規制をめぐる
明確さの欠如 43 50 43 57 0 60

競争力の低下 20 0 29 57 17 0

社内の
実行能力の欠如 16 0 14 14 17 40

調達可能な
資本の欠如 18 13 0 29 33 0

25%未満 25%‒49% 50%‒74% 75%以上

¹ 質問: 脱炭素化の取り組みで、長期的な視点から自社の部門に最も重要だと思う上位3つの施策は?
 資料: マッキンゼージャパン 脱炭素化アンケート、2021年

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <4B> of <xx>

全体
n = 56

自動車
n = 8

電力
n = 7

先端産業
n = 7

鉄鋼
n = 6

化学製品
n = 5

水素 61 88 43 29 100 40

電化 48 50 57 71 33 20

再生可能エネルギー 46 38 71 57 17 80

二次電池 36 75 57 57 0 0

カーボンオフセット 36 38 14 57 17 60

バイオエネルギー 25 0 0 14 50 20

ネットゼロ達成について把握している課題と施策。

電化、水素、再生可能エネルギーを最も有望な施策として認識
上位3つの重要な施策として選択した各部門の回答者の割合

25%未満 25%‒49% 50%‒74% 75%以上
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特に目立った。これについて鉄鋼部門の
ある専門家は、最終的には国内の鉄鋼生
産は高付加価値の特殊製品に注力し、そ
の他の生産プロセスについては脱炭素化
エネルギーのコストが安い海外にアウト
ソーシングする必要に迫られるだろうと予
測している。

各業界の幹部が特に懸念しているのが、未
熟なテクノロジーの問題である。自動車、
電力、鉄鋼といった業界は、排出削減目
標を達成するために水素に依存する可能

性が高いが、必要な水素を製造 · 輸入 · 輸
送するためのインフラは未だ整備されて
いない。

これに対し、化学製品の製造など一部部
門の経営幹部が特に懸念するのは、脱炭
素化に関する技術ソリューションをめぐる
先行き不透明感ゆえ、多様な技術オプショ
ンに対して多額の投資をせざるを得ず、結
果として財務上の負担増加にもつながる
点である。

経営幹部の多くは、脱炭素化に役立つ主
要ソリューションとして電化、水素、再生
可能エネルギーを挙げている( 図表4)。先
端産業部門のある専門家は、脱炭素化し
た電力が容易に利用できる環境さえ整え
ば、自社業界の全エネルギー需要を電化
し、ほぼ完全な脱炭素化を達成できるだ
ろうと回答している。また、自動車と鉄鋼
部門では、水素が脱炭素化の最も重要な
ソリューションとして挙げられたのに対し、
化学製品と電力部門の経営幹部は再生可
能エネルギーをより重視している。

1.3  現在の状況
2017年、日本は1,230MtCO2eの二酸化炭
素を排出したが、そのうち58MtCO2eは空
気中の二酸化炭素を回収 · 除去する「負の
排出」であった( 図表5)。二酸化炭素の大
半は以下の5部門から排出されている: 産
業、電力、運輸、建築物、農業。また図
表6に示すように、最大の排出源は電力部
門 (37%) で、 これ に 産 業 (36%)と運 輸
(17%) が続く恰好となっている( 国際輸送
を除く)。

2010年から2019年にかけ、日本のエネル
ギー総需要は16% 減少したが、その一部
に寄与したのが、全部門におけるエネル
ギー効率の向上であった。さらに別の寄
与要因として、福島の原発事故後に、大
規模な熱損失を生む原子力エネルギーか
ら変換効率に優れた熱源への入れ替えが
行われたことも挙げられる26。日本の排出
量は2013年から着実に減少しているもの
の、2030年または2050年に設定した削減
目標を達成するにはまだ不十分である。

図表7に示すように、2017年に日本の主な
エネルギー需要を満たしたエネルギー源
の割合は : 石油 (39%)、石炭 (25%)、天然
ガス(23%)、バイオマスおよび再生可能エ
ネルギー源 (12%)となっており、エネル
ギー使用量は部門により幅が見られる。ま
た部門別のエネルギー源では、産業と運
輸が石油を、建築物は大半がガスと一部
石油を、電力部門は化石燃料、原子力エ
ネルギー、再生可能エネルギーを組み合
わせて使用している。

26 「Japan 2021:エネルギー政策に関する国別審査報告書」、IEA（国際エネルギー機関）、2021年3月、www.iea.org 

図表 5

温室効果ガスの総排出量は過去30年間ほぼ横ばいで推移している

排出量の推移、 MtCO₂e

正味排出量

CAGR 
1990‒2017年、%

電力 1.5

運輸 0.0

LULUCF1 –0.2

産業 –0.9

農業 –0.7

建築物 –0.2

¹ 土地利用、土地利用変化および林業。
 資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <5> of <xx>

温室効果ガスの総排出量は過去30年間ほぼ横ばいで推移している。
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図表 6

図表 8

図表 7

電力と産業部門が、日本の温室効果ガス総排出量の70％以上を占めている

日本は、2030年までに排出量を2013年度比46%減、
2050年までにネットゼロ達成を目指している

化石燃料は、一次エネルギー供給の85%以上を占めている

2017年 産業サブ部門別 日本の温室効果ガス排出量、 MtCO₂e¹

¹ 百万二酸化炭素換算トン
² 土地利用、土地利用変化および林業
 資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書
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<Japan decarbonization>
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電力と産業部門が、日本の温室効果ガス総排出量の70％以上を占めている。
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日本は、2030年までに排出量を2013年度比46%減、2050年までにネットゼロ達成
を目指している。

¹ 百万二酸化炭素換算トン

エネルギー源別 一次エネルギー供給量の推移、 EJ1

¹ エクサジュール
² 水力、バイオマス、太陽光、風力、地熱を含む
 資料: 経済産業省
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化石燃料は、一次エネルギー供給の85%以上を占めている。

1.4  今後の道のり
2050年までにネットゼロを達成するため、
日本は年間1,230MtCO2e の排出削減を継
続していかねばならない。また2030年ま
でに2013年度比で46% 減という暫定目標
を達成するには、2017年度比で年間約
500MtCO2e の削減が必要になる( 図表8)。

 

グリーンエネルギーへの移行を資金面で
支えるため、経済産業省は、研究開発か
ら実行プロセスに至る向こう10年間の企業
による脱炭素化の取り組みに対して、2兆
円 (18億ドル ) 規模の「グリーンイノベー
ション基金」を創設した27。これは企業に
とって明るいニュースである一方、欧州連
合がグリーンイニシアチブに対して投下し
た120兆円(1,000億ドル ) 規模の予算に比
べるとはるかに少ない。

もうひとつの明るい兆候として、持続可能
な事業慣行をめぐり企業各社の意識が高
まりつつあることも指摘できる。企業ごと
に定めた期限までに再生可能な電力の
100% 導入を誓約する国際的な取り組み

「RE100」には、日本の民間企業50社以上
がすでに署名している。日本企業は米国
に次ぐ署名数で、これに英国、スイス、フ
ランスが続いている。 

27 「グリーンイノベーション基金事業の基本方針を策定」、経済産業省、2021年3月12日、www.meti.go.jp
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1.5  方法論の概観 
本レポートに記したネットゼロ脱炭素化シ
ナリオを実現すべく、マッキンゼーは以下
のような多様な情報源と手法を活用した :

	— 政府目標:	我々が構築したシナリオで
は、日本政府による最新の声明を考慮
に入れ、2030年の排出量を2013年度
比で46% 減とし、2050年までにネット
ゼロを達成することを念頭に取り組み
の内容を最適化した。 菅前首相は
2030年までに排出量を50% 削減する
という高水準の目標を設定したが、
マッキンゼーは、日本の公的スタンス
に準じて46%の削減目標を採用したモ
デルを構築した。

	— コスト最適化アプローチ:	日本がネット
ゼロ目標を達成するに至るシナリオは
数多くある。そこでマッキンゼーは、社
会全体を俯瞰して計画を立案する観点

に立ち、あらゆる投資に関する割引率
を4%に設定した上で、「社会的にコス
ト最適化」できると考えられるシナリオ
をモデル化した。ここではモデル化し
た全部門および2017年から2050年に
至る全期間を含むシステム全体に関す
るコストを最適化した。また本モデル
では純粋な技術コスト( 商品価格、技
術、および商品にかかる税金に関する
将来の変化を含む)のみを考慮にいれ、
既存または今後交付の可能性がある
補助金は除外した。

	— ボトムアップ分析:	マッキンゼーは、2
つの重要な独自モデルを活用したボト
ムアップ分析を行った :

•	 マッキンゼー脱炭素経路最適化モ
デル(DPO):	75セグメントの600を超
えるテクノロジーを対象としたモデ
ル。ここでは、各テクノロジーを個
別のビジネスケース( 投資と運用コ

スト項目、排出インパクト、エネル
ギー消費など) に関連付けた。

•	 マッキンゼー電力モデル(MPM):						
1時間単位で電力需給のシミュレー
ションを実行し、これをもとにコス
トが最適化された発電技術構成を
導出する電力システムモデル。

	— マッキンゼーのエキスパートネットワー
ク:	各部門のトップ企業と連携して脱
炭素化の取り組みを支援するマッキ
ンゼーの社内エキスパートが、日本
固有の課題、技術開発に関する国際
トレンド、取り組みの実現可能性、脱
炭素化経済などに関するアドバイスを
提供した。

マッキンゼーの方法論については付録で
詳述する。
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2.  気候中立を目指す日本の道のり
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2.1  ネットゼロを達成するシナリオ
とは

部門別の排出削減コスト
日本は、正味ゼロコストで排出量の80%
を削減できる。しかし残りの20%を削減す
ると、2050年までに、脱炭素化の限界削
減費用が1tCO2e当たりで36ドルまで増加
する。これは、電力、産業、建築物の各
部門で排出削減のために使用する水素の
コストが高いためである。

排出削減が困難な部門の脱炭素化は
2030年以降あるいは2040年までかかるこ
とが予測されるため、2030年までに46%
減の削減目標を達成すれば、平均34ドル
/トンの限界削減費用を節約できる。しか
し2030年をすぎると電力部門の脱炭素化
コストが大幅に増加し、これがそれ以降の
削減コストの増加につながることが予測さ
れる。

	— 電力:	電力は、排出削減に最もコスト
がかかる部門である。予測では2030
年までの限界削減費用はマイナスで、
-18ドル/トンの限界削減費用となる。
これは、石炭の替わりに天然ガス、原
子力発電、太陽光および洋上風力発
電による発電容量を拡大するためにか
かるコストを、限界削減費用が高い石
炭火力発電所の稼働停止により十分
相殺できるからである。しかし2050年
までに、電力部門の脱炭素化の限界
削減費用は81ドル/トンまで上昇する
ことが予測される。これは、水素とア
ンモニアへの切り替え、ならびにCCUS
の導入コストが嵩むためである。

	— 産業:	2030年までの限界削減費用は
マイナスで、-20ドル/トンとなる。こ
れは、低温熱プロセスの電化と効率向
上によりエネルギー使用量が減少する
ためである。	しかし2050年までには
CCUSおよび水素ソリューションの導入
コストが嵩むことから、部門全体の脱
炭素化コストは41ドル/トンとなると予
測される。

	— 建築物:	2030年までの限界削減費用
はマイナスで、-57ドル/トンの限界削
減費用となる。これは、断熱性能の向
上により暖房にかかるエネルギー使用

量が減少するためである。さらに2050
年までに、部門全体の排出削減コスト
は6ドル/トンまで上昇するだろう。排
出量の大半は正味ゼロの限界削減費
用で削減できるが、脱炭素化の実現
に水素ボイラーの導入が必要となった
場合には全体的なコストが増加するこ
とが予測される。

	— 運輸:	2030年までの限界削減費用は
マイナスで、電気乗用車と小型商用車
への移行期間中に-49ドル/トンの限
界削減費用となるだろう。運輸は2050
年までにネットゼロ達成を期待できる
唯一の部門であり、コストの総削減額
は62ドル/トンとなる。これに加え、BEV
の普及と長距離トラックのFCEVへの切
り替えにより、さらなる限界削減費用
低減も期待できる。またこうした限界
削減費用逓減を受け、航空および海
運部門において脱炭素化に向けた水
素およびバイオ燃料への切り替えにか
かる経費も容易に相殺することが可能
となる。

部門別の排出削減ペース
マッキンゼーが構築したコスト最適化シナ
リオでは、部門によりネットゼロ達成まで
にかかる期間に幅がある。各部門の削減
率は、他の部門との相互依存度、削減コ
スト、および技術の成熟度により異なる。
マッキンゼーのシナリオでは、建築物部門
が最も早く脱炭素化を達成し、これに電力、
産業、運輸、農業が続くことが予測される
(図表9)。

	— 建築物:	早期に脱炭素化を達成すると
予測される。これは、効率のよい断熱
材や電気ヒートポンプといった必須技
術がすでに利用可能であり、限界削減
費用を節約しながら技術導入できるか
らである。このため、2030年までには
建築物から生じる排出量の半分以上
を削減できる見込みである。また先々
には水素やバイオエネルギー暖房と
いった、より高コストの手段の導入も
期待でき、建築物部門は、2050年ま
でに脱炭素化を96%達成することが可
能となる。

	— 電力:	2030年までに排出量を約40%
削減できると予測される。これは、石

炭火力発電を、既存の再生可能エネ
ルギーおよびガス火力発電技術に切り
替えることにより実現される。しかし地
理的な制約から日本における太陽光お
よび風力発電のポテンシャルには限り
があり、このためさらなる脱炭素化を
目指すためには新たな技術の登場を
待たねばならない。2050年に向け、残
留排出量については、ガス火力発電
にCCUSと水素混焼を加え、さらに洋
上風力発電を導入することで削減が可
能になる。これにより電力部門は、
2050年までに脱炭素化を99%達成す
るものと予測できる。

	— 運輸:	向こう10年間、運輸部門の脱炭
素化には制約が生じる。これは、BEV
のサプライチェーンを拡大し、さらに
普及させるために必要な自動車業界
の能力に限界があるためである。マッ
キンゼーのコスト最適化シナリオでは、
2030年までに乗用車の30%を電化す
る必要があり、これには新たに販売す
る乗用車の90%をBEVまたはFCEVに
する必要がある。一連の取り組みを通
して、日本の運輸部門は、2030年まで
に排出量を30%削減することが可能と
なる。また、続く20年で電化が加速す
れば、運輸部門では、2050年までに
排出量の98%を削減できる可能性が
ある。	

	— 産業:	産業部門は、製造技術の未成熟
と削減コストの高さから、引き続き脱
炭素化が極めて困難な部門である。削
減をめぐる初期段階の取り組みでは、
まず燃料の切り替え、生産効率の向上
による需要低減、さらに低温熱プロセ
スの電化に注力することが必要である。
一連の取り組みにより、産業部門は、
2030年までに排出量を37%削減する
ことが可能となる。さらに2050年に向
け、製鋼、セメント製造、その他の高
温熱製造プロセスで、CCUSなど、よ
り高コストの技術を活用した脱炭素化
が進めば、産業部門では、2050年ま
でに排出量を97%削減することが可能
となる。

	— 農業:	排出量のほとんどが動物の消化
活動から生じる農業部門は、排出削減
が最も困難である。この部門では、農

機の電化を通じて、2030年までにかろ
うじて9%の削減を達成できる。しかし、
2030年以降に環境にさらに配慮した
家畜管理法や栽培農法が導入されれ
ば、2050年までには総排出量を46%
削減できる可能性がある。また肉の消
費を減らすといった行動変容を通して、
農業部門の排出量をさらに減らすこと
も可能である。しかし予測と効果測定
が難しいことから、マッキンゼーのシ
ナリオではこの項目を含んでいない。

脱炭素化を実現するため、以上の全５部
門は、2050年までに、土地利用、土地利
用変化および林業(LULUCF)による負の排
出量を活かし、残留排出量を相殺してい
かねばならない。

日本の脱炭素化ポテンシャル
日本には、欧州連合をはじめとする他の
地域より低水準限界削減費用で2030年
の排出削減目標を達成できるポテンシャ
ルがある。これは、日本が未開拓の技術
を活用する可能性が残されているためで
ある(2030年までに日本のコスト削減額は
1tCO2e当たり34ドル、欧州連合では24ド
ルとなる予測)28。例を挙げると、日本の
電力部門における太陽光発電(PV)と風力
発電の普及率は低く、さらに日本の建築
物と産業プロセスの大半では依然として
石油を熱源としている(図表9)。

一方で、日本の太陽光と風力発電の施設
容量には限界があるため、電力構成にお
ける再生可能エネルギーの割合は最終的

に60%程度にとどまるものと予測される。
言い換えれば、日本では、低炭素水素や
CCUSといったより高コストの技術に依存
しないと電力部門の脱炭素化を達成でき
ず、結果的に脱炭素化により電気料金が
上がってしまう。さらに、国内の水素製造
に必要となるゼロカーボン電力が大量に
不足していることも水素コストの上昇につ
ながる。こうしたことから、日本の限界削
減費用は2030年以降に急激に上昇して総
合的には欧州連合を上回る限界削減費
用水準まで達し、2050年までには平均36
ドル/トンとなることが予測される(欧州連
合はコストゼロ)(図表9)。

28	Paolo	d'Aprile、Hauke	Engel、Stefan	Helmcke、Solveigh	Hieronimus、TomasNauclér、Dickon	Pinner、Godart	van	Gendt、Daan	Walter、Maaike	Witteveen、
				“How	the	Union	could	achieve	net-zero	emissions	at	net-zero	cost,”	マッキンゼー、2020年12月3日、McKinsey.com
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図表	9 図表	9 (continued)

マッキンゼーの脱炭素化への主要シナリオによれば、
2050年までに日本はネットゼロを達成
マッキンゼーの脱炭素化への主要シナリオに従えば、
2050年までに日本はネットゼロを達成可能
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2.2  ネットゼロ達成に必要な技術

8つの脱炭素方策
2050年までにネットゼロを達成するには、
主要5部門のすべてで大幅な改革が必要に
なる。この改革は、燃料変換からCCUSの
導入まで8つの方策に分類できる(図表10)。
各方策には多種多様な手段が含まれる。
たとえば、建築物部門で電化という方策を
実行する際には、暖房では電気ヒートポン
プへ、調理施設では電気調理機器への切
り替えという手段を用いることになる。ま
た場合により、ひとつの手段に2つ以上の
方策が含まれることもある。たとえば、バ
イオエネルギーによる二酸化炭素回収・
有効利用・貯留(BECCUS)では、バイオマ
スを燃料として使用し(第1の方策)、その
結果排出される二酸化炭素をCCUSを用
いて回収する(第2の方策)。

電化とゼロカーボン電力の活用による排
出量の削減は、2030年時点での削減量の
うち69%を占め、またその他の要因として、
活動レベルの低下(日本の人口減少による
工業生産高とエネルギー使用量の低下)
が18%を占める。さらに燃料の変換(石炭
や石油からガスへ)などその他の手段を用
いれば、残りの排出量も削減できる。

電化については、2030年から2050年の期
間中にポテンシャルの限界に達し、これに
替わりその他のソリューションが重要な役
割を果たしていくことが予測される(図表
11)。続く重要手段として挙げられるのが
CCUSと水素であり、それぞれ排出削減で
15%と12%の寄与が期待できる。

図表	10

図表	11

2050年ネットゼロ達成シナリオを構成する8つの方策

マッキンゼーの主要シナリオに基づき2050年までにネットゼロを達成するには、
脱炭素化方策の組み合わせが重要になる

2050年ネットゼロ達成シナリオを構成する8つの方策
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マッキンゼーの主要シナリオに基づき2050年までにネットゼロを達成するに
は、脱炭素化方策の組み合わせが重要になる。

温室効果ガス削減に対する方策別の寄与 
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資料: マッキンゼー分析
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主な脱炭素手段
脱炭素化に役立つ15の手段を用いれば、
日本の排出量を2050年までに85%削減で
きる可能性がある(図表12)。中でも主要
5手段は、活動レベルの低下、洋上風力
発電、発電におけるCCUSの活用、分散
型太陽光発電、および建築物におけるヒー
トポンプの活用であり、これらが脱炭素化
達成の半分以上に寄与するだろう。

技術的成熟による排出削減
すでに成熟した、または初期の導入段階
にある技術を活用すれば、日本の排出量
は、2050年までに54%削減できるだろう。
こうした技術の例として、洋上風力発電、

太陽光発電、建築物への電気ヒートポン
プの設置などが挙げられる(図表13)。ま
た2030年以降には、CCUSやFCEVといっ
た実績ある技術を早急に拡充し、排出量
をさらに20%削減する必要がある。さらに
残りの9%(日本国内の活動レベルの低下
による16%の削減を除く)については、現
時点で研究開発段階にある新たな技術を
活用して削減していくことになるだろう。こ
うした新技術に加え、電力および産業で
は水素とアンモニアへの切り替え、運輸部
門では飛行機や船舶への切り替えも必要
になる。この切り替えを実行するためにも、
長期的な技術開発に取り組むことが重要
になる。

行動変容による潜在的インパクト
マッキンゼーが構築したシナリオには含ん
でいないが、人々の行動変容が、向こう
30年間の脱炭素化をめぐる日本の取り組
みを加速することも考えられる。たとえば、
相当数の人々が車の運転から公共交通機
関の利用に移動手段を切り替え、さらに
肉の消費を減らせば、日本の排出量を、追
加コストほぼゼロで想定より早く達成でき
るだろう。またこうした行動変容により、高
コストの水素やCCUSといった技術を用い
て行う排出削減の規模を縮小することもで
きる。

図表	12

脱炭素化の上位15施策で2050年までに排出削減量の85％を削減可能

脱炭素化の上位15施策で2050年までに排出削減量の85％を削減可能。
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図表	13

早期導入した成熟技術、または実証済み技術により排出量の75％を削減可能
早期導入した成熟技術、または実証済み技術により排出量の75％を削減可能。
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 資料: マッキンゼー分析
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2.3  日本のエネルギーシステムに
及ぼす脱炭素化の影響

よりパワフルな電力へ
現在、日本の一次エネルギー需要の43%
は電力部門から生じており、電力部門がこ

こで得たエネルギーを他部門に供給する
恰好となっている(図表14)。ここでいう他
部門とは産業、運輸、建築物、農業を指
し、これらが一次需要の残り57%を占めて
いる。2030年に近づくと、運輸部門では
石油を燃料源とする自動車から電気自動

車へ、建築物部門では空調と給湯で電気
と水素へ、産業部門では製造プロセスで
電気、水素、バイオマスの混合使用へ、農
業部門では電化した農機への移行が進む。
そしてこれに伴い、電力部門の一次エネル
ギーの消費割合が高まる。

図表	14

再生可能エネルギー、低炭素水素、アンモニアが主な一次エネルギー供給源となるが
天然ガスも引き続き大規模に活用
再生可能エネルギー、低炭素水素、アンモニアが主な一次エネルギー供給源となるが
天然ガスも引き続き大規模に活用。
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一次エネルギー需要から最終エネルギー消費まで
 EJ1、2050年
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電力部門は、低炭素エネルギーを他部門
に供給するため、2050年までに日本の一
次エネルギー総量の65%を消費すること
になり、最終的なエネルギー消費構成で
も電力が56%を占めることが予測される。
また他の部門における直接的な燃料需要
については、低炭素水素とCCUSを使用し
て脱炭素化することができるだろう。

化石燃料の段階的な廃止
マッキンゼーのコスト最適化シナリオでは、
石炭と石油の使用量が2050年に向け段階
的に減少していく(図表15)。2030年まで
には、石炭火力発電の使用量が93%減少

し、石炭の使用量のほとんどが削減され
ると予測される。2030年までは、石炭は
製鋼など産業部門の一部製造プロセスで
依然として使用されているものと思われる
が、2050年までには、ほぼ全量が水素と
ガスによる直接還元鉄(DRI)に置き換わる。

また石油の消費量も、2030年までに52%、
2050年までには93%減少する。電力と熱
供給のために用いる石油は、電気、また
は暫定的な措置としてガス燃料に転換さ
れることになる。運輸部門では、自動車や
トラックによる石油消費がBEVやFCEVの
導入により減少するが、航空や海運業界
の一部では引き続き石油を使用していくも

のと予測される。また潤滑油、グリース、
石油化学製品に用いるナフサ原料などの
石油製品では、石油の非燃料使用が続く
だろう。

電力部門における石油と石炭の段階的な
廃止を受け、短·中期的には、再生可能
エネルギーと水素が満たせない需要ギャッ
プを補完する目的で、ガスの使用量が増
えていくことが予測できる。このため、2030
年までにはガス需要の大幅な増加が予測
される。しかしこの増加分は、建築物およ
び産業部門が低炭素型の代替エネルギー
に移行することによる、ガス消費量の減少
により相殺できる。2050年までには、CCUS

図表	15

石油と石炭の使用量は2050年までにほぼ全量の置き換え完了が見込めるが、
ガスは使用量が中期的に増加し、その後も2050年まで重要な役割を担う

石油と石炭の使用量は2050年までにほぼ全量の置き換え完了が見込めるが、ガスは
使用量が中期的に増加し、その後も2050年まで重要な役割を担う。

一次エネルギー総需要、 EJ¹
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<Japan decarbonization>
Exhibit <15> of <xx>

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1エクサジュール
 資料: マッキンゼー分析

機能を備えたガス火力発電所が総発電量
の20%以上を占め、製鋼ではDRIなどの
工業プロセスで引き続きガスが使用され
ると予測される。このため2050年まで、日
本における天然ガス需要の減少率は、
40%のみに留まる。

主要技術と燃料
再生可能エネルギー:	日本の電力供給を
脱炭素化するには、2050年までに、さら
に太陽光発電で131ギガワット(GW)、風
力発電で78GWの発電容量を確保する必
要がある(図表16)。これを達成すれば、排
出量を334MtCO2e削減し、新たに614テ
ラワット時(TWh)の電力を供給できる。

低炭素水素とアンモニア：	鉄鋼生産や長
距離トラックによる輸送など排出削減が最
も困難なサブ部門では、化石燃料を水素
に置き換えることにより、2050年までに、
国内のGHG総排出量を年間66MtCO2e
削減できる。2030年を過ぎると水素の消
費量は急速に拡大し、2050年までには、
水素が電力部門の最大の需要源になる。

CCUS:	日本の電力および産業部門が脱炭
素化を達成する上で、CCUSも重要な役割
を果たす。一例を挙げれば、セメントの

生産ではCCUS以外の脱炭素化ソリュー
ションが存在しないことから、この技術を
全プロセスに適用することになる。	

電化:	2050年までには、各部門の電化に
伴い電力需要が27%拡大することが予想
される。電化は、運輸部門のBEV導入や
建築物の暖房に電動ヒートポンプを使用
するなどの取り組みを通して達成できる。
産業部門では、急速に進む電化に伴い、よ
り高温熱の加熱機能を求めて、産業用ヒー
トポンプに関するさらなる技術開発が必要
になる。

代替的シナリオ
本レポートでは、日本の排出削減目標を
達成するため、技術的に実現可能であり、
社会的コストが最適なシナリオを提示して
いる。しかし、日本が目標達成に採用す
る施策は多種多様な要因の影響を受ける
ことになる。そこでマッキンゼーは、2050
年までにネットゼロを達成する上で、可能
性の高い別の2つのシナリオについても検
討を行った:

	— 再生可能エネルギープッシュシナリオ:
我々のコスト最適化シナリオでは、地
質学および社会的な制約を理由に、日

本の総発電量に占める再生可能エネ
ルギーの比率を60%にとどめている。
しかし一連の制約を解消できれば、再
生可能エネルギーの使用率を拡大し、
限界削減費用を大幅に節減できる。そ
のためには、陸上風力発電施設の近
隣での建設への反対(NIMBY)への対
応、洋上風力発電設備に要する海上
スペースの確保に向けた漁業権や海
運区域の管理、農業ソーラーシェアリ
ングや水上太陽光発電といった新たな
ビジネスモデルの検討などが必要にな
る。こうした手段により、風力および
太陽光発電で新たに135GWの発電容
量を確保でき、さらに発電総量に占め
る再生可能エネルギーの割合を77%
まで拡大し、これにより水素やCCUS
など高コスト技術に対するニーズを減
少できる。具体的には、2050年まで
に水素需要を年間700万トン、炭素回
収量を年間4,500万トン減少させ、エ
ネルギー供給システムにおける限界削
減費用の3分の1を節減して24ドル/ト
ンまで下げられる。またこれにより、日
本のエネルギー自給率も、2050年ま
でに、コスト最適化シナリオで示した
57%から73%まで拡大できる29。

29	以下の仮定による:	原子力は国内再処理により自給できるものと想定、水素とアンモニアの50%は輸入に依存、バイオマスの国内最大供給量は年間2,600万トンを想定

1	エクサジュール	
2		水力、バイオマス、太陽光、風力、地熱を含む	
	資料:	経済産業省、マッキンゼー分析
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	— 産業部門の再構築シナリオ:	再生可能
エネルギーをめぐる日本固有の制約に
より、国内の産業部門における脱炭素
化は、再生可能エネルギーや水素の
供給が十分かつ安価な国々に比べて
高コストになる。このため日本国内で
生産する工業製品の価格は輸入品よ
り高くなり、輸出品としての競争力は
低くなる。しかし、日本が付加価値の
低いエネルギー集約型の生産部門を
アウトソーシングできれば、産業部門
で脱炭素化の限界削減費用の節減が
実現する。具体例を挙げると、鉄鋼部
門では、水素コストの低い国から粗鋼
を輸入して国内で鉄鋼製品を完成させ
る、化学製品や石油化学部門では、汎
用エチレン誘導体を輸入して国内で特
殊化学製品を生産するようなやり方で

ある。こうした再構築により、産業部
門の限界削減費用を、コスト最適化シ
ナリオで示した41ドル/トンから34ドル
/トンまで下げられる。しかしこの代替
シナリオは産業部門のみを対象として
いるため総限界削減費用節減への寄
与は限定的であり、コスト最適化シナ
リオで示した36ドル/トンから33ドル/
トンにまで下げる程度にとどまる。さ
らに産業部門でこうした再構築を実行
するには、削減漏れを防ぐために、生
産の一部をアウトソーシングした国で
も脱炭素化が完全に完了している保証
が必要になる。

また、現時点で最もコストを最適化できる
と考えられるシナリオが、別の不確実性の
影響で変化する可能性もある。原子力発

電の使用拡大は限界削減費用の大幅な抑
制につながる。さらに現時点ではまだ表
出していない技術上の革新的な進歩にも
同様の効果がある。液体水素の輸送をめ
ぐり将来発生するコストと技術的な成熟度
に関する不確実性の如何によっては、ア
ンモニアが電力構成の最大項目になるよ
うなことも起こり得る。CO2を国内にどれ
ほど貯留できるか、他国へどの程度輸出
すべきか、さらに総合的な限界削減費用
はどれだけかかるのか、そのいずれも未
だ明確にはなっていない。今後さらに、こ
うした多様な要因で、脱炭素化へのシナ
リオは大きく変わることもある。		

図表	16

マッキンゼーの主なシナリオは、主要4技術の普及を前提としているマッキンゼーの主なシナリオは、主要4技術の普及を前提としている
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3.  各部門の深掘り分析
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需要 電力需要
 TWh1
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2030
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2040
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電力部門のシナリオ概要
2050年までに電力需要が30％拡大。増加後の需要全体の約70％を、再生可能エネルギー、低炭素水素、
アンモニア発電で供給。
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3.1  電力部門 図表 17

電力部門のシナリオ概要
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Lorem ipsum dolor sit amet, consectetuer adipiscing elit, sed diam nonummy 
nibh euismod tincidunt ut laoreet dolore magna aliquam erat volutpat.

水素および
アンモニア
発電

発電量
 TWh1

総発電量に占めるシェア
% 0 1 1 9

2020

0

2030

7

2040
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2050

113

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <17C> of <xx>

106

7 アンモニア
水素

3.1.1  現在の電力部門の排出量
 — 2017年、日本の電力部門から発生し

た排出量は458MtCO2eとなり、国内
総排出量の36%を占めた。他の主要
先進国と比べ、日本の電力部門は化
石燃料に大きく依存している。石炭、
石油、天然ガス発電が電力構成の79%
を占め、非水力発電 ( 太陽光、風力、
バイオマス、地熱 ) による再生可能エ

ネルギーは10%にすぎない。これに対
し、英国では再生可能エネルギーが
電力構成の29%、ドイツでは31%、、ス
ペインでは26%を占めている( 図表2)。
福島の原発事故後に原子力発電所が
待機状態となったことを受け、化石燃
料発電への依存度はさらに高まった。
この需要ギャップを埋めたのは石炭と
ガスによる発電で、これにより電力の

炭素強度 (1kWh の発電から生じる二
酸化炭素量 ) が急激に上昇した ( 図表
18)。 さらに水力発電と原子力発電が
需要ギャップの残り12%を賄ったが、
水力発電のポテンシャルはすでに限界
に達しており、原子力発電所の再稼働
についてもいまだ議論が続いている。

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <19> of <xx>

福島の原発事故後、原子力から石炭・天然ガスへの置き換えに伴い、電力部門の炭素
強度が急激に高まった。
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年率1％増

+16%
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2キロワット時当たりの二酸化炭素グラム数
3再生可能エネルギー源
資料: Enerdata

1 兆ワット時 
2 太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスを含む 
   資料: 経済産業省、マッキンゼー分析

図表 17 (continued)

図表 18

電力部門の炭素強度は
福島の原発事故後に石炭およびガスが需要ギャップを埋めたことで急激に上昇した
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3.1.2.  ネットゼロへの道のりにおける
電力部門の役割
2050年のネットゼロ目標を達成するため、
電力部門は、ゼロエミッション発電源に切
り替え、発電容量を拡大して他部門の電
化に伴う電力需要の増加に対応せねばな
らない。

マッキンゼーのコスト最適化シナリオでは、
向こう30年の間に日本の電力需要は約
30% 増え、2017年の1,013TWh から2050
年に1,310TWhまで拡大するものと予測し
ている( 図表19)。この需要増加の半分以
上が運輸部門の電化から、約3分の1が建
築物部門の電化から、残りが農業機器の
電化から生じるものと予測される。

我々のコスト最適化シナリオでは、電力部
門の排出量が2030年までに45%、2050年
までに99% 減少するものと予測している
( 図表19)。

2030年まで
マッキンゼーのコスト最適化シナリオにも
とづくと、電力部門は、2030年に排出46%
減という目標を達成するため、石炭火力

による発電容量を93% 減らさねばならな
い ( 図表20)。

この石炭火力発電の減少分を補完するた
め、かわりにガス火力 ( 削減対策の有無に
関わらず)による発電量が2030年までにほ
ぼ2倍になる。石炭火力発電から排出量の
少ないガス火力発電への切り替えは、2030
年に至る脱炭素化において最大の方策で
ある。ガス火力発電であれば、長期的な
視野からみても、太陽光と風力発電が発
電構成における割合を高めていく過程で、
発電容量を柔軟に変化させながら対応で
きる。

また石炭火力発電とアンモニア混焼により
新たに27TWhの電力を確保すれば、石炭
資産の有効活用も可能になる。

日本以外の先進国では、太陽光と風力に
よる発電が次世代の電力需要を賄う上で
最も省コストのオプションとなっている30。 
しかし日本では、太陽光も風力も依然とし
て化石燃料よりコストが高い。これは、サ
プライチェーンの規模が小さいこと、許認
可手続きに時間がかかること、地域ごとの
発電が行われていないことによる。 各地

域のサプライチェーンが充実し、規制プロ
セスの合理化が進めば、太陽光、陸上風
力、洋上風力による発電が段階的に普及
していくことも期待できるが、発電構成に
お け る 寄 与 は、2030 年 ま で に 年 間
32GW(100TWh) 程度にとどまる可能性が
高い。

原発事故後に停止していた17の原子力発
電所を再稼働させ、さらに建設中の2基が
完成すれば、2030年までに、ゼロエミッ
ション発電により年間12GW(90TWh) の電
力を追加できる。

2050年まで
2030年から2050年に至る電力部門の脱炭
素化では、技術の多様化が進む可能性が
高い。太陽光と風力による発電が化石燃
料より低コスト化すると大規模な導入が進
むことから、再生可能エネルギーによる発
電容量は、2050年までに78GW(514TWh)
規模まで拡大するものと予測できる。化石
燃料発電に低炭素の水素とアンモニアの
混焼を用いる方法は供給コストの削減に
役立ち、太陽光と風力のポテンシャルが
限界に達した段階で、さらに積極的に採

電力需要
（部門別、TWh1）
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30 Matthew Mercure, “BNEF:Onshore wind is cheapest source of new-build generation,” North American Windpower, 2020年4月30日、 nawindpower.com

1 兆ワット時 
2 ギガワット 
3 コンバインドサイクルガスタービン 
4 二酸化炭素回収・貯留

図表 19 (continued)

図表 19

電力需要は最終用途部門の電化により30％拡大
太陽光、風力、ネットゼロ火力発電の導入拡大で需要拡大に対応

5 オープンサイクルガスタービン 
6  その他は石油、水力、地熱、揚水を含む 

資料: マッキンゼー分析
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用されるようになるものと予測される。こ
うした低炭素技術により、2050年までに
は年間113TWh( 発電構成の9%)の電力を
確保できる可能性がある。

天然ガスベースの発電でさらに280TWhの
電力を追加できれば、所期の炭素回収量
を達成してネットゼロが実現するだろう。

再生可能エネルギー 
再生可能エネルギーは、電力部門の脱炭
素化にとって理想的な選択肢だが、一方
で、我々のコスト最適化シナリオでは、日
本の電力需要の60%しか満たせない ( 欧
州連合では90%)。

その第1の理由として、地質学的な制約が
ある。太陽光および陸上風力による実用
規模の発電設備を設置するには、山岳地

帯が多く平坦なオープンスペースが限られ
る日本の地形が障害となる。また日本の
沿岸海域は水深が深く、このため洋上風
力発電施設の43%には、まだ未成熟な浮
体式タービン技術を使用することとなるだ
ろう。また頻繁な地震や台風に加えて平
均風速が比較的低いことから、風力発電
設備の建設では特殊な要件が必要になる。

第2の理由は、社会的な制約である。地
域エゴと呼ばれる地域の抵抗感情が強い。
陸上の風力発電施設では騒音が問題とな
り、洋上施設の設置では漁業や海運業者
のグループから反対の声が上がる。

こうした制約を踏まえると、日本の電力部
門に対する再生可能エネルギーの寄与は、
2050年までに太陽光が192GW、洋上風力
が70 GW、陸上風力が13GWにとどまるだ

ろう( 図表20)。中でも発電施設の設置に
利用できるスペースが多様なことから、最
もポテンシャルが高いのが太陽光発電で
ある。日本の新築住宅および工業ビルで
屋上にソーラーパネルを設置しているの
はわずか2.6%、森林と平野への設置は
0.2% に過ぎない。農業用ソーラーシェア
リングが様々な用途に実証されているにも
かかわらず、このビジネスモデルの国内
への導入はいまだ限定的である。

環境省が、洋上風力発電により600GWを
超える電力を確保できることを示唆する一
方で、電力中央研究所 (CRIEPI) は、洋上
風力による発電総量を250GWと見積もっ
ている。CRIEPI の試算では、海岸からの
距離を30kmではなく22km に想定し、さ
らに発電に必要な平均風速も秒速6.5メー

マッキンゼーの最適化シナリオに基づくと、2050年の発電容量では、洋上風力が70GW
に、陸上風力が13GWに、太陽光が192GWに制約される。素強度が急激に高まった。

1ギガワット
 資料: 電力中央研究所; 環境省; マッキンゼー分析
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 資 料: マッキンゼー分析

トルではなく7.0メートルに設定した上で、
発電施設の候補地から、船舶が一ヶ月に
30隻以上往来する区域を除外している。さ
らに海運と漁業区域に関する制約を加える
と、日本の洋上風力発電をめぐるポテン
シャルは、CRIEPI の試算による250GW か
らわずか70GWまで減少してしまう。マッ
キンゼーが予測した陸上風力発電による
13GW は、地域住民の反対により、2030
年以降に新たな発電所の設置が禁止され
るという仮定にもとづいている。

本レポートの中心となるコスト最適化シナ
リオでは、太陽光と風力による発電量拡
大の85% が2030年以降に実現するものと
予測している。日本では現在、太陽光と
風力による発電は化石燃料より高コストに
なる。

しかし時間の経過とともに、サプライチェー
ンの拡大、業界ベストプラクティスの充実、
規制負担の軽減といった進展を受け、日
本の太陽光 · 風力発電をめぐるコストもい
ずれ低下していくだろう。また、関連技術
をめぐる世界的なコスト低下が進めば、太

陽光と風力発電の競争力もさらに高まる
はずである。

マッキンゼーのコスト最適化シナリオでは、
2030年代の後半に、太陽光と洋上風力の
新規建設はガスよりもコスト競争力をもつ
と予測している( 図表21)。

システムの柔軟性
変動の多い太陽光および風力発電による
発電容量を管理するには、システムの柔
軟性が不可欠である。長引く台風で太陽
光や風力の発電状況に障害が生じた場合
には、強力なバックアップ電源が必要に
なる。

 — バッテリー貯蔵 : 最大6時間までの需給
調整を想定した場合、バッテリーが重
要なソリューションになる。我々のコ
スト最適化シナリオでは、2030年まで
の時間枠では太陽光と風力発電の開
発をめぐる制約があるため、バッテ
リー貯蔵容量もわずか2GW 増加する
にとどまる。しかし2050年までの時間
枠でみると、新たに50GWを超えるバッ

テリー容量を確保でき、バッテリー貯
蔵量は総発電容量の9% 相当まで拡大
するものと予測できる。

現在のバッテリー技術では、合理的な土
地利用と実現可能なコストで、長期的な
バックアップの供給は不可能である。バッ
テリーを実用的なソリューションとして、長
期的かつ大規模なエネルギー貯蔵に利用
するには、関連技術を大きく進化させる必
要がある。

 — ネットゼロ火力発電 : 2050年時点で再
生可能エネルギーの普及率が60% 程
度にとどまる可能性が高いことを踏ま
え、日本は、さらに190GW の電力需
要をこれ以外のネットゼロ火力発電で
補わねばならない。その候補として挙
げられるのが、水素 ·アンモニア共燃
火力発電や CCUS によるガス· 石炭発
電などである。こうした発電から電力
を得られれば、短期的な柔軟性を実
現しながら長期的なバックアップを確
保できるだろう。

図表 20

マッキンゼーの最適化シナリオに基づくと、2050年の発電容量では、
洋上風力が70GWに、陸上風力が13GWに、太陽光が192GWに制約される

図表 21

太陽光と風力の発電コストは2030年前後にガス火力の限界発電コストを下回る
2050年までに6米ドル(mmBtu当たり)と、ガスの限界発電コストを下回る

5150 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



 — 水素製造 : さらに別の需給調整オプ
ションとして、太陽光および風力発電
による余剰電力を活用して低炭素水素
を生成する方法がある。ただし再生可
能エネルギーの普及率が60%にとどま
ることを踏まえると、太陽光と風力か
らの余剰電力はさほど期待できない。
このため電気分解ベースの水素製造
が電力システムの柔軟性に果たす役割
も限定的である。

 — 揚水式発電 : 揚水式発電を活用すれ
ば、6-10時間にわたるバックアップ電
力を確保できる。国内の水力発電施

設の大半は揚水式の発電設備を備え
ており、これにより合計21GW の電力
を確保できる。今後、新たな施設建
設の可能性はないが、変動の大きい
需給バランスに対応する上でこの発電
施策が重要な役割を果たすことには変
わりない。

さらに、車両 · 送電相互接続技術やスマー
トサーモスタット、家庭用冷暖房の負荷を
微調整して太陽光 · 風力による電力供給量
の変化に適合させるといった技術を活用
すれば、電力システムの柔軟性を維持し、
送配電網の強化をめぐるニーズを軽減で

きる。こうした対策の効果と可用性を定量
化する際に生じる不確実性を理由に、マッ
キンゼーの分析ではこのタイプの需給管
理をモデル化していない。しかし、いず
れも導入すれば、電力システム全体にか
かるコスト削減を期待できる。

ネットゼロ火力発電 
CCUS、低炭素水素、アンモニアを用いた
ネットゼロ火力発電を用いると、日本の再
生可能エネルギーでは満たせない電力需
要の40パーセントを賄える。しかしそのい
ずれも、コストの問題とサプライチェーン
確立をめぐる課題を抱えている。

2030年までの排出削減はコストを節減しながら達成可能だが、それ以降は排出削減
はコストが増加する予測。

平均削減コスト、 ドル（tCO2e1当たり）
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低炭素水素とアンモニア

2050年までに年間113TWh( 電力構成の
9%)の電力を確保できるだろう。マッキン
ゼーのコスト最適化シナリオでは、2030
年までの電力部門による脱炭素化の取り
組みにおいて、低炭素水素とアンモニア
の果たす役割は限定的である。2030年ま
でに排出46% 減という日本政府の目標を
達成する上では、石炭からガスへの大規
模な燃料切り替えが最も経済的なソリュー
ションとなる。アンモニアは、現在の技術
では既存の石炭火力発電所で最大20%ま
での混焼に利用するのが限界であり、排
出削減への寄与は20% にとどまる。これ
に対し、燃料を石炭からガスに切り替えた
火力発電により、排出量を50% 削減でき
る可能性がある。このため、向こう10年
間の排出削減では、アンモニア混焼より
もガスが高効率のソリューションとなる。

また長期的には、太陽光と風力発電の施
設開発に制約があることを踏まえ、低炭素
の水素とアンモニアが電力構成の9%を占

めることが予測される。低炭素水素および
アンモニアは、一部置き換え可能なゼロ
エミッションの発電ソリューションである。
2つのソリューションの相対的な競争力に
関する主な不確定要因として水素の輸送
コストが挙げられる。また、輸送インフラ
の拡充とコスト減が実現しない限り、ガス
の輸入は依然として高コストである。我々
のコスト最適化シナリオによると、2050年
までの発電では水素がアンモニアより大き
な役割を果たすことが予測される。これは、
水素の輸送コストが下がることを想定した
ことによる。アンモニアは、中期的には水
素の輸送インフラが充実するまで、長期
的に水素インフラが成熟しなかったとして
も、きわめて重要な役割を果たすことが
予測される。

 — CCUSを備えた石炭とガスベースの発
電 に よ り、2050 年 ま で に 年 間
280TWh( 総電力の21%) の電力を確
保できる可能性。 これを実現するには、
110MtCO2e の炭素回収が必要となる

が、これは総炭素回収量の64% パー
セントを占める規模である。我々の仮
説では、石炭またはガス＋ CCUSのコ
ストが水素またはアンモニアベースの
発電を下回るが、CCUSは、予測され
るエネルギー需要と再生可能エネル
ギーの発電容量の間に存在する40%
の格差全体を埋めるには至らない。総
合的にみると炭素貯留のポテンシャル
には限界があり、需給格差の一部は、
CCUSではなくアンモニアと水素の共
焼による火力発電で賄うことになる可
能性が高い。

送配電網インフラをめぐるニーズ
我々が構築したコスト最適化シナリオでは、
変動の大きい太陽光や風力による発電容
量は2050年までに210GW 拡大し、一方で
総電力需要も年間297TWh 増加していく。
再生可能エネルギーの流動性とエンド
ユーザーからの高まる需要に対応するに
は、送配電網の補強が必要になる。

図表 22

2030年までの排出削減はコストを節減しながら達成可能だが、
それ以降は排出削減はコストが増加する予測
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送配電網の補強コストは、各所在地にお
ける既存の敷設状況に左右されるため、
現在から2050年までの間に電力システム
全体の補強にかかるコストを予測すること
は難しい。しかし大まかに試算してみると、
送配電網をめぐり累計で3,900億ドル規模
の予算が必要になるものと思われる。一
連のインフラ資産の減価償却期間を30年
と仮定すると、耐用期間中に供給できる
電力は約36,000TWhとなるが、これは向
こう30年間にわたる送配電網の補強を踏

まえた電気料金に換算すると、平均12ド
ル /MWh の値上がりを意味する。

電気代への影響 
マッキンゼーのコスト最適化シナリオにも
とづくと、電力部門では、短期的には主
に石炭からガス発電への切り替えにより負
のコストで脱炭素化を達成できる。しかし
2030年を過ぎると脱炭素化コストは急激
に上昇する。これは、より高コストの低炭
素水素、アンモニア、CCUSの大規模な導

入が始まるからである( 図表22)。削減コス
トの高騰を反映して、平均発電コストも
2020年の74ドル/MWhから2050年までに
は95ドル /MWhまで上昇し、これにより
2050年までには総コストが108ドル/MWh
となる。これには、送配電網の補強にか
かる12ドル/MWhの追加コストも含まれる
( 図表23)。

2050年までに、電力システムをめぐるコストが40％以上昇する可能性。

電力システムのコスト、ドル（MWh1当たり）2020年の水準を100として指数化

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <24> of <xx>

T&D2 補強コスト: 
電力需要の拡大
T&D2 強化コスト: 
変動性再生可能エネルギー
発電コスト

2020

100

2030

110

2040

130

2050

143

+43%

1メガワット時
2送配電
 資 料: マッキンゼー分析

3.1.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
日本の電力部門における脱炭素化では、以
下のような不確実性によりコスト最適化シ
ナリオに変化が生じる可能性がある:

 — 技術の進歩 : 水素またはアンモニアを
100% 燃焼させる技術は未だ存在せず、
発電における水素とアンモニアの寄与
は、この技術の実現にかかっている。
現在検証中の革新的な技術には、酸
素燃焼を利用してCCUS のコストを削
減するAllam 発電サイクルなどがある
が、こうした技術が完成したあかつき
には、電力部門の脱炭素化をめぐる総
合的なコスト削減が実現することが期
待できる。

 — 政府と公的機関の優先事項 : 10年以
上にわたる取り組みにも関わらず、再
生可能エネルギーと原子力発電が電
力構成に占める割合が未だ伸び悩む
現状を受け、日本政府は「3E + S（エ
ネルギーの安全性を踏まえた自給率、
経済効率性、環境適合の同時達成 )」
の基本方針を通して、エネルギーの安
全保障を強く訴えている。しかし日本
政府が、本格的に再生可能エネルギー

の開発にかかる高コストを負担し、漁
業や海運をめぐる世論を動かし、太陽
光と風力発電の導入ポテンシャルを制
限する地元住民の抵抗に立ち向かうの
か、あるいはエネルギー自給率を目指
して原子力発電をめぐる安全上の懸念
を解消する方向に向かうのか、その答
えは未だ明らかになっていない。

 — 炭素貯留インフラの開発 : 炭素貯留は
まだ候補地を探す段階にあり、CO2の
輸送インフラも未開発である。このた
め2050年までに年間200Mt の貯留容
量を確保できるか否かは未だ不明で
ある。

 — 水素のサプライチェーンとコスト: 低炭
素水素の導入では、水素の輸送コスト
の高さが最大の障害となっている。前
述のような低炭素水素の大規模導入
を実現するには、水素輸送インフラの
規模と成熟度を拡充するため、必要な
設備投資をめぐるコミットメントが必
要になる。

成功に導く主な要因
日本の電力部門における脱炭素化を実現
するためには、以下のような政策と規制
の下支えが必要である: 

 — 地方自治体との連携 : 太陽光と風力の
発電ハブを確立するため、サプライ
チェーンの拡張、技術力の高い人材の
確保、設置コストの削減が必要である。

 — 最終顧客を奨励する施策 : ゼロエミッ
ション電力に対して割高の電気料金を
支払うためのインセンティブを用意す
る、あるいはゼロエミッション電力の
使用に対して助成金を支給するといっ
た施策が求められる。

 — 太陽光と風力に関する許認可をめぐる
規制緩和 : 環境影響の評価を迅速化
し、相互接続規制を合理化すれば、よ
り早期に新たな発電施策を導入できる。

 — 送配電網の補強奨励に向けコスト負担
を明確化 : 政府が、企業が投資を回収
できるような仕組みを盛り込みながら、
全国規模で送配電網を開発する計画
を策定することも考えられる。再生可
能エネルギー開発企業が負担するコス
トを明確化することにより、民間投資
家の信頼感も高まる。北海道、本州、
九州における風力発電の普及を加速
する目的で、地域間の送配電網の容
量を23GW 増強するという先頃の計画
発表は、こうした点から大きな前進と
言えるだろう31。

31 “Japan aims to supercharge interregional power grid,” 日経国際版 (Nikkei Asia)、2021年4月15日、asia.nikkei.com

図表 23

2050年までに、電力システムをめぐるコストが40％以上昇する可能性
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3.1.4  主な課題と機会

主な課題
日本の電力部門における脱炭素化には以
下のような課題がある:

 — 太陽光と風力発電の急速な発電量拡
大 : 本レポートの中心となるコスト最
適化シナリオでは、太陽光と風力によ
る発電容量が2030年までに年間3GW、
2030年 -2050年には年間9GW 拡大す
るものと予測している。この急速な展
開に伴い、サプライチェーンと労働力
の大幅な増強が必要になる。特に、洋
上風力による発電容量の拡大は、巨
大な構造物の輸送が難しいことから、
各地域における風力タービンの製造能
力が鍵となる。しかし日本では現在、
各地方で風力タービンの製造を行って
おらず、この先、少なくとも年間3GW
分の発電容量を賄えるだけの設備を
整備していかねばならない。たとえば
企業単位では、生産性の向上や脱炭
素化によって従業員のリスキリングが
必要になると予測されている業界と連
携することにより、、新たな太陽光 · 風
力発電施設を設置する際に要する労
働力を確保する機会を探り、従業員の
リスキリングを通して再生可能エネル
ギー部門への異動を支援するような取
り組みが可能である。

 — 分散型太陽光発電の普及をめぐる建
物所有者への依存 : マッキンゼーのコ
スト最適化シナリオでは、分散型太陽
光発電が、2050年までの発電構成で

年間152GW(236TWh)を占めると予測
している。このポテンシャルを実現す
るには、建物所有者が屋上にソーラー
パネルを設置する必要がある。日本政
府は、新築公共建築物のすべてにソー
ラーパネルの設置を義務付ける提案を
行っているが、今のところ民間の建物
は対象から除外されている32。分散型
太陽光発電は実用規模の太陽光発電
施設をめぐる日本の地理的な制約を
踏まえるときわめて重要であり、その
ポテンシャルを最大限に引き出すには、
ソーラーパネルの設置義務を民間の
建物にまで拡大し、さらに資本投資の
際に高い割引率に直面する建物所有
者を支援するための財政インセンティ
ブを整備し、設備投資を促さねばなら
ない。

 — 電気料金の高騰 : 2050年までに、電力
システムをめぐるコストは40%以上拡
大する。これは、送配電網の補強コス
トに加え、発電の現場で、より高コス
トの CCUS、水素、アンモニアの大規
模導入が始まることによる。企業が値
上げによりコスト増を補填しようとする
と、一般家庭の負担が増え、日本製品
を輸出する際の競争力も損なわれる可
能性がある。

主な機会
一方で、脱炭素化により、日本経済に以
下のような多様な機会をもたらすことが期
待できる:

 — 水素技術 : 日本の電力・ガス事業者と

発電機器メーカーにとって、脱炭素化
は、成長する水素市場に参入し、ポー
トフォリオを多様化し、水素技術とイ
ンフラの輸出で主導的な立場を確立
する絶好の機会となる。

 — 水素取引 : 日本の電力会社、ガス会社、
商 社 は 世 界 有 数 の 液 化 天 然 ガ ス
(LNG)バイヤー兼トレーダーである。こ
のため同様のノウハウを水素取引で活
用することができる。

 — 海外展開 : 日本の公益事業は、再生可
能エネルギー、水素、その他の脱炭
素化技術をめぐる専門知識を共有する
ことで海外に進出し、東南アジアを中
心とした近隣諸国の脱炭素化を支援
できる。

 — 農村部の活性化 : 農村部における太陽
光 · 風力発電の開発を通して、地方の
人口減少をめぐる対策の観点からも重
要となる農村活性化の機会を創出でき
る。また、2050年までに洋上風力発
電によりさらに70GWの発電容量が必
要となることから、この機会を利用し
て、関連産業の成長を支援し、農村部
が雇用と収入を得る機会を提供できる。

32 Takanori Okabe, “Japan pushes solar panel mandate for new public buildings,” 日経国際版 (Nikkei Asia)、2021年6月4日、asia.nikkei.com asia.nikkei.com

3.2  産業部門
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産業部門のシナリオ概要
2050年までに水素、CCUS、電化、活動レベルの減少により排出量96％減が実現。 

平均炭素強度、 製品1トン当たりの生産から生じるtCO2e1 

2017 2030 2040 20502020

セメント
鉄鋼

エチレン
アンモニア

2025 2035 2045

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <25A> of <xx>

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

–0.5

回収炭素
Mt2CO2 /年

2017

0

2030

0

2040

12

2050

63
BECCS3

CCS4

19

44

8

4

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <25B> of <xx>

2017

2.0

2030

0.9

2040

0.4

2050

7.2
グレー水素
低炭素水素

水素消費量5

100万トン

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <25C> of <xx>

電化率
最終エネルギー消費量に
占める電力の割合（%）

2017

19

2030

29

2040

33

2050

34

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <25D> of <xx>

1 二酸化炭素換算トン 
2 百万トン 
3 二酸化炭素回収・貯留付きバイオエネルギー 
4 二酸化炭素回収・貯留  
5  総水素消費量は既存の精製用水素利用が低下し、低炭素水素の大規模利用が開始する2040年まで減少する

図表 24 図表 24 (continued)

産業部門のシナリオ概要
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3.2.1  現在の産業部門の排出量
2017年、日本の産業部門から発生した排
出量は446MtCO2eとなり、国内総排出量
の35%を占めた( 図表25)。排出量のほぼ
60%は、鉄鋼 (33%)、化学製品 (10%)、セ

メント(9%) の生産など重工業から発生し
た。 

また主な排出源は燃料の燃焼と製造プロ
セス、および原料の使用の2分野である。
排出量の約4分の3は、製造プロセスで熱

源となる燃料の燃焼によるものである。残
りの27%は製造プロセスに伴う排出で、こ
れには冷蔵庫から漏出するハイドロフル
オロカーボン(HFC)、天然ガスパイプライ
ンから漏出するメタンなどがある。

35

100%

水素、CCUS、および電化により、産業部門から生じる排出量の半分以上は削減可能
削減量の３分の１は自然な活動レベルの低下により達成

部門別の排出量、1 2017年、MtCO2e2、%

注: 端数は四捨五入のため必ずしも合計が100にならない。
1土地利用、土地利用変化および林業（LULUCF）から得る58MtCO2eの負の排出量を除く 
2百万二酸化炭素換算トン
3その他の産業には以下を含む: 紙およびパルプ、ガラス生産、機械製造、繊維、建設と鉱業、炭酸塩生産の他プロセス用途、燃料と溶剤用途から生じる非エネルギー製
品、ドライアイスの使用。
資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書

電力 建築物運輸産業 農業

100% = 1,288

2017年 日本の温室効果ガス排出量（産業部門のサブ部門および排出源別、MtCO2e2、%）

燃料の燃焼 プロセスと原料

鉄鋼 セメント エチレン、
アンモニア、

その他の化学製品 精製

その他産業3 フッ素系ガス工業
（フッ素系ガス）

廃棄物
管理

産業の
総排出量に占め
るシェア（%）

33 10 9 82 23 11 4

146 38 47 101 51 20 = 446

石灰

4%

96%

69%

31%

89%

11%

100% 100%

5%

95%

73%

27%

8

29%

71%

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <26> of <xx>

合計

Heavy industries 54%

36 10 335 16

日本の産業部門は、プロセスの特性と排
出するGHGのタイプにより分類できる( 図
表26)。その内訳は :

 — 重工業 : 日本の産業排出量の54% を
占める重工業グループには、鉄鋼、化
学薬品、セメント、石灰製造が含まれ
る。重工業が排出する二酸化炭素の
80% 以上が、基礎製品を製造する際
に行う燃料の燃焼によるものである。
一例を挙げると、鉄鋼製造に使用する
溶鉱炉の温度は1,800℃まで達する必
要がある。残りの排出量は、製造プロ
セスによるもので、セメント製造で石
灰石の加熱の際に生じる二酸化炭素
などである。こうした排出量を削減す
るには、原料の変更や製造プロセス
の再構築が必要になる。高温熱と製造
プロセスからの排出という2つの要素
が、産業部門の排出削減を困難にし
ている。

 — 精製 : 精製は、日本の産業排出量の

8%を占めており、その主な排出源は、
石油の分解と蒸留に要する最高400ºC
のプロセス加熱である。

 — その他： このグループには、ガラス、
パルプと紙、食品と飲料、非鉄金属、
機械製造など多様なサブ部門が含ま
れ、日本の産業排出量の23%を占め
る。主な排出源は、機械の加熱と稼
働に必要な燃料の燃焼である。

 — フッ素系ガス: 産業排出のうち11% は、
冷蔵庫やその他の冷却システムから漏
出するフッ素系ガス(F-ガス) から生じ
ている。

 — 廃棄物管理 : さらに、廃棄物の焼却か
ら生じる排出量および埋め立て地から
漏出するメタンが、排出量の4%を占
めている。

日本は、2029年までにこの F-ガスの排出
量を、2011年 -2013年度の平均値比で
40% 削減することを目指している。さらに

2036年までにはF-ガス排出量の85% 削減
を目指しており、その施策として、2015年
に施行のフロン排出抑制法、ならびに
1988年に署名したモントリオール議定書
で定めるハイドロフルオロカーボンの消費
規制の遵守に注力している33。この施策の
規模は、2050年までに、2017年度比で
78% 排出減に相当する。日本は、短期的
な規制目標の達成に向け順調に取り組み
を進めている。

日本は、環境省が作成した計画に基づき、
2050年までに廃棄物管理による排出量を
削減していく計画である34。目標の達成に
は、各自治体から出るゴミのリサイクル率
を高めて焼却と埋め立てを軽減する、焼
却施設に CCUSを導入する、自治体のゴ
ミ埋め立てに上限を課すといった施策が
必要である。

33 「改正フロン排出抑制法と管理者の取組について」、東京都環境局、2019年11月、www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp
34 「廃棄物分野における地球温暖化対策について」、経済産業省、2021年4月9日、www.meti.go.jp

図表 25

水素、CCUS、および電化により、産業部門から生じる排出量の半分以上は削減可能
削減量の3分の1は自然な活動レベルの低下により達成
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3.2.2  ネットゼロへの道のりにおける
産業部門の役割
1990年以来、日本の産業排出量は年間約
1%の割合で減少している。産業部門の全
サブ部門はエネルギー効率が改善され、
鉄、鉄鋼、セメントの生産など高排出量
の活動が一部で減少している。また人口
減少により、産業の活動レベルも低下し
つづけることが予想される。2050年まで
に、アンモニア生産は51% 減、精製は43%
減、エチレン生産は30% 減、鉄鋼は20%
減、その他の化学製品の生産は19% 減、
セメント生産は12% 減となることが見込ま
れる。こうした生産量の減少を踏まえると、

具体的な脱炭素介入がなくても、日本の
産業排出量は2050年までに34% 減少する
ものと予測できる。

しかしこの減少率では、日本が2050年ま
でに設定した排出削減目標を達成するに
はまだ不十分である。マッキンゼーのコス
ト最適化シナリオにもとづくと、日本の産
業部門では、ネットゼロ達成に向け、2030
年までに排出量を40% 減、2050年までに
97% 減とすることに加え、主にBECCUSを
セメント生産と高温熱の産業用加熱炉に
適用することにより19 MtCO2eの負の排出
を確保できる。さらに産業内のその他の

サブ部門から得られる負の排出で3%の排
出量を相殺する必要がある。

以上の排出削減を達成するためには、以
下のような方策が考えられる( 図表26)。

 — 石炭 · 石油ボイラーおよび炉からガスボ
イラーへの切り替え: 2030年までに、石
炭火力ボイラーと加熱炉の約半分をガ
スボイラーに切り替え、さらに2045年
までには切り替えを完了する。また石
油火力ボイラーと炉も、2030年までに
ガスボイラーへの切り替えを完了する。
この切り替えにより、10 MtCO2e の排
出量を削減できる。

水素、CCUS、および電化により、産業部門から生じる排出量の半分以上は削減可能。
削減量の3分の1は自然な活動レベルの低下により達成。

年間排出削減量のシェア
2050年時点、%

1セメントや石灰窯の燃料としての廃棄物の利用、エチレン生産用バイオエタノール脱水を含む
2二酸化炭素回収・有効利用・貯留
 資料: マッキンゼー分析

活動レベルの低下

CCUS2

電化

燃料または原料としての
カーボンニュートラル水素

燃料転換

その他1

需要サイドの対策と循環性 バイオマス燃料または原料

34

21

18

15

5
3 3 1

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <27> of <xx>

 — 電化プロセスと発熱 : ヒートポンプは高
温熱プロセスには適さないものの、
2050年までに、化学および一般産業
部門の低 - 中温熱源の約70% を供給
できる。さらに2050年までに、鉄鋼生
産の35%で電気炉 (EAF)を導入するこ
とが予想される。以上の技術変化によ
り、年間56MtCO2eの排出量を回避で
きる。

 — 複数の産業部門で CCUSとBECCUSを
導入 : 2050年までに、セメント生産の
67%でCCUSを導入し、残る33%で同
時期までにバイオマスとCCUSを導入
する。また CCUSを使用した天然ガス
DRIは、2050年までに製鋼の17%で導
入されることが予想される。さらに化
学製品とその他の産業では、高温発熱
プロセスの30%にCCUSが適用される。
以上の技術変化を総合すると、年間
66MtCO2e の排出量を削減できる。

 — 代替原料および燃料として水素を活用 : 
2050年までには、鉄鋼の48% が、低
炭素水素を用いたDRIから生産される
ことになるだろう。一方、化学製品や
その他の産業では、2050年までに、高
温発熱プロセスの約60%で水素が使
用されることが予測される。以上の技
術進化により、80 MtCO2eの排出量を
削減できる。

 — 人口減少に伴う産業活動の低下と経
済の脱炭素化を受けた化石燃料の精
製量減少 : 運輸部門の脱炭素化により、
ガソリンとディーゼルの需要を98% 減
らすことが可能になる。同時に、建築
物の暖房や産業の発熱プロセスにお
ける石油からガスへの完全移行を受け、
精製部門の活動が減少する。先進国
の経済が飽和状態に達し人口が減少
するに伴い、鉄鋼の生産は20%、建
設用セメントの生産は12% 減少するこ
とが予測される。こうした推移により、
年 間126MtCO2e の 排 出 量を回 避で
きる。

 — 需要側の施策奨励と循環性の底上げ： 
直交集成板 (CLT) の導入により、セメ
ント需要の10%を置き換えることがで
きる。また、プラスチックのリサイクル
拡大によりバージン・プラスチックの

需要を10% 減らし、エチレン生産の必
要性を軽減できる。これらの対策によ
り、年間でさらに10MtCO2e の節減が
可能となる。

他の先進国と比べ、日本の産業部門にお
ける脱炭素化シナリオでは、発熱と電化プ
ロセスの果たす役割が比較的少ない。電
気ボイラーと炉は現在でも利用可能であり、
一部の工場ではすでにエネルギー効率に
優れた電気ヒートポンプを導入している。
しかし電化のコスト効果が高くなるのは、
ヒートポンプや電気アーク炉など他のゼロ
エミッションソリューションと比較した場合
に限られる。こうしたプロセスでは莫大な
エネルギー生成や原料効率の向上を同時
に実現できるからである。日本の電気料
金をめぐる予測を踏まえると、中 - 高温の
発熱のみに使用する電気ボイラーや炉で
は、電化の効果が低下する。

電気ヒートポンプは、低温プロセスの代
替施策として期待できる。これは、比較的
省コストで設置できることに加え、熱生成
にかかるエネルギー効率を3倍に高めるこ
とができるためである。現在の産業用電
気ヒートポンプは140°Cまでしか加熱でき
ないが、進行中の研究開発ではこれを200
°Cまで上げることを目指している35。

電気ボイラーと炉は、いずれも大幅に高
い温度まで到達でき(それぞれ最高400°C
と1,000°C)、他の産業分野ではわずかで
はあるものの、産業部門では主に鉄鋼製
造で使用されている。日本の再生可能エ
ネルギーによる電力供給は全体の60% が
限界となるため、電力部門は代わりに水
素とアンモニアを使用して発電しなければ
ならず、これが電気料金の引き上げにつ
ながってしまう。日本の産業では、水素ボ
イラーと炉へのダイレクトな切り替えの方
が、水素から生成した電気を使用するより
もエネルギー効率もコスト効果も優れて
いる。

鉄鋼セグメントでは、スクラップ鋼を電気
アーク炉で処理することが可能で、これに
より原料コストと必要なエネルギー量が大
幅に減少する。結論として、このタイプの
電化は、電気コストはかさむものの水素
や CCUSといった代替ソリューションに対
抗できるコスト競争力がある。

水素を代替原料として、化石燃料の高温
熱プロセスで使用することにより、日本の
産業部門の脱炭素化に対する大きな成果
を期待できる。しかしこれは最もコストが
かかるアプローチでもあり、限界削減費用
は約150ドル/トンとなる。ヒートポンプで
は対応できない高温熱プロセスの脱炭素
化に期待できるソリューションは水素であ
り、製鋼の還元剤として石炭に代わるゼロ
エミッション原料としても活用できる。

化学的特性が競争力の鍵となるプロセス
排出の脱炭素化で最もコスト効果が高い
のは水素である。例を挙げると、製鋼に
おけるDRI-EAFの限界削減費用は109ドル
/トンとなり、これは水素を使用する方策
では比較的安価だが、各国が導入する他
の脱炭素化手段と比較すると依然として高
コストである。

しかし加熱の脱炭素化では、水素の発熱
量の高さが強みとなる。産業用加熱の脱
炭素化で水素を使用すると平均約240-250
ドル /MWh のコストとなり決して安価とは
いえないが、日本の電気料金の高さを踏
まえると、依然として電気ボイラーや炉よ
りは割安である。コスト高であるとはいえ、
重工業部門以外では大半の工場が CCUS
を導入するほどの規模がないことを踏まえ
ると、こうした中小の現場には水素の方が
適している可能性がある。しかし小規模工
場で水素の導入を実現するには、炭素回
収技術の進歩を待たねばならない。中小
企業が産業コンソーシアムを創設し、地域
のCO2収集パイプラインシステムに予算を
投じることでCCUSの導入を実現する可能
性もある。

35 「最高200℃の加熱が可能な産業用高効率高温ヒートポンプの開発に着手」、MONOist、2020年10月6日、monoist.atmarkit.co.jp

図表 26

水素、CCUS、および電化により、産業部門から生じる排出量の半分以上は削減可能
削減量の3分の1は自然な活動レベルの低下により達成
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上位3部門の脱炭素化シナリオ
マッキンゼーのコスト最適化シナリオでは、
鉄鋼の排出量が2030年までに31% 減、
2050年までに98%減となる。これを実現す
るには以下の展開が条件となる(図表27):

 — 2050年までに、水素によるDRI-EAFが
鉄鋼生産の48%、スクラップ EAF の
35%、CCUS が稼働するガスDRI-EAF
の17%を占める。

 — 2040年までに、スクラップEAFの割合

が24% から35% に拡大する。中期的
には、鉄鋼生産の脱炭素化で EAF が
最も現実的なソリューションとなる。こ
れは水素とCCUS のインフラが未だ成
熟していないためである。スクラップ

図表 27

鉄鋼部門の脱炭素化には電化、水素、およびCCUSいずれも重要である一方、
セメント部門の脱炭素化はCCUSに依存している

鉄鋼部門の脱炭素化には電化、水素、およびCCUSいずれも重要である一方、
セメント部門の脱炭素化はCCUSに依存している。
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資料: マッキンゼー分析

供給をめぐる制約が懸念される一方で、
スクラップ鋼の世界生産は粗鋼の世界
生産の35パーセントに相当する。2050
年までには56%まで拡大することが可
能であり、すべてのスクラップ鋼を収
集して再利用できれば、スクラップEAF
が鉄鋼生産の50%以上を占めることが
可能となる36。

 — 水素 DRI-EAFは、低炭素水素のコスト
が下がる2040年以降に導入される。

 — 既存の高炉・転炉 (BF-BOF) の全容量
は、2040年までに新たに建設した水
素またはガスDRI-EAF に置き換えられ
る。EAF の総容量が拡大することを受
け、既存 EAF 容量で2050年まで運用
しつづけるか小規模な改修を行うこと
になる。

 — 微粉炭噴射の比率上昇など従来型 BF-
BOFをめぐる段階的なプロセスの変化

を受け、水素やCCUSが利用可能にな
る以前に中期的な脱炭素化の達成が
可能となる。

セメント 
我々のコスト最適化シナリオにもとづくと、
セメントからの排出量は2030年までに
21% 減、2050年までに107% 減となってお
り、その実現には以下の展開が条件とな
る( 図表27):

 — 2050年までに、セメントの全生産で
CCUSを導入する。セメント生産の排
出は希釈化した低圧 CO2フローである
ため、CCUS の導入は137ドル /トンと
比較的高コストになる。セメント業界
では炭素回収の施策をめぐる検証を
行っており、これが現時点でセメント
生産を脱炭素化する唯一の方法であ
る。例を挙げると「European Cement 
Research Academy( 欧州セメント研究

アカデミー)」が酸素燃焼炭素回収に
関する技術を開発したが、これは燃焼
プロセスで空気の代わりに純粋な酸素
を使用することで純粋な CO2フローを
得る技術である。コストの高さから、セ
メント生産にCCUS が導入されるのは
2040年以降になるだろう。セメント生
産では、バイオマスとCCUS の使用に
より負の排出を創出できる。バイオマ
スの供給には制約があるが、我々が構
築したシナリオでは、2050年までに、
バイオマスとCCUSの組み合わせがセ
メント生産の3分の1を占めるものと予
測している。

 — 人口減少による建設資材の需要減を
受け、セメント排出量が10% 減少する。
建築物部門でセメントの代わりにCLT
を使用することにより、さらに排出量
の12% 削減が可能となる。

36 「日本製鉄 カーボンニュートラル ビジョン2050」、日本製鉄、2021年3月30日

1 温室効果ガス 
2 百万二酸化炭素換算トン 
3 高炉・転炉 
4 微粉炭噴射 
5 直接還元鉄、電気炉

6 二酸化炭素回収・有効利用・貯留 
7 二酸化炭素換算トン 
8 直交集成板 
9  二酸化炭素回収・貯留
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化学製品
化学製品部門では製造プロセスの異なる
多様な製品を扱っており、それぞれに異
なる脱炭素化アプローチが必要となる。こ
こでは最大の単一製品サブ部門として、エ
チレンとアンモニア生産の2分野を取り上
げる。

マッキンゼーのコスト最適化シナリオにも
とづくと、エチレンの排出量は2030年まで
に21% 減、2050年までに92% 減となるが、
これには以下の展開が条件となる:

 — プラスチックのリサイクル拡大により、
エチレンから製造する未使用プラス
チックをめぐる需要が減少する。プラ
スチック廃棄物による汚染に対する意
識が高まり、リサイクル活動を通して
エチレン需要が少なくとも10% 減少す
る。需要減少と人口減少が相まって、
2050年までにエチレンの排出量が
32% 減少する。

 — エチレン生産の約4分の3をCCUSを備
えた従来型ナフサクラッカーで行うこと
により、2050年までに、エチレンの排
出量が50% 減少する。

 — 水素とバイオマスを使用した従来型ナ
フサクラッカーによるエチレン生産が、
2050年までに9%を占める。代替燃料

はCCUSよりも高コストとなるため、転
換は2040年代半ば以降となる。

 — バイオエタノールの脱水などの代替プ
ロセスを導入することにより、排出ゼ
ロのエチレン生成が可能になる。しか
しこうした代替案では、従来型ナフサ
クラッカーを用いて生成していた高付
加価値の化学副産物が得られないた
め、解決策としてのポテンシャルは限
定的である。

我々のコスト最適化シナリオにもとづくと、
アンモニア生産は54% 減となることが予測
され、残るアンモニア生産にはCCUSが導
入される。アンモニア生産における水蒸
気メタン改質 (SMR)プロセスでは高圧 · 高
純度 CO2フローが生成されるため、アンモ
ニア生産におけるCCUSの使用コストは他
部門よりはるかに低くなる。これが CCUS
の初期導入例のひとつとなり、炭素の輸
送と貯留インフラが利用可能になる2030
年前後から導入が始まる。

前述の脱炭素シナリオに加えて、開発中
の技術革新については、具体的なコスト
情報が不足しており、実現化のタイミング
も不確定なため、本レポートではモデル
化しなかった。しかしこうしたイノベーショ
ンが実現すれば、削減コストの一部を下
げることが可能となる。例を挙げると:

 — セメント製造におけるクリンカの一部
において、鉄鋼生産からの溶鉱炉スラ
グ、さらに石炭火力発電所からのフラ
イアッシュ等の代替原料への置き換え
が進むことにより、石灰石の加熱から
生じるクリンカ量の削減が可能となる。

 — 混合プラスチック廃棄物を原材料にま
で戻せる化学的リサイクルにより、バー
ジン・プラスチックの生産に要するエ
チレン生産量のさらなる削減が期待で
きる。燃料油の精製需要が大幅に減
少する脱炭素化した将来においては、
精製企業には、クラッキングをめぐる
専門知識を活用した新たなビジネス機
会がもたらされる可能性がある。 

 — 日本の産業部門におけるエネルギー効
率はすでに高水準であるが、廃熱のカ
スケード利用、新たな化学プロセス、
電気技術を用いた製造現場のスポット
加熱などにより、さらなる効率向上が
期待できる。

3.2.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — コモディティ価格 : 工業生産原価に占

める燃料と原料コストの割合はきわめ
て大きく、このため商品価格の推移に
よっては、経済的な観点から排出削減
方策のヒエラルキーを再編成すること
になる可能性がある。例を挙げると、
我々のコスト最適化シナリオでは、電
気料金の高さを理由に電気ボイラーや
炉は水素ボイラーより高コストとして
いる。しかし日本国内で再生可能エネ
ルギーがさらに普及し、これに伴いコ
ストが低下すれば、電気ボイラーや炉
が、それまで以上に重要な役割を担う
ことも考えられる。

 — 炭素貯留をめぐる安全性に関する国
民の懸念 : 地下に CO2を貯留すること
に関するリスクは一般に広く認識され
ている。このため、CCS のポテンシャ
ルが十分に発揮されない可能性があ
る。この抵抗感ゆえに日本の炭素貯留
量が大幅に減ることがあるならば、産
業部門の各企業は、炭素の利用や回
収した炭素を第三国に輸送して貯留す
るといった別のオプションを検討せね
ばならなくなる。

成功に導く主な要因
 — 脱炭素をめぐる投資に対するインセン

ティブ政策 : 産業部門の企業では脱炭
素化の取り組みによるコスト増が生じ
る。このため政府や関係者が、こうし
た取り組みにかかる投資にインセン
ティブを提供し、公平な競争を支援す
る必要がある。インセンティブには、民
間市場から企業が一定の収益を得るこ
とができる炭素取引制度や、税制上の
長期優遇措置、さらに初期コストをめ
ぐる資金調達のアクセス優遇などが挙
げられる。さらに、脱炭素化に予算を
投じる国内企業が高排出量の輸入製
品によって不利を被ることがないよう、
貿易規制が必要になる場合もあるだ
ろう。

 — 研究開発資金をめぐる長期コミットメ
ント: 水素や CCUSといった産業部門
の企業向け排出削減技術の多くは未
成熟であり、一企業による取り組みの
限界を超えた莫大な研究開発予算を

必要とする。このため、多くの不確定
要因を抱えながらも、各企業では、自
社が注力する技術をめぐり戦略的な決
定を下し、共同研究開発に着手するた
めに業界パートナーシップを構築する
必要がある。また政府が長期的な支
援の仕組みを明確にすることにより、研
究開発投資を奨励することもできる。

 — 製品の切り替えと循環性に関する規制
強化 : 産業部門を脱炭素化する最も効
率的な施策のひとつは、現在の原材
料を再生可能またはリサイクルした材
料に切り替えることである。具体的に
は、建築物のコンクリートの代わりに
CLTを、バージン・プラスチックの代
わりにリサイクルプラスチックを使用す
るといった取り組みが挙げられる。こ
うした変革を実現するためには、政府
による規制に原料切り替えを盛り込む、
建築基準法を強化する、CLTの義務化
やプラスチックの強制的なリサイクル
目標を設定するといった施策が必要で
ある。

3.2.4  主な課題と機会 

主な課題
 — 技術の成熟度 : CCUS 技術、高温熱電

気加熱、および水素 DRI 技術は、いず
れも大規模な導入が可能な段階に
至っていない。

 — インフラとエコシステムの成熟度 : 回収
した炭素を貯留場まで運び、さらに低
炭素水素を工場まで輸送するには、タ
ンカー、パイプライン、トラック向け
に新たなロジスティクスインフラを構
築しておく必要がある。

 — 日本製品の競争力 : 発電に低炭素水
素を使用し、国内生産より高いコスト
で水素を輸入する必要があることから、
日本の製造メーカーは、脱炭素化コス
トの低い国と競合する場合、不利にな
る可能性がある。産業部門の競争力
を維持するため、日本企業は、エネ
ルギー強度が低く、高付加価値で、技
術的に高度な専門知識を要するバ
リューチェーンのセグメントにおける
差別化を追求すべきである。

 — 政策の実現可能性 : 国内メーカー間、
さらに国内と海外メーカー間の公平な
競争環境を維持するため、炭素価格

の設定と国境炭素調整税の導入が必
要になることも考えられる。しかしこう
した介入は政治的に難しく、実現に向
けた交渉にも時間がかかることが予想
される。特に国境調整税は二国間ある
いは多国間の協定に加え、世界貿易
機関による既存の法的枠組みの改訂
を要する。

主な機会
 — グリーン製品をめぐる需要の高まり: 高

品質のグリーンスチール、炭素硬化コ
ンクリート、グリーンケミカルなど環境
配慮型の製品をめぐる国内および輸出
需要の増加により、国内メーカーが、
新たな差別化の機会を通して利益と収
益を拡大する機会を得ることが可能と
なる。

 — 新たな収入源 : 原料としての回収炭素
販売、グリーン製品製造に関する技術
移転、大規模導入による水素インフラ
の輸出、合成燃料の生産、水素ステー
ションの運用などを通して新たな収入
源の創出が可能となる。

 — テクノロジーのリーダーシップ: 炭素リ
サイクルサプライチェーン、政府支援
による研究開発エコシステム、さらに
多種多様な水素技術のアプリケーショ
ンをめぐる開発での高い競争力と先行
者利益を確立すれば、日本企業が競
争優位性を獲得し、技術輸出の機会
を得ることが可能となる。
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3.3　運輸部門

運輸部門のシナリオ概要
運輸部門は、電気乗用車、カーボンニュートラル・トラック輸送、海運および航空部門における
バイオ・合成燃料の導入促進により、2050年までに排出量97％減を達成可能。

乗用車販売
総走行距離に占める割合（％）

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <29A> of <xx>

2017 2030 2050

BEV/FCEV1 0 90 100

HEV/PHEV2 14 0 0

乗用車輸送の内訳
総走行距離に占める割合（％）

BEV/FCEV1

HEV/PHEV2

2017 2020 2030 2040 2050
0

20

40

100

60

80

2025 2035 2045

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <29B> of <xx>

トラック輸送の内訳
 総走行距離に占める割合（％）

2017

100

2030

100

2050

100
ICE3

BEV/FCEV1

66

34

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <29C> of <xx>

図表 28

運輸部門のシナリオ概要
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運輸部門から生じる排出量の85％を乗用車とトラックが占めている。

注: 端数は四捨五入のため必ずしも合計が100にならない。
1土地利用、土地利用変化および林業（LULUCF）から得る58 MtCO2の負の排出量を除く
2百万二酸化炭素換算トン
 資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <30> of <xx>

部門別の排出量1、2017年、 MtCO2e 2、%

運輸サブ部門別の
排出量
2017年、%

電力

100% = 1,288

37 17 10 4

100% = 210

乗用車

国内 航空輸送
トラック

国内 海上輸送
バス

50

35

6
4 3

鉄道
その他運送

2

産業

36

建築物運輸 農業

2017

0

2030

33

2050

海運および航空のバイオ燃料と
合成燃料、MBOE4

281

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <29D> of <xx>

3.3.1. 現在の運輸部門の排出量
2017年、日本の運輸部門から発生した排
出量は210MtCO2eとなり、国内総排出量の
16%を占めた。排出量の85%は道路輸送

（50%は乗用車、35%はトラック）から生じ
ており、残る排出源は航空(6%)、鉄道(5%)、
海運業界(4%)となっている(図表29)。

 直近の動向をみれば、脱炭素化の取り組
みを実行しない限り、日本の運輸排出削
減はわずかな成果にとどまるか、2050年
まで同水準で推移することが予測できる。
2010年から2018年にかけて、日本全体の
旅客移動キロ数は年間1.4% 増加した。グ
ローバリゼーションとEコマースがさらに

進む中、国際 · 国内ロジスティクスをめぐ
る需要も拡大していくものと思われ、この
部門のカーボンフットプリントもさらに増
加することが予測される。しかし一方で、
日本の人口減少が、こうした排出拡大要
因を相殺することも予想できる。

運輸部門では、排出量の約半分を電化により削減。

国内輸送の排出削減（施策別）、2017年-2050年、MtCO2e1

施策概要

排出削減のシェア （%）

各施策は多様な方法で組み合わせ可能。最善のコスト最適化シナリオは不確実

車、都市圏以外
のトラック、都市
圏のバスの電化

燃料電池自動車
 （主に長距離トラッ
クとバス用途）

航空と海運の代替
燃料（バイオおよび
合成）使用

車両とエンジンの設計、
オペレーション効率の
向上; 行動変容と人口
減少による需要の低下

45 21 5 29

2017 電化 燃料電池自動車 代替燃料 全般 2050

210 93

43

11 59

4

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <31> of <xx>

資料: マッキンゼー分析

3.3.2  ネットゼロへの道のりにおける
運輸部門の役割
日本がネットゼロを達成するためには、
2030年までに運輸排出量を少なくとも
32% 削減し、2050年までにさらに66% 削
減する必要がある。この変化率は、現状
水準からの大幅な引き上げを意味する。こ
の削減目標を達成するには、主に4つの方
策が必要となる( 図表30):

 — 都市圏のバス、都市圏以外のトラック
の電気自動車への切り替え: 自動車、ト
ラック、バスの32%をバッテリー充電
式車両に移行すれば、2030年までに
排出量が20% 減少するだろう。 

 — 長距離車両への水素使用 : 化石燃料
駆動によるすべての長距離トラックと
バスをFCEVに切り替えることで、2050
年までに排出量が21% 減少するだろう。

 — 航空 · 海運業界における代替燃料の使
用とエネルギー効率の向上 : 飛行機と
船舶でバイオ燃料や合成燃料への切

り替えを行えば、2050年までに両業界
の排出量が52% 減少し、運輸部門全
体の排出量も5% 削減できるだろう。
航空機のエネルギー効率を高める設
計および技術進歩が実現すれば、さら
なる排出削減も可能となる。

 — 消費行動の変革 : 内燃機関 (ICE)自動
車の使用禁止、渋滞料金の導入、ス
マート·パーキングソリューションといっ
た施策に加え、公共交通機関の利用
促進により、2050年までに運輸排出
量の28% 削減が可能となるだろう。

排出削減に向け最終的に用いるソリュー
ション構成は、技術の成熟度や導入しや
すさ、スケジュール、コスト次第となる。

電気自動車、市内バス、都市 · 地域ト
ラックへの切り替え
2030年の排出削減目標を達成するため、
この年までに国内で新たに販売する自動
車、トラック、バスの90%をBEVに移行す
る必要がある。電動自動車の導入を加速

するには、BEVの総所有コスト(TCO)をICE
より下げねばならないが、これは2020年
代後半に実現するものと考えられる。バッ
テリー価格は低下しつづけるものと思われ、
2050年までには、BEV 所有が従来型自動
車の所有より年間700ドル程度コスト安と
なるだろう。さらにすべてのBEVがバッテ
リー充電にグリーン電力を使用するように
なれば、いずれ車両排出量がゼロになる。

自動車業界が電動車バリューチェーンに移
行することを受け、バッテリーの生産量拡
大と新たなインフラ整備が必要になる。こ
のため、向こう10年間、自動車業界の脱
炭素化ではハイブリッド乗用車が重要な
役割を果たすだろう。しかし2025年まで
にはBEVの総所有コストがハイブリッド車
より低くなることが予測されることから、新
車販売で早期にBEVへの切り替えを行うこ
とにより、日本の脱炭素化コストを最低水
準に維持することができる。

1 バッテリー電気自動車、燃料電池自動車 
2 ハイブリッド電気自動車、プラグインハイブリッド電気自動車 
3 内燃機関自動車 
4 百万石油換算トン 
資料: マッキンゼー分析

図表 28 (continued)

図表 29

運輸部門から生じる排出量の85％を乗用車とトラックが占めている

図表 30

運輸部門では、排出量の約半分を電化により削減

7170 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



長距離車両に水素を使用

長距離トラックとバスの脱炭素化では、
FCEVへの切り替えが現時点で最善のオプ
ションである。FCEV の燃料補給時間は
BEVより短くエネルギー密度も高いため、
長距離車両に適した車両といえる。また
2035年までには、FCEVのTCOがICEと同
水準になることが予想される。FCEV は水
素駆動であるため、水素のポンプ価格を
大幅に下げ、迅速な導入を実現しなけれ
ばならない。
FCEV の販売率は現在のところごくわずか
にとどまっているが、2030年の排出削減
目標を達成するには、2050年までに、新
たに販売する大型トラックの94%をFCEV
にする必要がある。この市場シェアを達成
できれば、運輸部門の排出量が21% 減少
する。

FCEVは、低炭素水素で稼働させる限り、水
蒸気と熱以外を排出しない。しかし、日本
の再生可能エネルギー容量には限界があ
り、その普及率も発電総量の60% が限界
となる。その主な理由として、地形と地質
学的な制約に加え、地域内に風力 · 太陽光
発電施設を建設することに対するコミュニ
ティの抵抗が挙げられる( 詳細は3.1.2を参
照 )。

道路を走る全車両がバッテリー駆動になっ
た時点で、日本は低炭素水素を輸入し、拡
大する電力需要を賄わねばならなくなる。
この移行に向けて国内の準備が進む中、日
本は、水素を直接燃料として使用する
FCEV 乗用車の開発に注力するか、あるい
はブルーまたはグリーンの水素を用いて
発電した電気で駆動するBEV に焦点を当
てるかの選択を迫られることになるだろう。

「グリーン」の水素は、ゼロエミッション
電気を用いて水を電気分解することにより
生成し、そのコストは主に電解槽の設備
コストとゼロエミッション電気の運用コス
トにより決まる。「ブルー」の水素は、一
般的にSMRを用いて天然ガスから生成し、
CCUS によりCO2 の排出量を軽減すること
になる。FCEV 乗用車の開発は BEVよりコ
ストがかかるが、効率面でより優れている。
なぜなら、水素を燃焼してBEV の運転に
必要な電力を生成する場合、そのエネル
ギー効率は45% にとどまり、FCEVで水素
を直接燃料として用いる際の60%より低く
なるからだ。

FCEVとBEV のいずれも多様な課題を抱え
ている。水素を用いると発電効率が悪く、
このためすでにコスト高の水素をさらに輸
入する必要が生じてくる。ただしBEVはす
でに消費者の支持を得ており、世界16の
自動車メーカーが市場シェアの57%を占め
ている現状がある。各メーカーはBEVこそ
業界の未来を担うものと考えており、ICE
販売を段階的に廃止する目標日程も公表
済みである。FCEV 乗用車をめぐるコスト
は、時間の経過とともに大幅に低下してい
くだろう。しかし2050年時点では、BEVの
所有より依然として10% のコスト高にとど
まっている可能性が高い。

さらに乗用車カテゴリーにおけるFCEV へ
の切り替えは、長距離トラックやバス向け
インフラ以上に高密度な水素ステーション
のネットワークが必要になる。FCEV の走
行距離は比較的長いものの、大都市では
住宅地や商業地域の近辺に水素燃料補給
ステーションを建設する必要がある。既存
の燃料ステーションを改造することも可能
だが、水素を輸送するため最低でもパイ
プラインの建設や改修を行わねばならない。

補助金や多様なインセンティブ制度を活用
し、FCEV の TCO が BEVと同水準になるよ
う促すことも考えられる。しかしこうしたイ
ンセンティブが給油インフラの開発と選択
可能な FCEVモデルのラインナップ拡大に
つながらない限り、消費者は利便性と選
択肢の広さを理由に依然としてBEVを選ぶ
だろう。いずれにしても、BEVとFCEV の
普及を同時に進めることは困難である。各
国の自動車メーカーでは、米国と中国の
消費者需要をきっかけに製品イノベーショ
ンが生まれる傾向があり、さらに米国と中
国は再生可能エネルギーをめぐり日本のよ
うな制約を抱えていないことから、FCEV
に有利なインセンティブを導入する動機も
存在しない。

燃料電池乗用車のポテンシャル
TCO が BEVと同水準になる2050年頃にな
ると、FCEVが市場に登場しはじめるだろう。

 — FCEV の開発を加速すれば、限界削減
費用が上昇する。2050年までにFCEV
が保有車両の30%を占めるシナリオで
は、運輸部門の限界削減費用が47%
増加し、-62ドル /トンから-33ドル /ト
ンに、経済全体の限界削減費用も11%
増加して46ドル /トンになる可能性が

ある。

しかし、FCEV への切り替えがコスト高と
なっても路上のBEV 台数が減少すれば、電
力の切り替えコストを建築物や産業など他
の電化に割り当てられる。

航空および海運業界の代替燃料

航空
日本の運輸排出量に占める国内航空の割
合はわずか6% に過ぎないが、削減が最
も困難なのもこの部門からの排出量であ
る。製品寿命が長くイノベーションサイク
ルが長い航空機に関しては新たな技術導
入が遅れる傾向があり、さらに2050年ま
でジェット燃料に使われることが予測され
る化石燃料であるケロシンと比較して、代
替燃料のコスト競争力が上回る可能性は
低い。問題をさらに複雑化させる要素とし
て、2030年までに飛行機を使う旅行が
34% 増加することが予測される。

たとえ日本が航空機のネットゼロを義務付
けたとしても、各国の航空企業が代替燃
料ベースの航空機への切り替えに踏み切
るには市場規模が小さすぎる。航空業界
の排出削減を促すには、国際条約に加え、
国際民間航空機関 (ICAO) や国際航空運
送協会 (IATA)といった業界団体を通じた
取り組みが求められる。

このため当面の間、日本では、国内旅行
をめぐる排出目標を策定するとともに、航
空機のエネルギー効率の向上に加え、バ
イオ燃料をめぐる開発に注力していくべき
である。また中期的には、短距離航空に
バッテリーや燃料電池を導入することも考
えられる。大型航空機では、水素タービ
ンや直接水素推進が技術的な面からみて
実現可能だが、開発と導入拡大には相当
の時間がかかることが予想される。さらに
最長距離の航空機については、引き続き
高度バイオ燃料と合成燃料が使用される
予測だが、これらは双方を合わせても航
空業界の現在の燃料使用量の0.1% に満
たない。

燃料の切り替えにより航空部門のCO2排出
をゼロにすることは可能だが、炭素と同じ
く地球温暖化の原因となっている亜酸化窒
素ガスや水蒸気、飛行機雲からの排出削
減にはつながらない。バイオ燃料と合成
燃料への切り替えにより、総合的な気候イ
ンパクトは36-60% 減少するが38、ここでは、

気候インパクトを50-75% 削減できる水素
タービンへの切り替えがさらに望ましい。
これに加えて水素燃料電池を導入すれば、
気候インパクトを75-90% 回避することが
可能となる。

海運
近年、海運業界はエネルギー効率の大幅
な改善を実現しており、現在では10年前
に販売されていた船舶に比べ燃料効率も
向上している。国際海事機関 (IMO)では、
2050年までに2008年比で排出50% 減とい
う業界目標を掲げており、さらに船舶によ
る大気汚染を軽減するため、燃料の硫黄
含有量に上限を設ける規制も導入して
いる。

IMOの削減目標とネットゼロを達成するた
め、日本の海運業界は、エネルギー効率
の向上を目指しながら、同時に新たな技
術と燃料の導入を促進していかねばなら
ない。推進力や船体設計といった船舶を
めぐる技術を強化し、速度制限やジャスト
インタイムの着荷など運用面での改善が
実現すれば、2030年までにエネルギー効
率を35% 高めることが可能となる。しかし
燃料電池など推進力に関する新技術や高
度バイオ燃料 · 合成燃料などの導入はコス
トがかさむ可能性があり、100-300ドル/ト
ンの限界削減費用が追加で生じるものと
予測される。

最大規模の外洋貨物船から短距離フェ
リーに至るまで、船舶の排出削減には多
様な施策が必要である。短期的にみると、
大幅な設備変更が必要ない大型船舶には、
混合高度バイオ燃料を使用できるだろう。

いずれ水素ベースの燃料価格が手頃にな
れば、大型船舶ではさらに、純粋水素、合
成マリンガスオイル (MGO)、アンモニア、
メタノールといった代替燃料源の活用にも
着手できるはずである。実用規模でみる
と、2030年から2040年の間には、水素
ベースの燃料が先進バイオ燃料とコスト面
で競合するようになるだろう。

3.3.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — 石油価格の大幅な下落 : これにより、

BEV の TCO が ICEと同水準まで下がる

時期が遅れる可能性がある。また電気
料金の値上げも同様の影響を及ぼす。

 — バッテリー価格の急激な低下 : バッテ
リー価格の低下に関する現在の予測
は2030年までに60% 減となっているが、
もし価格が70% 低下すると、長距離ト
ラックでは BEV の価格が FCEVを下回
ることになる。同様に、高密度バッテ
リー化学やバッテリー寿命の延長と
いった技術イノベーションが実現すれ
ば、長距離トラックとバスで、BEV が
よりコスト安のオプションとなる。

 — 水素、燃料電池、水素タンク価格の急
速な低下 : これにより価格面の競争力
でFCEVがBEVを上回ることになるだろ
う。もし水素の小売価格が2050年まで
に84% 低下した場合、地域内トラック
とバスで FCEV が最も低コストのオプ
ションになることもあり得る。

 — 技術の進化と燃料価格の推移 : 先進バ
イオ燃料の価格が長期にわたり低下し
ない場合には、2030年代前半までに
航空および海運業界の脱炭素化を達
成する上で、アンモニアなど水素ベー
スの燃料が最も低コストのオプション
となる可能性がある。さらに、2040年
までに合成燃料の価格が80% 以上下
がれば、合成ケロシンとマリンガスオ
イルがバイオ燃料以上に低コストにな
ることもあり得る。

 — サービスとしてのモビリティ(MaaS) の
早期導入 : 厳格な規制を理由に日本
ではライドシェアリング ( 相乗り) が一
般化しにくいが、規制緩和により相乗
りが広く浸透しはじめれば、乗用車の
排出減少が期待できる。自律型電気
自動車のシャトルサービスも移行コス
トの削減に貢献するものと思われるが、
結果的に公共交通機関よりライドシェ
アリングを利用する人が増え、これが
排出量の増加につながるリスクもある。

 — 顧客嗜好の変化 : 政府によるインセン
ティブの導入を待つまでもなく、BEV
に対する国民の関心が高まれば BEV
導入が加速する可能性もある。たとえ
ば、新型コロナの流行期間中には、
BEV 販売台数が従来型 ICEより高い回
復力をみせており、消費者嗜好が変化

しつつあることを示している。

 — 自家用の非電気自動車をめぐる技術進
歩 : ルーティングの効率を向上させ、渋
滞時のアイドリングを減らすことも、二
酸化炭素の排出削減に貢献するだろ
う。また高度アナリティクスを活用した
交通 · 駐車事情の管理も排出削減への
効果を期待できる。さらに現在、移行
期間中に合成燃料を非電気自動車に
使用する技術についても研究が進んで
いる。

成功に導く主な要因
 — 意欲的な政策支援 : コスト最適化シナ

リオは、規制当局が設定するゼロエ
ミッション技術と燃料の導入をめぐる
目標により大きく左右される。BEV、ト
ラック、バスを早期に導入するには、
現在の施策を上回る意欲的な目標と
その他の規制による支援が必要である。
日本政府は、最も運転頻度の高い部
門を対象に BEV 導入を奨励する施策
を講じるべきだろう。旧型 ICEを廃車
にしてBEVに買い換える、公共交通機
関とライドシェアリングの利用を促進
するといった取り組みに向けたインセ
ンティブの整備も重要である。

 — 再 生 可 能 な 発 電 の 大 規 模 な 導 入 : 
BEV・FCEV の大規模な普及を支える
には、2050年までに最低でも年間
190TWh の電力が必要になるだろう。
また水素のコスト競争力の向上は、低
コストの再生可能電力の供給量に大き
く依存することになる。

 — BEVと燃料電池インフラの大規模な整
備 : BEV への切り替えには、BEV 充電
の密度、速度、相互運用性を強化し
た新たな充電・給油ステーションが必
要になる。また FCEV の利用を実現す
るには、トラックとパイプラインによる
水素配送ネットワークを整備し、水素
ガスと液化水素を日本全土に輸送しな
ければならない。

 — BEV·FCEVバリューチェーンへの大規模
投資 : ゼロエミッション自動車への移
行には、自動車製造の再構築と新た
なリサイクル施設の建設が必要になる。
2030年までにバッテリー生産能力を年

38 “Clean skies for tomorrow,” 世界経済フォーラムとマッキンゼー・アンド・カンパニーによる共同レポート、2020年11月14日、p.14、McKinsey.com

7372 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



間185GWhまで拡大するには、バッテ
リー原料となるリチウム、ニッケル、コ
バルトの供給量を増やさねばならない。
生産企業では、新たな鉱山の開発を
支援できる価格と時間軸でオフテイク
契約を結ぶ必要がある。電池化学の
継続的なイノベーションに加え、リサ
イクルのさらなる促進も、こうした原
料金属の不足をめぐるリスク軽減に役
立つことが期待できる。

 — 代替燃料と新技術をめぐる投資 : 拡大
する需要を満たすには、原料収集イン
フラ、ゼロエミッション電力供給、生
産 · 貯蔵施設、輸送インフラをめぐる
設備投資が必要になる。さらに新たな
パワートレイン技術や港湾 · 空港インフ
ラの整備に向けた支出も求められる。
政策立案者は、カーボンプライシング
の改善とインセンティブの強化を通し
てこうした設備投資への意欲を高め、

航空 · 海運業界の企業が投資に対する
公正な利益を獲得できる環境を整備
するとともに、各種機器や燃料供給イ
ンフラをめぐる研究開発を奨励すべき
である。

3.3.4  主な課題と機会

主な課題 

陸上輸送 :
 — 技術の成熟とコストパリティ: TCOをICE

車両と同水準まで下げることが、BEV
および FCEV 導入の鍵となる。

 — インフラ整備とエコシステム: BEV およ
びFCEVの導入と並行して充電 · 水素ス
テーションのネットワークを整備する必
要がある。日本では再生可能エネル
ギーの供給量に限界があるため、運
輸 部 門を脱 炭 素 化 するに は BEVと
FCEV 乗用車の組み合わせが必要にな

る。このため2種類のインフラを整備
し、水素ステーションの緊密なネット
ワークを構築する必要がある。

 — 原材料の可用性と生産能力 : EV 普及
率を必要な水準まで高めるには、バッ
テリーの生産能力を、2030年までに
2020年比で10倍に拡大せねばならな
い。これには、レアメタルなど原材料
の確保はもとより、需要に対応できる
生産能力の拡張が必要になる。このた
め、海外の金属資源への投資に加え、
輸出各国との貿易関係を構築しておく
ことが重要である。またバッテリー製
造の設備や労働力への投資も不可欠
となる。しかしバッテリーの生産量を
拡大するために必要な迅速かつ大幅
な進展には困難が伴う。

 — 規制環境 : 日本の自動車に対する需要
は国内より米国や欧州連合、中国で高
く、このため輸出先の国のネットゼロ

政策が日本の自動車メーカーの戦略
に影響を与えている。現時点で、日本
政府は EV への切り替えに対して限定
的なインセンティブしか提供しておら
ず、長距離トラックとバスのFCEVへの
移行に対するインセンティブは皆無で
ある。また ICE の使用禁止を支援する
施策もほぼ存在しない。

 — 社会と市場の圧力 : 日本の全人口の
10%以上が、自動車産業に従事してい
る。EVへの移行により、スペア部品や
メンテナンスをめぐる需要が減る一方、
販売モデルの変化を受け、従業員向
けに大規模な再研修や異動の必要が
生じ、これが国民の反発につながるリ
スクがある。日本における運輸部門の
脱炭素化にFCEV 乗用車が必要になっ
ても、各国の自動車メーカーが他市場
での EV に対する需要増への対応に焦
点を絞っている限り、選択できるFCEV
モデルの幅に制約が生じる可能性も
ある。

航空および海運 :
 — 技術の成熟とコストパリティ: 合成燃料

の大規模生産には炭素が必要だが、

炭素の供給量は、2040年を目指し炭
素回収技術がさらに普及するまでは限
定的であろう。また、航空 · 海運部門
で持続可能な燃料の普及を促す取り
組みも、新たな燃料が従来型よりコス
ト高となることから困難だろう。ジェッ
ト燃料や重油と同等の TCOを実現す
るには、燃料の切り替えを奨励する規
制を世界規模で導入する必要がある。

 — インフラ整備とエコシステム: 日本政府
が航空業界の脱炭素化を義務付けて
も、世界からみれば日本市場の規模
は比較的小さく、このためボーイング
やエアバスといった大手国際企業に低
排出 · 代替燃料による航空機の開発を
動機付けるには至らないだろう。こう
した規制義務は、米国や欧州連合な
ど大規模な市場に限って効果を発揮
する。

 — 規制環境 : 海運業界の重油をLNG に
置き換えるというIMOの現行の施策に
より、この部門はすでに排出削減に向
け大きな一歩を踏み出している。しか
しIMOが義務化を行わない限り、この
部門でも再生可能燃料の導入拡大が
なかなか進まない可能性がある。

主な機会
 — 電気自動車販売の伸び : 日本国内の

すべての乗用車とトラックを脱炭素化
した技術 (BEVとFCEV)に切り替えれば、
この国の自動車産業には莫大なメリッ
トがもたらされるだろう。

 — 新たな収入源 : EV の導入が拡大すれ
ば、自動車メーカーは新たな製品ライ
ンの拡張に着手できる。具体的には、
車両用バッテリー、ソフトウェア、コネ
クテッドカー向けインフラなどが挙げ
られる。さらにアナリティクスを活用し
たルーティングの効率化、駐車管理、
倉庫容量計画などにより、企業が新た
な収入源を活かしてコスト効果を高め、
排出量を削減する機会も生まれるだ
ろう。

 — グリーンブランディングを通じた収益性
の強化 : 環境保護の取り組みやグリー
ン製品に対する消費者の志向の高まり
を受け、自動車メーカーでは、ブラン
ドの強化や価格の引き上げに踏み切る
ことも可能になるだろう。
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建築物部門のシナリオ概要
建築物部門は、建物の断熱性向上、低炭素型の暖房と調理技術への切り替えにより、2050年までに
排出量98％減を達成可能

ゼロエミッション加熱を備えた建物1
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建築物部門における気体燃料2  
総使用率（％）
2017年水準を100%
として指数化
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3.4.1  現在の建築物部門の排出量
2017年、日本の建築物部門から発生した
排出量は129MtCO2eとなり、国内総排出
量の10%を占めた。このうち82% が暖房
から、12%が調理から発生している( 図表
32)。排出量の半分強が住宅、残りが商業
施設からのものとなっている。

ガス供給網に接続されていない農村部で
は、暖房は石油に頼っている家庭が多い。
これに対し、ガス供給網を利用できる地
域では、一部の世帯に限り、コストやそ
の他の理由で石油を選択している。北海
道、東北、北陸では、30-60% の世帯が
暖房と調理に灯油を使用している。一方、
関東、東海、近畿といった都市部では、家
庭用の暖房と調理にガスを使用している。
日本全体では、建築物排出量の62%が石
油暖房から、20%がガス暖房から、9%が

ガス調理から、3% が石油調理から、6%
がその他から排出されている。

過去10年にわたり、建築設備の効率向上
と人口の減少に伴う居住者数の減少を受
け、建築物からの排出量は縮小傾向にあ
り、今後もこの推移が続くものと予測され
る39。一方で、日本の建築物の65% 以上
では断熱効率が未だ不十分であり、壁や
屋根、床、窓などからの熱放出により建
築物のエネルギー効率が低下している。

2020年に改訂された日本の省エネ基準で
は、中 · 大規模の業務用建築物のみを対
象として一定の断熱水準を義務化しており、
この水準は各地域の地理的条件により異
なる40。たとえば、北海道で求められる断
熱水準は、関東など南部地域の2倍に定
められている41。その一方、日本北部は
ヨーロッパ各国より低温であるにも関わら

ず、断熱要件についてはドイツやデンマー
ク、英国などの方が厳格である42。

住宅の場合、断熱効率の推奨基準を定め
る省エネ基準は地域ごとに異なり、義務
化もされていない。このため、日本の住
宅で基準を満たすものは62%にとどまって
いる43。また大型の住宅ほど断熱効率が
低く、これは持ち家ではなく賃貸物件が大
半を占めるためだと思われる。

3.4.2  ネットゼロへの道のりにおける
建築物部門の役割
2050年までに国内のネットゼロを達成す
るため、日本の建築物部門は2017年比で
2030年までに排出量を55% 減 ( 年間71 
MtCO2e)、さらに2050年までには98% 減
( 年間125 MtCO2e)とする必要がある。こ
の目標は、建築物の断熱性能を向上して
エネルギー需要を減らすとともに、暖房と

39 温室効果ガスインベントリオフィス、国立環境研究所、nies.go.jp/gio/archive/nirdata/2021.html41 “Japan aims to supercharge interregional power grid,” 日経国際版 (Nikkei 
     Asia)、2021年4月15日、asia.nikkei.com
40 「建築物省エネ法」、国土交通省、2021年6月1日更新、www.mlit.go.jp
41 「省エネ基準の概要」、国土交通省、www.mlit.go.jp
42 「海外における省エネ規制 · 基準の動向」、野村総合研究所、2018年2月16日、ibec.or.jp
43 「建築物省エネ法の改正概要と今後のスケジュール等について」、国土交通省 住宅局住宅生産課 建築環境企画室

44 “Japan aims to supercharge interregional power grid,” 日経国際版 (Nikkei Asia)、2021年4月15日、asia.nikkei.com

調理に要する残りのエネルギーを再生可
能技術に切り替えることで達成できるだ
ろう。

建築物の断熱性向上
排出削減目標を達成するには、既存の商
業施設や住宅の56%に2030年を期限とし
て中 · 高水準の断熱設備を導入し、さらに
2050年までには93%への導入を目指す必
要がある。しかし、中 · 高水準の断熱機能
を備えた日本の商業施設や住宅は2017年
時点で33%にとどまっている。目標達成の
ためには、新たに建設する建築物の断熱
に焦点を絞るべきだろう。これは、日本の
建築物の平均耐用年数が比較的短く、断
熱材の強化にかかるコストが初期投資の
約3倍となるためである44。さらに、改修
を要する建築物で断熱機能の強化を行う
か否かの決定は、その改修により残りの
耐用年数で期待できる省エネポテンシャ
ルの程度により判断すべきだろう。

窓の断熱機能を強化することもきわめて重
要である。日本では、建築物で発生する
熱損失の半分以上が窓からの放出による。
日本の窓サッシに広く使用されるアルミニ
ウムの熱伝導率は、英国、ドイツ、米国、
韓国などで普及している樹脂や木材といっ
た他の材料よりはるかに高い。

暖房 · 調理用ゼロエミッション技術へ
の切り替え

暖房
暖房から生じる排出を脱炭素化するには、
以下のような熱源を組み合わせた暖房シ
ステムに切り替える必要がある( 図表33):

 — 2030年までに、暖房の53%をヒート
ポンプで行い、2050年までには61%
に拡大する。(2017年の導入率は33%)。

 — 2030年以前にバイオガスおよび水素
ボイラーが導入される可能性は低いが、

2050年までには暖房構成の30%を占
めることも可能だろう。

 — 暖房システムにおける太陽熱の利用は、
2017年水準の1% から2030年までに
8%まで拡大し、それ以降は同水準を
維持すべきである。

上記の施策により、建築物の排出量は
2030年までに年間71MtCO2e 減、2050年
までには年間125 MtCO2e 減となるだろう。

その他の建築に導入されるエネルギーシ
ステムは、地域、建物の種類、建物の密
度、エネルギー資源の入手しやすさなど
により判断すべきである。たとえば、Air 
To Water（ATW）ヒートポンプは比較的
温暖な地域では効果が高いが、屋外設置
スペースが限られる高層ビルへの導入に
は制約がある。一方、太陽熱エネルギー
は、屋上にオープンスペースを確保しや
すい地方や農村部に導入しやすい。

建築物部門から生じる排出量の大半は、暖房用の石油とガス由来。

1土地利用、土地利用変化および林業（LULUCF）から得る58MtCO2eの負の排出量を除く
2百万二酸化炭素換算トン
 資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書

部門別の排出量1、2017年、MtCO2e2、%

建築物部門の排出量2017年Mt-
CO2e2、 %

電力 建築物運輸 農業

100% = 1,288

100% = 129

石油ボイラー

ガス調理
ガスボイラー

石油調理
その他62

20

9
3

6

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <33> of <xx>

産業

36 10 335 16

1  ゼロエミッション加熱は暖房・給湯・調理用のバイオガス、バイオマス、電力、水素、太陽熱、空気熱源ヒートポンプ、給湯空調ヒートポンプを含む
2 気体燃料はガス、バイオガス、水素を含む 
3  カーボンニュートラルガスはバイオガスと水素を含む 

資料: マッキンゼー分析

図表 31 (continued)

図表 32

建築物部門から生じる排出量の大半は、暖房用の石油とガス由来
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調理
調理では、石油やガスオーブンからゼロ
エミッション技術への切り替えにより、建
築物の排出量を削減できる。これには以
下のような燃料構成の推移が必要である:

 — 2017年に調理用エネルギー構成の
34%を占めた電気は、2030年までに
さらに62%まで拡大し、その後2050年
までには再び43%まで低下するだろう。
これは、エネルギー効率に優れたヒー
トポンプの導入が進み、総合的なエネ
ルギー使用量と電力需要が減少する
ためである。

 — 2017年の日本では調理用エネルギー
としてまったく使用されていなかった
バイオガスと水素は、2030年までに燃
料構成の4%を占め、2050年までには
さらに49%まで増えるだろう。 

3.4.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — エネルギー価格 : 多様な燃料の価格変

化により、ゼロエミッションエネルギー
源への切り替えが加速 · 減速することが
考えられる。ガスや石油の価格が低下
した場合、建物所有者に対して化石燃
料の使用規制を課さない限り、電気や
水素への移行が遅れる恐れがある。

 — 国民の意識向上 : 持続可能な生活慣
行の必要性をめぐる国民の意識が高
まれば、予想より早期にエネルギー消
費量の削減が実現することも期待でき
る。照明を消す、使用しない機器の電
源を抜くなど、日本国民は、すでに省
エネの重要性をよく認識している。し
かし断熱性能の向上や持続可能な暖

房 · 調理設備への切り替えについて多
くの国民の協力を得るには、長期的な
コスト効果をめぐり、さらに積極的な
啓蒙が必要だろう。 

 — 技術の進歩 : デジタル化が加速すれば、
予想より早期にエネルギー需要が減少
することも期待できる。たとえば、使
用していない機器の電源を自動的に切
るスマート家電でエネルギーの無駄を
減らし、視覚化テクノロジーでエネル
ギー使用量とコストに関するユーザー
の意識向上を図ることも可能である。

成功に導く主な要因
 — 国の政策 : エネルギー効率基準を、手

始めに住民の抵抗が少なく導入インパ
クトが大きい地域から義務化していく
ことが必要である。政府は、すべての
新築物件と特定の既存物件が断熱基
準を満たすよう義務付けるべきだろう。
さらに住宅の所有者には、物件の販
売や賃貸に際して建物のエネルギー性
能に関する情報開示を求めることも必
要である。

 — 金銭的インセンティブと支援 : 日本政府
は、既存の建物所有者が断熱性能を
強化するための金銭的インセンティブ
を整備すべきだろう。特に、断熱材の
改善に投資した住宅所有者がエネル
ギーコストの削減から直接恩恵を得ら
れないような賃貸住宅の場合に有効で
ある。政策立案者は、バイオガスと水
素インフラの改修 · 拡張を促進するた
め、金銭的な支援を十分に行わねば
ならない。さらに、建物所有者がバイ
オガスや水素ボイラーへの切り替えを
行う場合や、暖房 · 調理設備に太陽熱
エネルギーを導入する場合にも、継続

的にインセンティブを提供していくこと
が必要である。

3.4.4  主な課題と機会

主な課題
 — 技術の成熟度 : バイオエネルギーと水

素ボイラーについては、関連技術が
成熟し、コストが下がり、関連インフ
ラの利用が実現する段階まで急速な
導入拡大は期待できない。

 — 多額の初期投資 : 断熱機能の強化や
持続可能な暖房 · 調理設備の設置に
かかる多額の事前コストは、特に低所
得の住宅所有者にとって大きな障害に
なることが予想できる。こうした問題
を解決するためにも、政府による金銭
的な支援がきわめて重要である。

主な機会
 — 新たなビジネス機会 : 断熱性能の向上

やゼロエミッションの暖房 · 調理システ
ムを要件化することにより、関連する
家電製品などを製造する企業では収
益の向上が期待できる。また、建物
所有者によるエネルギー使用量の削
減に役立つデジタルホームやモノのイ
ンターネット(IoT)を提供する企業でも、
エネルギー効率と節減に焦点を当てた
製品 · サービスの提供により収益を拡
大することが可能となる。 

 — 石油とガスの使用減少 : 電化により暖
房と調理の安全性が向上すると同時
に、新たなインフラが開発されれば灯
油のタンクを輸送する必要もなくなる
だろう。

建築物部門の脱炭素化では、ヒートポンプが重要な役割を果たす可能性がある。

暖房技術構成の変化、普及率（％）

太陽熱

地域熱供給
ヒートポンプ

バイオマスボイラー

石油ボイラー
石炭ボイラー

水素ボイラー

ガスボイラー
バイオガスボイラー

その他1

100%

2017 2020 2030 2040 20502025 2035 2045

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <34A> of <xx>

暖房と給湯による排出量、MtCO2e2

2017 2020 2030 2040 2050

106

–63%

–100%

2025 2035 2045

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <34B> of <xx>

1  その他は電気ボイラーと誘導加熱を含む
2 百万二酸化炭素換算トン 
資料: マッキンゼー分析

図表 33

建築物部門の脱炭素化では、ヒートポンプが重要な役割を果たす可能性がある
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図表 34

農業部門のシナリオ概要
農業部門のシナリオ概要
農業部門は、農業機械の電化と育種慣行の変革により脱炭素化を達成できる。

農業部門の排出量推移、2020-2050年、MtCO2e1

農業機械の
エネルギー

消費量

2020 2050育種と
その他の

施策

需要の
低下

2030 農業機械の
エネルギー

消費量

育種と
その他の

施策

需要の
低下

45
1 2

1

40

24

10

3
4

–46%

–9%

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <35> of <xx>

  注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1 百万二酸化炭素換算トン
  資料: マッキンゼー分析

3.5.1  現在の農業部門の排出量
2017年、日本の農業部門から発生した排
出量は45MtCO2eとなり、国内総排出量の
3%を占めた( 図表35)。この部門が総排出
量に占める割合は、2005年以来、比較的
安定した推移を示している。最大の排出
源は、作物栽培、畜産、農業機械である。

 — 作物栽培は農業排出量の47%を占め
ており、主な発生源は、肥料、土壌か
らの直接排出、稲作によるメタン放出
などである。

 — 畜産は農業排出量の29%を占めてお
り、主な発生源は、乳製品 ( 農業排出
量の14%)と牛肉生産 (12%)である。
その他の動物 ( 羊など) は、年間排出
量の5%( 約1Mt)を占めている。

 — 農業機械は、農業部門の総合排出量
で24%を占めており、主な発生源は、
農業機械の主要燃料となっている
ディーゼルである。 

3.5.2  ネットゼロの実現に向けた　　
農業部門の役割
マッキンゼーの分析によると、カーボン
ニュートラルを実現するために、日本は農
業由来の温室効果ガス排出量を年間47%、
つまり21MtCO2e 削減をする必要がある
( 図表34)。これは作物生産由来の排出量
を35% 削減、家畜の排泄物と腸内発酵に
よる排出量を22% 削減し、化石燃料を使
用する機器の使用をなくすことで実現で
きる。

人口減少による食物需要の低下が見込ま
れており、これにより農業部門では25%の
排出減が予想されるが、これ以外は脱炭
素方策によって達成する必要がある。

栽培や施肥方法の転換、また家畜用飼料
の改善により当面の排出を削減することも
可能だが、マッキンゼーでは技術的な進
歩を図ることで、農業用機械や温室効果
ガス特化型の畜産により、2030年代から
2040年代の排出削減を進められると予想
している。

農作物の栽培方法 

稲作 
稲作は日本の農業の大部分を占めており、
そのGHG 排出量を削減する対策は大きな
影響を与える。例えば間断灌漑や一期作
における落水期間の延長など、水管理技
術の改善により水田からのメタン放出を削
減することが可能である。これによりN ₂ O
の排出量が増加する恐れもあるが、その
悪影響よりもメタン放出を削減できるメ
リットの方がはるかに大きい。

また乾田直播の導入を拡大することで、メ
タンの発生源となる微生物の活動を抑制
し、排出量削減につなげるという方法もあ
る。また藁を土壌に混ぜて肥料として使用
するなど、稲藁を有効活用することにより、
中干し期のメタン生成を抑えることも可能
である。農業従事者は温室効果ガス排出
量の少ない品種を選択したり、それによ
るインセンティブを得ることもある。

3.5　農業部門

83日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望82 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望82



図表 35

農業部門が排出する温室効果ガスの70％以上が、作物栽培と農業機械から生じている

農業部門が排出する温室効果ガスの70％以上が、
作物栽培と農業機械から生じている。

注: 端数は四捨五入のため必ずしも合計が100にならない
1土地利用、土地利用変化および林業から得る58MtCO2eの負の排出量（LULUCF）を除く
2百万二酸化炭素換算トン
 資料: 国連気候変動枠組条約 2020年 国家インベントリ報告書

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <36> of <xx>

部門別の排出量1、MtCO2e2、% 

農業部門の排出量(排出源別) 
2017年、MtCO2e2、%

100% = 1,288

100% = 45

作物栽培

農業機械
畜産

47

29

24

電力 建築物運輸 農業産業

37 10 436 17

施肥 
施肥の時期と量をより適切に管理すること
で、窒素肥料の過剰使用やメタンの排出
量を抑えることができるほか、放出制御剤
や肥効調節型肥料の導入拡大により、
N ₂ O の排出を削減できる可能性もある。

一般的な栽培方法
その他にも排出削減に有効な栽培方法が
あり、低耕起または不耕起技術では、燃
料使用量を減らすことで排出量を削減でき
る。またより栄養価の高い特殊作物は、温
室効果ガス排出量が少ない可能性がある。
大気中の炭素を土壌や作物に取り込む
カーボンファーミングも考えられる。

家畜の管理方法
畜産や給餌方法を工夫することで、動物
由来の排出量を削減することが可能であり、
動物から放出されるメタンを用いてバイオ
エネルギーを生成すれば、化石燃料など

他のエネルギー資源からの排出削減につ
なげることができる。

給餌の方法
家畜の腸内発酵とそれに伴うメタン排出
は、飼料および飼料添加物の改善、飼料
量の最適化による養分利用の効率化、牧
草地への硝酸化成抑制剤の散布などによ
り削減することができる。  

畜産管理
温室効果ガス排出量が少ない動物を選ん
で、飼育することが可能である。家畜の
健康状態が改善されれば、世界の動物性
たんぱく質の予測される需要量をより少な
い、より健康な家畜で満たすことができ、
同時に腸内発酵、牧草地の排泄物、ふん
尿管理による排出量を抑えられる。また家
畜の生産効率を向上させる技術を拡大す
ることで、消費用に飼育されている家畜か
らの温室効果ガス排出量を削減することが
できる。

メタンの回収と利用
嫌気性消化装置を用いたメタンの回収は、
主に臭気や病原菌を抑制する目的で使用
されいるが、十分に普及しているとは言え
ない。メタンの回収を拡大することで、乳
牛や豚のふん尿体系からの温室効果ガス
排出量を軽減し、同時に廃棄物からバイ
オエネルギーやバイオ燃料を回収すること
も可能となる。

農機

農機運用の変革
農業部門におけるCO2排出をゼロにする
には、ディーゼルなどの化石燃料から、電
気、アンモニア、圧縮バイオメタン天然ガ
ス(CNG)などの代替燃料に移行することが
重要である。現時点でこれらの代替燃料
が十分に普及しているとは言えないが、
2030年代には一部のプロトタイプが実用
的な製品として開発され、2040年頃には
一般的になると考えられる。 

3.5.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — 食肉や乳製品に対する消費者需要 :  

腸内発酵時に動物から発生するメタン
は農業由来の温室効果ガスのうち、お
よそ30%を占めるため、食肉や乳製
品の消費を削減することで、日本での
農業由来の排出量が大幅な低下に貢
献すると考えられる。諸外国に比べ日
本では菜食主義の普及が遅れている
が、一方で人口減少に伴い、食肉や
乳製品の需要は減少すると見られる。
また和牛の輸出が拡大することで排出
量の増加が見込まれるものの、その一
部は国内人口の減少によって相殺され
る可能性もある。

 — 農業関連技術の発展 : 農業分野にお
ける脱炭素技術が急速に発展すれば、
優れた効果が期待できると言える。例
えばオランダの DSM は次世代の飼料
添加物を開発しており、これにより腸
内発酵によるメタンの排出量を30% 軽
減できる。その他にも耐病性の強化に
向けた遺伝子編集、炭素隔離の向上、
植物や土壌のマイクロバイオーム技術、
腸内発酵によるメタン排出量を削減す
るワクチン、肉牛や乳牛からのメタン
の直接回収、十分に活用されていな
い多年生作物への投資など、様々な
技術の向上が可能である。

成功に導く主な要因
 — 環境に配慮した農法を支援する政策 : 

多くの気候変動政策では、農業由来の
排出削減に重点が置かれていないた
め、技術開発および環境配慮型の農
法を促進するためにも方針を転換する
ことが重要である。たとえば政府には
農業従事者がより効果的な肥料および
飼料や、低排出な農機を購入できるよ
うな融資メカニズムを整備することが
求められる。

 — 肉や乳製品の需要の変化 : 2050年ま
でに、より健康的かつ植物由来の食生
活を送る人の割合が増加すると見られ
ている。食生活は消費者自身の決断
に基づくものである一方、マーケティ
ングキャンペーンや経済的インセンティ
ブを通じて、政府や企業がより健康的

な食事を選択するよう促すことも可能
である。また人口の減少や高齢化によ
り、食肉や乳製品に対する需要は低下
すると考えられる。

 — 需給の最適化 : フードサプライチェー
ン企業やスーパーマーケットは、流通
経路の最適化、需給予測システムの
改善、調理・加工システムの自動化に
より、フードロスを削減することがで
きる。これらの対策はすべて食品の流
通や加工の効率化にもつながるもので
ある。

 — 新たな農業製品とビジネスモデル : 日
本では、人口減少と労働力の減少、高
齢化に対応できるよう、新たなテクノ
ロジーを導入する必要性が高まってい
る。このような傾向に対応するために、
農機の自動化を通じたゼロエミッショ
ンの実現が求められることになるだろ
う。また農業部門の企業が R&D に貢
献し、環境配慮型の成果を優先するビ
ジネスモデルを再編できるよう、イン
センティブが提示される可能性もある。

3.5.4  主な課題と機会

主な課題
 — 生物学的プロセス: 農業由来の排出は

自然現象によるものが多いため、現行
の技術で完全に排除することは不可能
である。例えば牛の腸内から放出され
るメタンをゼロにできる技術は現時点
で存在しない。

 — 膨大な数の農家 : 現在求められている
大規模な変革を実現するには、170万
か所の農場がその農法を変更しなけ
ればならない。たとえ農業協同組合の
後押しがあったとしても、膨大な軒数
の農家が農法の変革を図るには多大
な時間を要するほか、インセンティブ
構造、新たな能力、専門知識が必要
となる。

 — 複数の目標 : 農業では食品の生産性と
安全性、必要な栄養価の実現、農村
の繁栄、生物多様性、社会文化的な
景観および遺産の保護など、あらゆる
目標をバランスよく追及することが求
められる。

 — 気候変動の影響 : 地球温暖化の影響

により、作物の収穫量や地域ごとに栽
培される種類など、農業のあらゆる側
面が今後30年間で変化すると予想さ
れる。一部の地域では作物の品質が
低下し、収穫量も減少する恐れがある。
その結果これまでと同等量の食料でも、
栽培に必要な耕地面積と肥料の量が
増加するため、農業関連の温室効果
ガス排出量にも影響が出る。

 — 競争力への影響 : 国内の脱炭素化の
取り組みによって、国内産の作物や食
品の価格が輸入品より高額になれば、
これらの商品の国内外市場における競
争力が低下することになる。競争力を
損なうことなく排出量を削減するには、
政策、テクノロジー、消費者行動への
働きかけなど、包括的なアクションが
必要である。

 — 消費者認識 : 食料を提供するという点
から考えても、農業は人々の生活に欠
かせない存在である。このためイノ
ベーション、とりわけ肥料の使用、作
物特性、飼育と給餌方法の変革が、名
実ともに食物の健全性と安全性に悪
影響を及ぼしてはならない。

主な機会
 — 労働負担の軽減 : 作物および家畜にか

かわる従来型の方法を改善し、新たな
テクノロジーを導入することで、高齢
化が進む農業従事者の労働負荷を軽
減することができる。

 — 廃棄物の削減 : 処理が必要な農業お
よび食品廃棄物の量は、これをバイオ
エネルギーに変換することで削減でき
る。また社会の意識向上を図ることに
より、フードロスの量を減らすことが
可能である。
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4.  分野横断的なテーマ
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水素とアンモニアの経路概要
2040年以降、低炭素水素とアンモニアの需要が急速に拡大

資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <38> of <xx>

低炭素水素の割合 
(ブルーまたはグリーン: %） 0 35 93 100

水素需要
100万トン

2020

2

2030

1

2040

5

2050

22

アンモニア需要
100万トン

2020

0

2030

3

2040

3

2050

3

0.2

水素需要は2050年までに2,200万トンまで拡大。
うち30％は発電需要。

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1その他の産業には、セメント、エチレン、石灰の生産を含む。水素需要はエチレン由来
2その他の産業の低、中、高温熱には、非鉄金属、紙とパルプ、食品と飲料製造、その他一般製造を含む
3その他の輸送には、主に国内の航空と船舶v都市圏バス、地方トラック、小型長距離トラックを含む
資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <39> of <xx>

部門別の水素需要
 100万トン

2050年の総水素需要に占める割合
%
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1.4
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2.1

発電
その他産業 ‒ 高温熱利用2

中·大型の長距離トラック
鉄鋼
居住用建築物
その他輸送3

商用建築物
化学工業熱
国内航空輸送
その他産業 ‒ 中低温熱利用2

アンモニア、精製
その他産業1

従来の水素利用は、大規模
な低炭素水素の導入が始
まる以前に精製量の減少
に伴い低下

1.5

0.4
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8
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7
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5
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1

1

0.3

4.1  水素とアンモニア

4.1.1  水素およびアンモニア活用の
現状
日本では水素は主に石油精製およびアン
モニア製造の原料として用いられている。
2019年、国内では180万トンの水素が使
用され、このうち68% が石油精製におけ
る脱硫、13%がアンモニア製造、残り19%
がその他の産業用途に使用された。この
水素はすべて、石炭ガス化や天然ガス改
質などの、排出プロセスで製造されている。

日本ではアンモニアは主に肥料および化
学製品の製造に用いられており、2019年、
国内のアンモニア生産量は、約85万トン。
水素はアンモニア製造の原料であり、ア
ンモニア工場の多くでは水素の一貫生産
を通じて、膨大なアンモニア製造由来の
排出が生じている。 

4.1.2  ネットゼロの実現に向けた　　
水素とアンモニアの役割
現在の水素製造には多くの排出が伴うが、
異なるプロセスを通じて低炭素の水素が生

成できると考えられる。これをクリーン燃
料または原料として使用することで、他用
途の脱炭素化を図ることが可能である。

低炭素水素の使用量は2050年までに年間
2,200万トン、アンモニアは300万トンに達
すると見られている(図表36)。これらを合
わせると1次エネルギー総需要の26%を満
たし、2050年までに年間146MtCO2e(全体
の12%)の排出量が削減できる。多くの部
門では水素の需要が高まっているが、その
大部分は発電、陸上輸送、産業用熱供給

によるものであり、一方アンモニアは発電
による需要が大きい(図表37)。

需要
低炭素水素およびアンモニアの製造、輸
送、使用技術のコストは徐々に低下してい
るものの、長期的な変動は未だ不透明で
ある。日本では、再生可能エネルギーに
よる水素やアンモニアの国産化にあたり、
太陽光や風力資源を充分に確保できる見
込みがないため、輸入に大幅に依存せざ
るを得ない。これらの燃料には輸送費が
かかるため、大規模なカーボンプライシ
ングなどの後押しがなければ、従来型の
燃料に匹敵するのは難しいと言える。

2050までのネットゼロに向けたコスト最適
化シナリオでは、よりコスト効率の高いゼ

ロエミッションの代替燃料が利用できない
場合、低炭素水素やアンモニアが発電、産
業用熱供給に使用される。

乗用車での移動、ビルの熱源、産業用低
温熱供給においては、通常はゼロエミッ
ションの電気による電化が最も経済的な
脱炭素ソリューションであり、それに次ぐ
のが水素およびアンモニアである。これら
の用途に水素を直接用いるのが、水素燃
焼による発電よりも経済的と言えるが、一
方で再生可能エネルギー源が不足する日
本では、水素やアンモニアが発電に必要
となり、その結果、電力価格が高騰する
可能性もある。また大型の業務用車両の
場合、高価格および BEV バッテリーの重
量により、低炭素水素が最も経済的なソ
リューションになりうる。

各部門
低炭素水素は、主に高温の熱源や鉄鋼の
原料として利用されるだろう。鉄鋼部門で
は2040年には、低炭素水素が還元剤や高
温熱源の両方で原料炭に取って代わり始
め、2050年には完全に移行すると予想さ
れている。またこの時点で年間200万トン
の水素需要が生じる見通しである。

それ以外の産業部門でも2050年までに
400万トンの水素需要が生じ、これは全体
の17% に相当する。水素は主に、200℃
以上の熱を供給する工業用炉やボイラー
に用いられており、これらは電動ヒートポ
ンプにより脱炭素化することが不可能、ま
たは排出源が地理的に分散しているため
CCUSが適用できない。熱源としての水素
の利用は高コストであるため、この利用

図表 36

水素とアンモニアのシナリオ概要

図表 37

水素需要は2050年までに2,200万トンまで拡大
うち30％は発電需要
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は、2040年以降に徐々に増加すると見ら
れる。

道路輸送
FCEVは中型や大型長距離トラックにとって、
最も経済的なゼロエミッションのソリュー
ションと言える。2025年頃から採用が開始
され、2030年までには新たに販売される
全ての車両に適用されるほか、2040年代
後半には、全車両がFCEV 化されると考え
られる。

また旅客車両や都市圏以外のトラックなど
の道路輸送セグメントでは、FCEV の採
用・導入はわずかで、2050年までに年間
96万4千トンの水素需要を発生させるにと
どまると考えられる。

FCEV の採用には、水素充填ステーション
(HRS) のネットワークが必要である。マッ
キンゼーでは長距離トラックへの FCEV 採
用を進めるには、2050年までに2億ドルを
超える水素ステーション投資が必要だと試
算している。

建物内
電化により、再生可能エネルギーの生産
量を使い果たした場合は、水素ボイラー
による給湯や、水素の直接燃焼による調
理が、最も経済的なゼロエミッションのソ
リューションとなる。暖房や給湯では、水
素ボイラーの採用により、2050年までに
年間130万トンの水素需要が生じると見ら
れている。調理の場合、水素の直接燃焼
により、2050年までに年間160万トンの水
素需要が生じる。

ガスボイラーを水素に移行するには、既
存の天然ガスパイプラインを、水素の輸
送ができるように改修する必要がある。人
口の少ない農村部など、天然ガスパイプ
ラインの存在しない地域では、水素イン
フラを一から建設するのは経済的な観点
から有効とは言えない。

発電
発電は、水素とアンモニア需要の最大の
源であり、それぞれ年間700万と300万ト
ンに上る。コスト最適化が図られたアプ

ローチでは、再生可能エネルギーの普及
が60%にとどまっており、風力と太陽光の
出力が変動的であることを考慮に入れると、
水素やアンモニアベースの発電が重要な
エネルギー源や代替エネルギーとなる。以
上を合計すると、低炭素水素およびアン
モニアが2050年の発電ミックスに占める
割合は9% になると予想される。

我々の最適化シナリオでは、水素の導入
は2040年から、既存のガス火力発電所と
の混焼により開始される。2050年までに
は、117GW 規模のガス火力発電所が、混
焼または水素のみで運用されることになる
と見られる。水素では年間92TWh の電力
を生み出し、これは総発電量の7%に相当
する。

一方でアンモニアの導入は2030年頃より、
既存の石炭火力発電所における混焼を通
じて開始されると考えられる。日本政府は
2030年までに発電目的の低炭素アンモニ
ア使用量を、300万トンまで引き上げると
いう目標を掲げた45。地元の発電事業者
もすでにこの方向で動いているため、マッ

キンゼーでもこの目標が2030年までに達
成され、2050年まで維持されると予想し
ている。この目標は、アンモニアまたは混
焼で、20GW 規模の石炭火力発電所を稼
働させることで、2050年までに年間、7TWh
の電力を発電し、それは総発電量の1%に
相当する。

低炭素水素およびアンモニアは、一部置
き換え可能なゼロエミッションの発電ソ
リューションである。水素にはガスタービ
ン効率が高いというメリットがある一方で、
輸送インフラの拡大とコスト削減ができな
ければ輸入には高額な費用がかかる。
我々のアプローチでは輸送コストの低下を
見越して、2050年までに発電では水素が
アンモニアよりも大きな役割を果たすと見
ている。アンモニアには水素の輸送イン
フラが成熟するまでの中期的な期間、ま
たは成熟が遅れれば長期的な期間で、重
要な役割が期待できる。

近年日本では、2030年までに石炭火力発
電所の平均効率を43%まで高めるという、
各電力事業者向けの目標を採り入れてお
り、これはアンモニアまたはバイオマスの
混焼のみで達成できる水準である46。この
目標を通じてアンモニアの採用が、2030
年までに300万トンまで高まると予想さ
れる。

供給
ネットゼロに向けた日本の取り組みでは、
他の経済大国と比べて水素により大きな
役割が期待されているが、これには高額
なコストが必要となる。再生可能エネル
ギーの供給量に限りがある日本では、低
炭素水素およびアンモニアの輸入に頼ら
ざるを得ないだろう。

低炭素水素およびアンモニアは2つの方法
で生成される。「グリーン」の水素は、ゼ
ロエミッション電力を用いて水を電気分解
することにより生成され、そのコストは主
に電解槽の設備コストとゼロエミッション
電力の運用コストにより決まる。「ブルー」
の水素は、一般的にSMRを用いて天然ガ
スから生成し、CCUSによりCO2 の排出量
を軽減することになる。ブルー水素のコス
トは、天然ガスおよびCCSの運用コストに
応じて決定される。低炭素アンモニアは、
これらのうちいずれかの手段で得た水素

を変換し生成される。 一方で現行の「グ
レー」水素は、CO2排出の軽減を行わず
化石燃料から生成される。

低炭素アンモニアは、基本的に低炭素水
素と同様の方法で取得される。アンモニ
ア生成プロセスでは、まず初めに天然ガ
スなどの化石燃料が水素に変換され、こ
れが大気中から取得した窒素と化合され
アンモニアとなる。水素の生成は通常ア
ンモニア生成の一貫であり、これが全プロ
セスの排出の3分の2を占めている。グリー
ンアンモニアは、ゼロエミッション電力ベー
スの電解により水素を生成し、これを窒素
と化合することでプロセスに熱エネルギー
を供給し生成される。ブルーアンモニアは
従来のプロセスに二酸化炭素回収の手順
を加えることで取得可能である。

グリーンおよびブルー水素とアンモニアは
国内生産または輸入が可能である。また
輸入水素およびアンモニアの陸揚費には、
輸送および変換費用が含まれる。

水素
年間2,200万トンの低炭素水素需要は、
2050年までにグリーンおよびブルー水素
の輸入と、ブルー水素の国内生産を組み
合わせることで賄われるようになると見ら
れる。予想される各オプションのコスト経
済性には長期的に見て大差はない。可能
性の高いミックスについては、水素供給コ
ストの不安定な長期的特性を考慮し断定
することを控えた。

中期的には中東およびオーストラリアなど、
天然ガスや CCS のコストが低い地域から
のブルー水素が最も経済的な選択肢と言
える。これはアンモニアキャリアで日本に
輸送され、2025年までに3～5ドル / キロ
グラムの陸揚費で入手可能となる( 図表
38)。

再生可能エネルギー、電解槽、水素輸送
のコストが低下しつつある中、オーストラ
リア、中東、チリからの輸入グリーン水素
の引き渡し価格も、2030年までに3～4ド
ル/キログラムまで低下する可能性がある。
この水準であれば、最善とは言えない天
然ガスコストの提供国から輸入されるブ
ルー水素に取って代わることも可能と言
える。

日本では太陽光および風力発電コストが
低下しており、専用の太陽光発電所を通
じたグリーン水素の国内生産が、輸入水
素の陸揚費を下回ることも考えられる。た
だし太陽光および風力発電容量が限られ
ている中では、この電力を水素生成では
なく最終用途に充当した方がコスト効果が
高いとも言える。

日本で輸入天然ガスの価格が低下し、二
酸化炭素輸送・貯留インフラが成熟すれ
ば、輸入水素に対する国内のブルー水素
の競争力も増す可能性がある。

長期的には供給を分散することでリスクを
緩和するのではなく、水素の輸入よりもブ
ルー水素の国内生産を拡大することが必
要である。これにより日本では投資、物理
的インフラ、テクノロジー、雇用の維持が
可能となり、精製およびアンモニア部門で
既存の石炭および天然ガスの輸入インフ
ラを変換せず使用し、化石燃料ベースの
水素生産容量寿命を延長することがで
きる。

水素については大規模かつ適正価格の輸
入インフラを整備することが必要と言える。
水素はコスト構造、インフラ要件、テクノ
ロジー成熟度の異なる液化水素、アンモ
ニア、有機液化水素と同じく、長距離の輸
送が可能であり、テクノロジーが既に成熟
した今、アンモニアキャリアを用いた小規
模な水素輸入が2030年には開始できる見
通しである。長期的にはテクノロジーとサ
プライチェーンが成熟し、大幅なコスト削
減につなげられれば、液化水素の輸送に
も十分な合理性があると言える。

輸入または国内生産の水素には、輸送、
流通、分配インフラが必要であり、付加
コストは最終用途によってそれぞれ異な
る。 本分析では2050年までに、電力、産
業、建築物といった水素ステーションを必
要としない最終用途における低炭素水素
の利用が、1キログラム当たり2.5ドル程度
で可能になると予想している。道路輸送
においては水素ステーションの費用が別
途必要であり、これにより総コストが1キ
ログラムあたり3.5～4ドルとなる。

45 “アンモニアを火力燃料に、2030年に300万トン　政府目標”、日本経済新聞、2021年2月7日(Nikkei.com)

46 “古い石炭火力、30年までに廃止か更新　新基準で規制強化 、日本経済新聞、2021年4月9日(Nikkei.com)

9190 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



アンモニア
年間300万トンの低炭素アンモニア需要は、
2050年までに輸入で全て賄われるように
なると考えられる。中期的には水素と同様
に、ブルーアンモニアが最も経済的な選
択肢と言える。2030年以降はグリーンアン
モニアがブルーアンモニアと同程度のコス
ト競争力を持つようになり、天然ガスコス
トの競争力が弱い中でブルーアンモニア
に取って代わると見られる。

アンモニア輸送のテクノロジーとインフラ
が確立されていることを考慮に入れると、
ブルーアンモニアの輸入は国内生産よりも
コスト競争力が高くなると予想される。低
炭素アンモニアは2050年までに1トン当た
り約340ドルで入手可能となる見通しで
ある。

4.1.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
水素およびアンモニア製造の脱炭素化で
は、一部の不確実性により最適化シナリ
オのプロセスに以下のとおり変化が生じる
可能性がある: 

 — 再生可能および原子力エネルギー開発
の範囲 : 現地でのゼロカーボンの太陽
光、風力、水力、原子力発電を拡大

国産ブルー水素は輸入水素に匹敵する競争力を獲得できるが、CCS3の成熟度に
起因する制約が生じる可能性有り。

1ノルマルの立法メートル
2100万英国熱量単位（MMBtu）当たり6ドル-12ドルの天然ガスコストに由来する範囲
3二酸化炭素回収・貯留
4液体有機水素キャリア
資料: マッキンゼー分析

輸入水素の陸揚費 vs 国産水素の製造費 
円（Nm3当たり）1  

メリット・デメリットを踏まえると、水素の調達
は、長期的には輸入と国産の混合となる見込み

輸入水素

長期的には
コストで国内生産を上回
る可能性有り

アンモニアキャリアまた
は LOHC4の利用により、
2030年以前に一定規模を
確保可能 

天然ガスの使用自体にライ
フサイクルにわたる排出の
懸念がある場合、ブルーに
代わりグリーン水素の使用
が可能

再生可能エネルギーま
たはグリーン水素の生
産で国内の技術開発と
海外企業の買収を促進

国産ブルー水素

国内CCS3インフラの準備
が完了する2030年以降ま
で大規模な導入は不可能 

既存の天然ガス輸入イン
フラや石油精製設備の活
用により、脱炭素化後に
も石油精製産業の延命が
可能

供給源の分散

CCS3 をめぐる技術
進歩は水素の輸入より
不確実性が低い

輸入水素 国産ブルー水素2
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することで、電化率を高め水素および
アンモニアの使用を抑えることができる。

 — 将来的な水素コスト: 世界的な低炭素
水素の製造および輸送コスト削減は、
取り組みの規模に大きく左右されると
言える。初期の高額な製造コストに
よって拡大が遅れ、電解槽コストの学
習曲線による影響が不透明な場合は、
コスト削減の速度が鈍ると予想される。

 — 二酸化炭素貯留に対する一般的な支
持 : 地震が発生しやすい日本では、二
酸化炭素貯留の安全性に対する懸念
が、CCSの展開に歯止めをかけており、
これによりブルー水素の国内供給量と
価格が限定的となっている。

 — 水素およびアンモニアの代替策導入 :
森林再生の強化を通じた可用性の高
い低コストのバイオエネルギーおよび
バイオマス原料などにより、全体的な
水素およびアンモニアの使用率を減ら
す可能性がある。

成功に導く主な要因
水素およびアンモニア製造の脱炭素化を
図るためには、以下のような政策と規制
上の後押しが必要である: 

 — 明確な政策の方向性と共通の戦略的
意思決定 : 低炭素水素およびアンモニ
アの取り組みでは、技術、政策、公的
支援などが先行き不透明であるという
点が課題である。例えば原子力、陸
上太陽光および風力、電化、政府助
成金などに関する、将来的な政策の
方向性が不透明な場合は、企業の意
思決定に大幅な混乱が生じることに
なる。

 — インフラ開発への取り組みと需要の明
確化 : 輸入時の輸送や貯留および国
内パイプラインなど、サプライチェー
ンのインフラに対しては、およそ1,000
億ドルの投資が必要である。また道路
輸送部門では水素ステーションの整備
に別途2億ドルが求められる。前倒し
のインフラ整備を行うことで需要を有
効化することが必要であり、これは政
府によるインフラ開発への直接投資の
ほか、規制上の導入目標、税制上の

優遇措置、カーボンプライシングの制
度など政府の介入により、需要の不透
明性を軽減することで実現できる。

 — バリューチェーンの透明性に対する規
制メカニズム: ブルー、グリーン、オフ
セットが認められたグレー水素など、あ
らゆる種類のサプライチェーンにおい
て整合性を確保するには規制が必要
である。新たなテクノロジーを受け入
れるにあたり、規制当局と顧客には、
製造時を含む水素バリューチェーンの
透明性が必要である。

 — サプライチェーンのパートナーシップ : 
日本は低炭素水素およびアンモニアの
輸入に依存する可能性が高いため、必
要な水素供給量を確保するには、供
給量に富んだ国と提携し、国外の大規
模水素プロジェクトに投資、または水
素輸送の強力な足掛かりを築くことが
必要である。

4.1.4  主な課題と機会

主な課題 
日本の水素およびアンモニア製造の脱炭
素化は、主に以下のような課題を伴って
いる:

 — 業界の世界的競争力 : 鉄鋼や一部の
化学製品など世界的競争力の高い部
門で、2.5ドル /キログラムという低炭
素水素価格で脱炭素化を図れば、より
低価格な国内生産のグリーン水素が
入手可能な諸外国企業に比べて、日
本企業は不利な立場に立たされること
になる。このため日本企業はエネル
ギー集約性の低い共有化されたバ
リューチェーンに特化し、業界での競
争力を維持する必要がある。

 — 財政的サステナビリティ: 低炭素水素製
造および輸送価格が低下傾向にあると
は言え、炭素価格や規制上の優遇措
置がなければ、2050年までに電力、産
業用熱供給、建築物に導入したとして
も、現行のソリューションには匹敵で
きない可能性が高い。また水素導入
の助成費用が、政府予算の重荷とな
る可能性もある。

主な機会 
水素およびアンモニアの燃料使用は、日
本経済に以下のような機会をもたらすと予
想される:

 — ガソリンスタンド寿命の延長 : FCEV 向
け水素ステーションを整備することで、
石油小売企業は既存の燃料ステーショ
ンを通じた相乗効果が期待できる。

 — アップストリームの統合を通じた収益源
の拡大 : 電力・ガス事業者や鉄鋼メー
カーなど水素需要の高い企業は、水
素サプライチェーンに垂直統合し余剰
分を売却することで新たな収益源を生
み出すことができる。

 — 燃料電池の拡大 : 日本では大型輸送
の枠を超えて燃料電池が採用されてい
るため、燃料電池ソリューション分野
をリードするテクノロジー企業は大幅
な成長が期待できる。また自動車の
OEM 企業は、燃料電池トラックの大規
模な導入により成長を図るべきである。

 — 先行者利益 : 日本企業は世界初で最
大の水素輸入国および消費国として、
先行者利益とスケールメリットを享受
できる可能性がある。ガスインフラを
専門とする企業、およびLNGインフラ
を持つ電力・ガス事業者は、水素関
連のインフラ技術を輸出し、国外プロ
ジェクトに参画することができる。日本
は水素およびアンモニアを用いた大規
模発電を強力に進める唯一の主要国
であるため、日本の重機メーカーは先
行者利益を享受できる可能性がある。
また日本のタービンOEM 企業は、水
素ベースの季節貯留に対する世界的
な需要を満たすことが可能である。

 — 低資本コスト: 総合商社および銀行な
どの日本企業は、国内の低い資本コス
トを駆使し、国外プロジェクトに有利
な条件で参画できる。

図表 38

国産ブルー水素は輸入水素に匹敵する競争力を獲得できるが、
CCS3の成熟度に起因する制約が生じる可能性有り
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4.2  CCUS 

CCUSでは、2050年までに1億7,300万ト
ンの CO2を削減できると見られており、こ
れは排出削減全体の15%を占める。

4.2.1  CCUS の現状
現在日本では、CCUS が実証プロジェクト
のみに用いられている。

 — 回収 : 日本で運用されている最大の二
酸化炭素回収プロジェクトは、容量が
1日当たり500トンであり、福岡県にあ
るバイオマス火力発電所からの排出量
のうち50%を回収している。運用およ
び計画されている残り5つのプロジェク
トでは、容量が1日当たり100トン未満
となっている47。

 — 貯留 : 現在世界的な二酸化炭素貯留
プロジェクトの多くは、石油増進回収
(EOR) に基づき実施されており、CO2

を貯留槽に注入することで抽出する石
油またはガスを増やしている。日本に
は有効な石油またはガス生産がない
ため、EORの実施は不可能である。ま
た地震が発生しやすい地域で、圧縮
ガスを貯留することの安全性に対して
は社会的な懸念もある。以上のような
制約により、現在日本では大規模な
CCSプロジェクトが行われていない。こ
れまでに実施された国内最大の二酸
化炭素貯留パイロットでは、主にデー
タ収集目的で累計30万トンのCO2が貯
留された。

 — 利用 : 二酸化炭素利用は現在、特定の
ユースケースで小規模に行われている。
例えばある実証プロジェクトでは、地
方自治体の廃棄物焼却施設から回収
された1日10トンの CO2を用いて、化
粧品を製造するとともに、農業の温室
効率を高めている。回収済みのCO2を
用いた燃料、化学製品、原材料の製
造は、貯留用地の先行きが見えない
日本にとって、気候目標を達成するた
めの重要なカギとなる。ただしこのプ
ロセスでは、低炭素水素をエネルギー
として使用する必要がある。低炭素水
素の大規模な可用性はまだ世界的に
も低く、日本にはセクション4.1に記載

のとおり特有の課題が存在する。

これらの実証プロジェクトは諸外国と比べ
ても小規模であり、現在運用中および計
画されている(ガス処理、発電、その他産
業施設関連の ) 最大の二酸化炭素回収プ
ロジェクトでも、年間の回収・貯留容量は
数100万トンである48。

4.2.2  ネットゼロの実現に向けた
CCUS の役割
マッキンゼーの最適化シナリオでは、CCUS
により2030年から2050年までの間に、全
体の15%を占める年間173MtCO2eの排出
を削減できると見られている。

CCUSでは、化石燃料から排出されるCO2

を回収すると同時に、バイオマスからの
CO2を回収するネガティブエミッション技
術を用いることでゼロエミッションを実現
できる。2050年に回収された173MtCO2e
のうち、11%が最終的にネガティブエミッ
ションとなった。BECCUS の総ネガティブ
エミッションは、セクション4.3に記載のと
おりバイオマスの可用性によって左右さ
れる。

二酸化炭素回収は2030年以降、まずアン
モニア製造部門で急速に普及すると考え
られるが、2050年までにはセメントおよ
び電力部門で最大規模に達すると見られ
ている( 図表39)。アンモニア向けの水素
製造ではほぼ純粋なCO2ストリームが生成
されるため、炭素回収の費用が最も安価
となる。CCUSは最も安価なアンモニアの
脱炭素化手法であり、CO2輸送および貯留
インフラが整い次第、実行可能になると
考えられる。CCUSは大半を占める64%が
電力部門で展開されると見られており、
CCGT 発電のうち年間50GW、2280TWh以
上に適用され、2050年までに電力供給全
体のおよそ5分の1が脱炭素化されるだろ
う。セメント部門ではこれに次ぐ16%の需
要があり、代替の排出削減技術に欠ける
セメント製造全般に適用されると予想さ
れる。

また図表39に記載の部門に加え、ブルー
水素の国内生産でも、二酸化炭素回収が

大規模に展開される可能性がある。天然
ガスコストが低下し、二酸化炭素貯留が
国内で拡大すれば、国産のブルー水素も
輸入水素に匹敵することができる( 詳細は
セクション4.2.2を参照 )。国産のブルー水
素で日本の水素需要全体の半分を賄うこ
と に な れ ば、2050 年 ま で に 年 間 約
50MtCO2e の二酸化炭素回収が別途必要
になる。

とりわけ二酸化炭素回収コストがゼロに近
いアンモニアおよび水素製造の部門では、
CCSが2030年までは最も経済的な脱炭素
ソリューションとなり得るが、日本で展開
するにあたってはCO2貯留用地と輸送イン
フラが障害となるだろう。

依然として日本は適切な CO2の洋上貯留
用地を見極めながらインフラを構築し、回
収済み CO2の拠点への輸送コスト削減を
図っている過程にある。このため CCS の
大規模展開は、技術コストの推移にかか
わらず2030年以降となる見通しである。た
だし再生可能エネルギーの可能性が制限
され、代替の低炭素エネルギー源が高コ
ストであることから、2030年以降は CCUS
および BECCUS の 設 備 容 量 が、26から
173MtCO2e に増加する可能性もある。

CO2貯留用地
日本では CO2を帯水層および枯渇油田・
ガス田という2種類の地質に貯留すること
が可能であり、いずれも陸上および洋上
に位置している。一般的に陸上の枯渇油
田・ガス田に貯留する方が洋上や帯水層
よりも安価だが、日本は地震が発生しや
すい国であるため、陸上での貯留には否
定的な意見もある。このため洋上の拠点
に貯留せざるをえないのが実情である。政
府による用地の調査では、地震のリスク
が低く240億トンの二酸化炭素貯留容量を
持つ洋上の8か所に候補が絞られており、
政府は用地の調査および選定を2022年中
に完了する計画である。洋上の貯留では
CO2を陸上の排出拠点から洋上の貯留用
地まで輸送する必要があり、これによりコ
ストが増大し、インフラの整備スケジュー
ルも長期化する。現在貯留容量の90%以

上が西日本の海岸に位置しており、直近
の CCUS 開発は九州など用地に最も近い
産業クラスターで行われる可能性が高い。
その他クラスターの企業や業界は、CO2の
長距離輸送またはパイプに高額な費用が
必要となる。

貯留コストが低くEOR にCO2を使用する、
または地震のリスクが少ない国に、CO2を
輸送するという代替案もある。これは中期
的に見ると経済的な選択肢だが、国内貯
留の長期的なメリットについては未だ不透
明である。

EOR 貯留は25ドル/トンと国内貯留に比べ
てコスト面で有利だが、中東など遠方の
産油国に輸送すれば大部分がそのコスト
で相殺されてしまう。さらに脱炭素化が進
めば、EOR が可能な国では、国内で回収
された CO2を注入し、自国の排出削減に
つなげることが優先されるだろう。また化

石燃料の需要が低下するにつれ、EORを
通じた石油およびガス生産に対する需要
も減少すると見られており、EOR のコスト
優位性が持続的であるかどうかは不透明
である。

このため中期的に見るとCO2の輸送インフ
ラが日本で整備されれば、東南アジアや
中東諸国への CO2輸送が、最も安価な貯
留の選択肢となり得る。長期的には海外
での二酸化炭素貯留が安価である確証は
ないが、否定的な世論に対抗できるほか、
日本国内での貯留用地開発が遅れた場合
の選択肢として有効である。

CCUSコスト
二酸化炭素回収は十分に成熟した技術で
あり、CO2削減コストの引き下げが可能だ

が、ソースストリームの構成にどの程度左
右されるのかは不明である。本分析では
エネルギーコストを除いた二酸化炭素回
収コストを、水素製造の小型モジュール
原子炉プロセスなどで生じた純粋なCO2ス
トリームの場合はほぼゼロ、鉄鋼プラント
または石炭火力発電所からの濃縮 CO2ス
トリームの場合は約50ドル /トン、ガス火
力発電所やセメント製造からの希釈 CO2ス
トリームの場合は約70ドル/トンと見ている。

CO2の輸送および貯留コストは地理的条件、
排出拠点から貯留用地までの距離、CO2

輸送インフラの成熟度や規模などに左右
される。マッキンゼーの分析では2030年
までに、国内の洋上輸送および貯留コス
トが30ドル /トンとなり、これが2050年ま
で維持されると予想している。

日本政府が実施している用地調査では49、 
237億トンの貯留容量が特定されており、

電力、セメント、鉄鋼部門が炭素回収の85％以上を牽引。

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1二酸化炭素回収・貯留
2百万二酸化炭素換算トン
3高温加熱
 資料: マッキンゼー分析
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部門別のCCS1需要、 MtCO2e2 2050年の総需要に占める割合
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2030年以前は、CCSに貯留
現場の調査、準備、CO2 洋上
輸送インフラといった制約
が生じる
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47 “環境省の CCUS 事業について” 、 環境省地球環境局、2020年8月6日(www.env.go.jp)
48 “Current cost of CO2 capture for carbon removal technologies by sector,” 国際エネルギー機関、2020年9月23日改訂 (www.iea.org)
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これにより年間200MtCO2e の貯留が今後
120年間で可能となる。これをもとにマッ
キンゼーでは、最大で年間200MtCO2eの
CCUSが可能であると想定した。最終的な
選定や用地開発の先行きが不透明である
ことを考慮すると、237億トンの貯留を全
て実現するのは困難と予想される。しかし
海外への CO2輸送や貯留に代わるCO2の
有効利用など、本分析で明確化されなかっ
た代替策を通じて、不足分を補うことがで
きると考えられる。

大気中からの CO2の直接空気回収 (DAC)
も代替策の1つだが、特定ソースからの
CO2回収に比べて、技術やコストの変化が
予測困難である。DAC によるCO2回収コ
ストは、現在1トン当たり134ドルから344
ドルと推定されておりばらつきが大きい50。
不確実性が高いことから、マッキンゼーの
モデルでは DAC についての明示を控えて
いるが、この技術が具体化されれば脱炭
素化に向けた有効な手立てとなる可能性
もある。

4.2.3　主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — 他の脱炭素化技術に対するコスト競争

力 : 例えば水素ベースの鉄鋼生産が商
業化されなければ、削減目標を達成
するためにCCUS の必要性が高まると
考えられる。

 — 二酸化炭素貯留および輸送インフラの
タイムリー な 展 開 : 日 本 で は 年 間
173Mt の二酸化炭素貯留が必要にな
ると推定されており、これは現在の世
界的な容量の4倍に相当する。この貯
留容量を一から確保することが急務だ
が、用地の選定が遅 と々して進んでい
ない。さらに大規模な二酸化炭素貯
留用地は西日本に集中しているため、
二酸化炭素回収システムのほかに、国
内の工業地帯と貯留用地付近の港を
結ぶ輸送パイプラインが必要になるだ
ろう。このパイプラインインフラに関し
ても、一から構築する必要がある。

成功に導く主な要因

 — 規制上の優遇措置 : エネルギー効率
や再生可能エネルギー導入など、他

の脱炭素化策が経済効果につながる
と見られる一方で、資本および運用コ
ストが生じるCCUS の唯一のけん引役
は排出削減である。このため強力な二
酸化炭素規制、またはカーボンプライ
シング、直接融資、税額控除など、財
政上の優遇措置が整備されない限り、
CCUS は実行されない。

 — 安全および責任に関する規制 : 政府は
基準を設定し安全性を確保するととも
に、長期にわたる貯留などでCO2の漏
れが生じた際の企業責任を定めるにあ
たり、規制の枠組みを導入する必要が
ある。

 — ステークホルダーとの連携 : 最もコスト
効果の高いCCUSの方法は、産業クラ
スターを形成することで回収される
CO2の量を最大化し、貯留用地への輸
送コストを最小限に抑えることである。
予想される貯留用地に比較的近い九
州地方の産業クラスターには、初回の
導入候補地として最も大きな期待が寄
せられている。CCUSロードマップの
共同開発、および地域別二酸化炭素
輸送インフラへの共同投資により確実
性を高め、全方面でのコスト削減を図
ることができる。

 — さらなる技術革新 : 現行の二酸化炭素
回収技術が適用できるのは、排出量
が年間数10万トン以上の大規模な工
業拠点に限られるが、開発中の新た
な技術では小規模施設に対象を拡大
することができる。また技術コストが
軽減され貯留用地が確保できれば、
DACによりさらに適用範囲を広げるこ
とが可能となる。

4.2.4　課題と機会

主な課題
 — インフラへの共同投資 : 二酸化炭素回

収だけでなく、回収済み二酸化炭素の
輸送と貯留も公的インフラに依存する。
2050年までに年間173Mt の CCUS を
実現させるには、CO2のパイプライン
と輸送インフラに約700億ドルの投資
が必要と予想される。投資を実行に移
すには産業パートナーシップに加え、

カーボンプライシングなどのインセン
ティブに関する長期的な透明性が不可
欠である。

 — 二酸化炭素貯留の安全性に対する国
民の信頼 : 地震のリスクが高い日本の
地質を考慮に入れると、地中での二酸
化炭素貯留の安全性と、長期的な漏
出リスクに対する懸念が、国内回収の
可能性実現を阻む恐れがある。政府
は懸念を払しょくするために、用地選
定プロセスにおける地震の安全性基準
を透明化し、国民に周知することが必
要である。また貯留用地の安全性基
準を構築し、非常時に適用される責任
および補償基準を明確化することが求
められる。

主な機会
 — テクノロジーのリーダーシップ : CO2の

回収および有効利用を含む、CCUSの
バリューチェーンをリードする日本の
OEM 企業は、脱炭素化に向けた世界
的なバックストップテクノロジーとして
技術輸出が可能である。

 — 既存のパイプラインインフラ: 産業拠点
から洋上の出荷港へのCO2のパイプラ
イン輸送には、脱炭素化で使用され
ない既存の天然ガスパイプラインを代
用でき、それを所有する公益事業者に
とっても新たな収益源となる。

 — CO2輸送 : 貯留および使用されるCO2

の国内外での液化と移送は、輸送会
社にとっての新たな収益源でもある。

 — 炭素原料 : CO2の原料使用が拡大すれ
ば、合成燃料メーカーへの販売などを
通じて、回収済み CO2のサプライヤー
にも新たな収益源が生じる可能性が
ある。

4.3  バイオエネルギー

バイオエネルギーのシナリオ概要
バイオエネルギー需要は2040年頃にわずかに増加。主に産業部門および建築物部門の排出削減に貢献。

実質GDP 1,000ドル（為替レートは2010年水準）当たりの一次エネルギー消費量、 石油換算トン

資料: マッキンゼー分析
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一次バイオマス需要、2017年水準を100として指数化
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4.3.1  バイオエネルギー利用の現状
バイオエネルギーには様々な種類があり、
その使用方法も多岐にわたっている。最
も一般的と言えるのは、木材および廃材
を用いた発電と、製紙パルプ業の黒液を
用いた加熱である。2018年に日本では約
750千兆ジュールのバイオエネルギーが使
用された。

2017年に使用されたバイオエネルギーの
およそ90% は国内で調達されたものであ
り、これには廃材、黒液、バイオマスガ
スなど多くの種類が含まれる。またわずか
2種類ではあるが、同年に国内で使用され
た木質ペレットの半数と、全ての液体バイ
オ燃料は海外から輸入された51。

バイオマス利用の現状
 — 電力 : 日本ではバイオエネルギーの

40%以上が、木質ペレットの形で電力
部門にて使用されている。2018年に
は電力全体の約2%がバイオマスで作
られた52。

 — 産業 : 日本ではバイオエネルギー利用
のおよそ40%が、自社工場で生じた副
産物を用いる業界によるものである。
このうち大部分を占めるのが製紙パル
プ業界で、黒液および廃材が加熱や
電力に使用されている。

 — 運輸 : バイオエネルギーの約20%がバ
イオ燃料の形で運輸に用いられている。

 — 建築物 : 2017年に日本で消費された
バイオエネルギーのうち3% が建物内
の暖房に用いられた。

4.3.2  ネットゼロの実現に向けたバイ
オエネルギーの役割
ジェット燃料の代替品など、他のエネル
ギー源がすぐに入手できない特定の部門
では、バイオマスが脱炭素化において不
可欠である。マッキンゼーでは2030年ま
でに年間700千兆ジュールのバイオエネル
ギーが消費されると見ており、2017年か
らほとんど変化はない。しかし計画中の森
林再生から新たに収穫された木材など、現
在廃棄されているバイオエネルギーが有
効活用されるため、2050年には855千兆
ジュールまで増加するだろう。

可用性 
BECCUSを用いない場合 : 日本では主に廃
材や、不可食部などの食品廃棄物からバ
イオマスおよびバイオガスを生成すること

49 環境省 経済産業省　連携事業 平成30年度 二酸化炭素貯留適地調査事業委託業務 報告書 、環境省および経済産業省による連携プロジェクト(meti.go.jp)
50 “Current cost of CO2 capture for carbon removal technologies by sector,” 国際エネルギー機関 (IEA)、2020年9月23日改訂 (www.iea.org)

51 “総合エネルギー統計” 、経済産業省、2019年改訂 (www.enecho.meti.go.jp)
52 “The Fifth Energy Basic Plan,” 新エネルギー・産業技術総合開発機構、2018年 (www.enecho.meti.go.jp)
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バイオエネルギー需要は、産業部門と建築物部門で大幅に増加。

各部門の一次バイオエネルギー需要
 PJ1、%

 注: 端数は四捨五入のため必ずしも合計が100にならない
1ペタジュール
 資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <44> of <xx>

産業

電力

建築物

運輸

2017 2050

100% = 747

855

41

19

38

32

5

44

19

で、バイオエネルギーの使用量を増やす
ことができる。

BECCUSを用いる場合 : 日本では森林の老
齢化が進んでいるため、政府は2035年ま
でに200万ヘクタールの森林を再生する計
画である53。これにより年間20Mt のバイ
オマスが新たに生成され、プロセスのコ
スト競争力があればバイオエネルギーに
変換できる。

最終用途
 — 電力 : 2050年には発電で用いられるバ

イオエネルギーが、2017年からわず
かに増加し300千兆ジュールになると
見られている。日本では木材の収穫と
再植樹に高額なコストがかかるため、
バイオマス電力発電所の大幅な拡大
はないと予想される。

 — 産業 : バイオマスボイラーおよび炉で
使用されるバイオエネルギーは、CCUS
と組み合わせてネガティブエミッション
を生成し、他の産業ソースからの残存
する排出量を相殺するうえで不可欠で
ある。2050年まで に は2017年 から

90PJ 増加し、約375PJが使用される見
通しである。

 — 建築物 : 2050年には建物内で用いられ
るバイオエネルギーが、2017年の7倍
の約160PJ に達すると予想されており、
バイオガス暖房とバイオマスボイラー
の形態が取られる見通し。

 — 運輸 : バイオ燃料は航空および海上輸
送での排出を削減するための選択肢と
なり得る。2050年には2017年の3分の
1の40PJに達する可能性もあるが、政
府は現在乗用車向けのバイオエネル
ギー助成を行っているところであり、
2050年までに到達しない場合もある。

4.3.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性 
 — 価格 : 森林再生を通じた木材のコスト

は、主に植樹とメンテナンスの費用に
左右される。山岳地帯が多いことに加
え、インフラの欠如や自動化の遅れか
ら、日本では木材生産のコストが諸外
国に比べて著しく高い。このためコス
ト削減の必要性が高く、どの程度引き

下げられるかが、他のエネルギー源に
対するバイオエネルギーの競争力に影
響する。

 — 輸入バイオエネルギーの可用性 : 日本
は液体バイオマスの大部分を輸入に
頼っており、価格や供給量はその可用
性と輸出国との関係性に左右される。

 — BECCUS の技術的成熟度 : 森林再生
を通じた木材を、ゼロカーボンのバイ
オエネルギーに使用できるかどうかは、
BECCUS の技術的成熟度とコスト競争
力に依存しており、伐採、輸送、再植
樹の費用が大きく影響する。

成功に導く主な要因
 — 政策目標と義務付け: 電力および産業

部門に対し、バイオエネルギーシェア
目標または混合義務を設定する。

 — 財政支援 : 原料の回収および貯留に向
けたインフラの整備に資金を提供する。

 — 収益支援 : 固定価格買取制度を導入
し、バイオエネルギーのメリットを拡
大する。

4.3.4  主な課題と機会

主な課題
 — サプライチェーン: ゼロカーボンのバイ

オエネルギーを実現するためには、農
業、林業、輸送を含むサプライチェー
ン全体を脱炭素化しなければならない。
これは液体バイオマスなど、輸入バイ
オエネルギーの費用便益比を考えるう
えでとりわけ重要である。

 — 硫黄および酸化窒素排出 : バイオエネ
ルギーの抽出過程では、二酸化硫黄
や酸化窒素などのガスが排出されるた

め、バイオエネルギー産業者はこれを
削減しなければならない。

 — 生物多様性と土地利用 : バイオエネル
ギーは生物多様性を損なうことなく、
国内外の土地利用と競合しない場合
に限り持続可能と言える。これには森
林再生を通じた木材の持続可能性や、
食糧生産と競合する可能性のあるエネ
ルギー作物が重要な意味を持つ。

主な機会
 — ビジネス機会の拡大 : 既存の原料や廃

棄物を活用することで、廃棄する企業

の収益性を高めることができる。また
木々を再植樹することにより、とりわけ
老齢化が進む日本の森林において、林
業を活性化し新たな収入源を生み出
すことが可能である。

 — 正の外部性 : 廃材、肥料、食品廃棄物
などの既存原料や廃棄物を活用するこ
とで、廃棄されるごみの量を減らすこ
とができる。BECCUS が確立されれば、
再植樹によりCO2の回収率を高め、保
管林の状態を改善することが可能で
ある。

53 林業基本計画、農林水産省、2021年6月改訂 (www.rinya.maff.go.jp)
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4.4  土地利用、土地利用変化および林業

LULUCFのシナリオ
土地利用、土地利用変化および林業（LULUCF）の潜在吸収力が森林の老朽化に伴い低下。

年間CO2吸収量
 MtCO2e1

1百万二酸化炭素換算トン
資料: 気候変動に関する国際連合枠組条約（2019年）に基づく日本の第4回隔年報告書; 国立環境研究所
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4.4.1  LULUCF（土地利用、　　　　
土地利用変化および林業）の現状
2017年に日本の森林と農地では、総排出
量の5%に当たる58MtCO2eが相殺された。
地目別に見ると森林と農地でそれぞれ約
85% および15% の CO2が、また再緑化で
も微量が吸収されている54。

日本の森林面積はおよそ2,500万ヘクター
ルであり、その半分が半自然植生、また
大部分を広葉樹が占める。保安林は全体
の約40%で、そのほとんどが針葉樹林で
ある。土地面積と構成割合は過去50年間
でほぼ一定であった55。

樹齢や樹種から見ると、排出の大部分は
保安林で吸収される可能性が高いと考え
られる。通常1本の木の吸収容量は樹齢
20年頃から減少し始め、40年を超えると
急速に低下するため、森林での CO2吸収
においては樹齢が重要な意味を持つ。日
本の半自然林の90% 以上は樹齢40年を
超えており、30% 以上が100年を上回って
いるため、半自然林の吸収容量は低いと
言える。さらに半自然林の大部分を占め
る広葉樹は、保安林に多い針葉樹に比べ
て吸収力が低い56。

このため吸収力を維持するには保安林の
若さを保つことが重要だが、これには課

題も多い。保安林に植生する樹齢100年
以上の樹木はごくわずかと言えるが、2017
年時点で4分の3が40年を超えており、吸
収力は限られている57。

4.4.2  ネットゼロの実現に向けた
LULUCF の役割
減少する日本の森林吸収源を維持するに
は、以下の2つの理由で困難が予想され
る。1つ目は面積に制限があるという点で、
日本は森林面積が国土の67%を占めてお
り、適切な土地はすでに植林されている
ため、過去数10年間でこの割合にほとん
ど変化はない。

2つ目は森林の老齢化であり、森林再生
のペースが現状のままであれば、2030年
までに吸収力が2018年比で40% 低下し、
年間37MtCO2eになると見られている。一
方で農地の吸収力は現行のまま一定に保
たれる見通しである。

老齢化した樹木の CO2吸収力が低下すれ
ば、隔離容量を維持するために保安林の
若い木が重要な役割を担うことになる。そ
こで CO2吸収の低下を抑えるために、以
下の2つの方策が有効と言える。

 — 森林再生 : 老齢化した樹木を伐採し新
しい木に入れ替えることが必要である。
こうした森林再生により森林の吸収力
を高め、新たな木材を調達することが
可能となる。また生産および発電コス
トが引き下げられれば、BECCUSと組
み合わせることで木材を持続可能なバ
イオエネルギーとして活用することが
できる。日本政府は2035年までに、
200万ヘクタールの保安林を再生する
計画である( 現行の森林再生率の10
倍 )58。これにより吸収力の低下を2035
年までに10MtCO2e以上抑え、合計で
吸収量を約50MtCO2eまで高めること
ができる。また年間約20Mt のバイオ
マスを、バイオエネルギーとして利用
することも可能となる。

 — 森林管理 : 樹種および樹齢の構成管
理、火災および害虫の予防、樹木の
伐採と間伐を行う。樹種を循環させる
ことで土壌の健全性を高め、密集した
中でも育つ種類を優先することで、高
い吸収水準を確保することができる59。

4.4.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — 気候変動 : 気候変動により森林火災や

豪雨などの災害頻度が高まっているこ
とで、樹木の自然防御力が低下してお
り、捕食昆虫による被害を受けやすく
なっているほか、一部の樹種は生育可
能な地域が制限されてきている。この
ような気候変動リスクが継続または加
速すれば、樹木の数が減少し、森林
の炭素隔離力も低下する恐れがある。

成功に導く主な要因 

 — 国の政策 : 炭素隔離の水準を高めるに
は、規制の枠組みや補償政策など、森
林再生を活性化するための政府支援
の仕組みが必要である。日本では
2035年までに200万ヘクタールの土地
で森林再生を進められるよう、各種法
律が既に施行されている。2019年の
森林経営管理法では、所有者に代わっ
て地方自治体が森林を管理することが
認められた。またこの法律により、放
棄または管理が不十分と見なされた森
林を適切に管理することができる。日
本政府は2024年より、1人当たり1,000
円( 約9ドル)の「森林環境税」を徴収
し、地方自治体に森林業務の資金を
供給する計画である。またいずれは土
地利用の改善を図るために、カーボン
プライシングが導入される可能性もあ
る。収穫された木材に対する助成金を
提供することで、回転率を高めること
にもつながる。

4.4.4  課題と機会

主な課題
 — 森林の持続可能性 : 適切な森林管理

がなされなければ、収獲量の増大に
より生物多様性が損なわれることにな
る。これにより徐々に二酸化炭素吸収
量が低下し、バイオマス収獲も減少す
ると考えられる。

林業従事者の高齢化 : 高齢化による林業
従事者の減少が、森林吸収源の保全と再
生をさらに妨げる恐れがある。

 — コスト: 森林地の多くが起伏の激しい
山岳地帯にあるという地理的な制約に
加え、インフラの欠如や自動化の遅れ
から、日本では森林の伐採および再生
コストが一部の欧州諸国に比べて2倍
以上となっている。

主な機会
 — 環境衛生 : 森林および土壌を適切に管

理することで、水質の改善、水供給規
制の向上、土壌品質の強化、生物多
様性の保護など、様々なメリットが期
待できる。

 — 新たなビジネス機会 : 収獲した木材の
販売により、地元地域では新たなビジ
ネス機会が生み出される。

 — バイオマス生産 : 大規模な BECCUS の
導入により、収穫済みの木材を持続可
能なバイオ燃料として用いることが可
能となる。

54  “National GHG Inventory 2018,” 国立環境研究所 ( www.nies.go.jp) 
      “Japan’s fourth biennial report under the United Nations Framework Convention on Climate Change” 国連気候変動枠組条約、2019年 (www4.unfccc.int)
55  森林面積・蓄積の推移、農林水産省、2017年3月31日改訂 (www.rinya.maff.go.jp/) 
56  齢級構成 、農林水産省、2017年3月31日改訂 (www.rinya.maff.go.jp/) 
57  ibid

58  森林・林業基本計画、農林水産省 (www.rinya.maff.go.jp/)  
59  温暖化と森林、 FoE Japan、2009年8月(www.foejapan.org/)  
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4.5  オフセット

4.5.1  オフセット利用の現状
現時点で日本はカーボンオフセットの重要
市場とは言えない。しかし長期的にはオフ
セットにより、残存する排出量と最も高額
な排出削減を、削減コストの安い国々に
アウトソースすることが可能である。

カーボンオフセットは、他者の排出を第三
者が相殺することで実現される排出削減で
ある。規制排出量の上限に適合し、また
は自主的な排出削減目標を満たすために、
企業および稀ではあるが個人が購入する。

規制対応目的では、東京都と埼玉県で運
用されている排出取引制度で、1,550の建
物と600の商業施設から排出されるエネル
ギー関連のCO2が対象となっているが、こ
れは2つの地域で排出されるCO2のうちわ
ずか20% にすぎない60。1トン当たりの炭
素価格がわずか600円(5.5ドル ) 程度であ
ることから、2019年の排出量上限の効果
は限定的であった61。

日本では企業の気候変動対策に対する国
民の要望が弱く、低排出商品の需要が欧
米諸国に比べて低いため、企業がカーボ
ンオフセットを購入するにはインセンティ
ブが乏しい。

しかしネットゼロ目標を達成するために、
国内の排出取引またはカーボンプライシ
ング制度を通して、脱炭素化に向けた民
間部門の資金を引き出すにあたり、日本
政府はカーボンオフセットの果たす役割に
大いに期待している。民間部門は差別化
を図った低炭素商品と、カーボンフリーの
LNG などカーボンオフセットにより可能と
なる脱炭素戦略を試験的に導入している。

4.5.2  ネットゼロの実現に向けたオフ
セットの役割
日本ではシステムレベルの脱炭素化コスト
が高額であるため、2050年までにネット
ゼロを実現するにあたり、より安価な削減
が可能な国々にアウトソースするカーボン

オフセットが重要な役割を果たすと考えら
れる。

長期的にはカーボンオフセットが、国内
の残存する排出削減と、最も高額な脱炭
素化ニーズを満たすことになると見られる。
残存する3%の排出を削減するには二酸化
炭素換算トンあたり平均263ドルのコスト
を要し、5%では同182ドルがかかると予
想される( 図表43)。2050年に同100ドル
でのカーボンオフセットが可能となれば、
排出を直接削減する代わりに残存する3%
の排出を相殺することで、削減コスト全体
を13% 引き下げ、同31ドルとすることがで
きる。また5% の相殺では削減コスト全体
が3分の2に低下し、同12ドルとなる。

産業用熱供給、建物内の暖房・給湯・調
理、および発電における水素の活用は、費
用曲線の右側に示される国内の主要な削
減策であり、カーボンオフセットで置き換
えることができる。

長期的には様々なカーボンオフセットの可
用性に制約が生じると予想される。国連に
よると2021年2月までに、131か国が2050
年までのネットゼロ目標に参画した62。ゼ
ロエミッション技術が広く浸透すれば、日
本のネットゼロ目標を達成するためのカー
ボンオフセットは、林業、BECCUS、DAC
などのネガティブエミッションプロジェクト
で生じたものに限定されるだろう。

削減策を講じる当事者がこれを自己の目
標達成に向けたものであると申告しない場
合、またカーボンオフセットによる収益源
がなければ、ベンダー国の排出削減プロ
ジェクトが現行の市場経済下で不可能な
場合に限り、排出削減がカーボンオフセッ
トと認められる。現在カーボンオフセット
は、中国やインドでの産業エネルギー効
率化、アフリカにおける太陽光発電所、ま
たノルウェーの森林再生など、幅広いプロ
ジェクトを通じて世界各国で実行されてい
る。しかし当事者は個々のネットゼロ目標
を達成するために、今後も排出削減を継
続する必要があり、コスト削減を通じて多
くの脱炭素化技術が2050年までに安価で
展開できるようになれば、もはやプログラ
ムにとって適切とは言えなくなるだろう。こ
のため日本にとっては、2050年までに林
業、BECCUS、DACなどのネガティブエミッ
ションプロジェクトが、大規模なカーボン
オフセット源になると見られる。

日本では最も削減コストが高額な5%を相
殺するために、年間60MtCO2e 以上の購
入が必要となる。2019年時点で世界の自
主的オフセット市場は100MtCO2e 規模で
あり、そのうちネガティブエミッションプロ
ジェクトによるものはわずか37MtCO2eで
あったため、今後日本の需要が世界市場
で大きなシェアを占めるようになると予想
される63。

中期的に見ると、規制排出量の上限また
は炭素価格を伴うカーボンオフセットは、
民間部門の行動と脱炭素化への資金提供
を促進するメカニズムと言える。またカー
ボンオフセットにより、企業は社内での削
減を実現する前に、低炭素商品を提供す
ることが可能となる。

4.5.3  主な不確実性と成功要因

主な不確実性
 — カーボンオフセットの計上について: 現

在パリ協定には、自主的なカーボンオ
フセットを国内の排出削減目標に算入
するメカニズムがない。今も国際的な
気候会議で交渉が続けられており、ス
ケジュールや詳細などは未定である。

 — カーボンオフセットの可用性 : ネガティ
ブエミッションに基づくカーボンオフ
セットも、今後の供給については未定
である。二酸化炭素換算トン当たり
134～344ドルのDACと13～85ドルの
BECCUSが、現在最も高額で成熟度の
低い炭素回収技術である64。林業およ
び土地利用を通じた排出削減に基づ
くカーボンオフセットも、今後の可用
性については未定である。

成功に導く主な要因
 — 炭素市場 : 日本政府は目標達成に向

けて、規制対応のための排出取引、ま
たはカーボンプライシングによるオフ
セット市場を国内で確立し、需要を促
進するとともに炭素市場のダイナミク
スで経験を積む必要がある。

 — 世界的な政府パートナーシップ : 日本
政府は大規模な林業および土地利用
ベースのネガティブエミッションオフ
セットを提供できる地域の、中央政府
および地方自治体とパートナーシップ
を築く必要がある。

 — 国際ルールの設定 : 世界各国の政府
は追加性や永続性など、カーボンオフ
セットに関する厳格な資格基準を築く
とともに、地域社会への不十分な資金
の流れやグリーンウォッシングなど、環
境上の不当行為を防ぐ必要がある。

4.5.4  課題と機会

主な機会
 — 世界市場の開拓 : 日本の政府および業

界コンソーシアムは、国境を越えた炭
素クレジットの認証、検証、監視、会
計処理を含む、国際的なカーボンオフ
セットプロジェクトを開発するうえで主
導的な役割を担うことができる。グリー
ンLNG の定義と認証に関する議論は
既に進行中である。

 — 新たな収益源 : 日本の金融機関や総
合商社など、大規模なカーボンオフ
セットニーズを抱える民間企業は、カー
ボンオフセット取引、先物などのデリ
バティブ、および個々のプロジェクト開
発に応じたアドバイザリーサービスな
どから、新たな収益源を見出すことが
できる。

 — サプライチェーンの強化 : 例えば食品製
造会社に農産物を提供するコミュニ
ティの森林再生プロジェクトなど、日
本企業は関係性のある分野別にカー
ボンオフセットプロジェクトを開発する
ことで、サプライチェーン全般の事業
継続性を改善できるというメリットが
ある。

 — 林業におけるリーダーシップ: 海外の林
業プロジェクトを通じて、大規模な日
本のカーボンオフセットを実現するこ
とができる。プロジェクトには世界的
な林業資産を日本が保有するとともに、
コーヒー豆などの副次的な林産物から
新たな収益源を得ることなどが含ま
れる。

主な課題
財政負担 : カーボンオフセットは日本企業
が開発および保有することが可能だが、諸
外国の資産に年間で支払われる費用とな
る。住宅の許容水準内の排出量を達成し、
維持するにあたり、これらに依存すること
は、長期的には膨大な財政負担が生じる
ことになる。国内の脱炭素化技術を発展
させることで、このコストを将来的に排除
することが可能である。

削減に最もコストがかかる残留排出量を相殺することで、日本の削減コストを大幅に
軽減可能

相殺価格がtCO2e当たり100ドルのときの平均削減費用 
ドル（tCO2e1当たり）

1二酸化炭素換算トン
 資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <46> of <xx>

0% 3% 5%

12

31

36 –13% –66%

国内で炭素を削減した場合の相殺
部分削減コスト
ドル（tCO2e1当たり）

N/A 263 182

アウトソースした排出量に占める割合（％）

年間CO2吸収量、
MtCO2e1

60  “Japan 2021 Energy Policy Review,” 国際エネルギー機関、2021年3月(www.iea.org)
61  “Japan-Tokyo Cap-and-Trade Program,”  国際炭素行動パートナーシップ (ICAP)、2021年5月18日改訂 (icapcarbonaction.com)

62  “The global coalition for net-zero emissions is growing,” 国連気候行動、改訂済み ( www.un.org/en/climatechange/net-zero-coalition)
63  “State of the voluntary carbon markets 2020 Installments on Offset Prices and Volume,”  Ecosystem Marketplace、2020年12月( www.ecosystemmarketplace.com)
     注 : 林業および土地利用プロジェクトはネガティブエミッションプロジェクトと見なされる。
64   “Current cost of CO2 capture for carbon removal technologies by sector,” 国際エネルギー機関 (IEA)、2020年9月23日改訂 (www.iea.org)
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5.  日本の脱炭素化が持つ
社会経済的意義
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主要部門がネットゼロを達成するには、2050年までに累計10兆ドル規模の投資が
必要。既存の技術構成を維持する場合と比較し、ネットゼロシナリオでは投資額は
20％増加

年間設備投資の推移
10億ドル、年

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <47A> of <xx>

2020～2050年累計

インフラ2 448

産業 115

農業 235

電力 535

建築物 2,013

運輸 6,675

合計 10,022

4

2

1

5

20

67

2025 2030 2035 20502040 2045

363

330

297

325 321 317

234236227214211191

133
72 47

46 42 42

27

33
171534

21

1215

この年間投資額は、
2019年における日本の
年間GDPの6-7％

10億ドル

合計に
占める

割合（%）

年間設備投資の増加分推移
10億ドル、年

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1数値は過去5年間の5年平均値（例: 2025年の数値が2021年-2025年の平均値を示す）
2インフラには以下を含む: CO2と水素輸送インフラ、国内のブルー水素生産施設、バイオ燃料生産施設、送配電網の補強、BEVおよびFCEVの充電と燃料補給インフラ
資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <47B> of <xx>

2020～2050年累計

インフラ2 448

産業 95

農業 235

電力 436

建築物 435

運輸 455

合計 2,104

21

11

5

21

21

22

2025 2030 2035 20502040 2045

57

73

66

75

61 60

12
11

12

1712

9

20
9 8
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この年間投資増分は、
2019年における日本の
年間GDPの1-2％に相当

10億ドル

合計に
占める

割合（%）

5.1  移行をめぐる資金調達

5.1.1  必要とされる設備投資
ネットゼロの実現に向けたマッキンゼーに
よるコスト最適化シナリオでは、2050年ま
でに主要部門に対し総額10兆ドル ( 年間
3,300億ドル)の投資が必要となる65。既存
テクノロジーに投じられる計画であった約
8兆ドル ( 年間平均2,700億ドル、日本の
GDPの5%を占める)が、低炭素技術に再
配分されると考えられる。ネットゼロを実
現するには2.1兆ドル ( 年間平均700億ド
ル)の設備投資が別途必要であり、これは
GDP の1～2% に相当する。この投資はよ
り高額な脱炭素化技術の資本コスト、お
よび新たな生産能力増強とインフラコスト
に充当される。例えばBEVの資本コストが
ICEの110%の場合、ICEの110%が投資総
額と見なされるが、追加投資はわずか10%
である。ICE の資本コストはいずれにせよ
生じるものであるが、脱炭素化シナリオで
は BEV 向けに再配分される。

部門別に見ると、約6.7兆ドル ( 投資総額
の67%)が輸送のためのBEVとFCEV、2兆
ドル (20%) が建築物の断熱性強化と設備
の電化、5,350億ドル (5%) が太陽光、風
力、ガス発電と水素生産能力の拡大、
2,350億ドル (2%) が 農 業 機 械 の 電 化、
1,150億ドル (1%) が産業用ヒートポンプ、
水素ボイラー、CCUSの追加導入に投じら
れると予想される。残りの4,480億ドル
(4%) は、送配電網の強化、BEV の充電ス
テーション、FCEVの燃料ステーション、ブ
ルー水素の国内生産66、CO2および水素の
パイプラインと輸送を含む、インフラ開発
に用いられると見られる。

2.1兆ドルの追加設備投資では、その大部
分が運輸、建築物、電力部門、および必
要とされるインフラの構築に投じられる見
通しである。部門別に見ると、2.1兆ドル
のうち4,550億ドル(22%)が運輸、4,480億
ドル (21%) がインフラ、約4,350億ドルが

それぞれ建築物と電力 ( 各21%)、2,350億
ドル (11%) が農業、950億ドル (5%) が産
業用に用いられるだろう。

5.1.2  運用コストの削減
ネットゼロへの移行により、2050年までに
総額4,410億ドルのシステム運用コストが
削減できると考えられる( 図表45)67。削減
は、以下の3つの要素からもたらされる。

 — 電化による効率性向上を通じたエネル
ギー消費の削減 : 例えば電動式ヒート
ポンプは石炭またはガスボイラーに比
べて効率が3倍である。

 — 低価格の原料とエネルギー使用の少な
いプロセスへの移行 : 鉄鋼生産のスク
ラップ電気炉では、鉄鉱石の代わりに
より低価格のくず鉄が使用され、従来
のプロセスよりもエネルギー消費が抑
えられる。

 — 需要面での対策による生産量の削減 :
プラスチックのリサイクルを拡大するこ
とにより、バージンエチレンの生産ニー
ズを削減し、原料およびエネルギーコ
ストを引き下げることができる。

ただし、より高額なCCUSおよび低炭素水
素の大規模な導入により総運用コストが
2045年には増大し始め、低炭素水素およ
びアンモニアが発電に採用されることで電
力コストも上昇する可能性がある。こうし
た運用コストの純増は、日本が再生可能
エネルギーの課題を解消し、低炭素水素
およびアンモニアの供給コストを削減でき
ない限り、2050年後も続く恐れがある。こ
のため長期的には、脱炭素化が運用コス
トの上昇を招くと考えられる。

部門別には、運輸部門で今後30年の間に
最も大規模な運用コストの削減が進むと
予想されており、2050年までに総額6,380
億ドルに達する見通し。これは主に効率

性の高いBEVを導入し、ガソリンから長期
的な価格低下につながる低炭素水素や電
気に移行することで実現できる。 

これに次ぐのが産業部門で、2050年まで
に170億ドルの削減が予想される68。電化
や需要面での対策を通じたエネルギー消
費の削減により、今後20年間で正味コス
トが削減できると考えられる。2040年以降
は、水素および CCUS が大規模に導入さ
れ、電力価格が上昇すると見られることか
ら、正味コストも増加する可能性がある。
この傾向は2050年以降も、日本がエネル
ギーコストの一層の削減ができない限り
持続すると考えられる。

建築物部門の動向は産業部門と類似して
おり、建物の断熱性を高め、電化を通じ
てエネルギー効率を上げることで、初期
段階ではエネルギー使用量とコストを削
減できるが、暖房および加熱調理に水素
が採り入れられ、電力価格が上昇すること
で、長期的には限界削減費用が増加する
と予想される。

電力部門では30%の需要増を満たすため
に、全ての期間を通じて運用コストが増
加すると考えられる69。 

5.1.3  資金力ギャップの解消
本レポートでは、4%の社会的割引率を用
いてシステムレベルのコストを最適化する
方法について解説する。ただし個人およ
び企業は、個々の資本コストや将来的な
貯蓄計画に基づき支出を決定するため、と
りわけ個人の割引率は高くなるのが一般
的である。目標を明確にした介入を行わ
なければ、個人が下す決定は我々のプロ
セスと異なったものになる可能性がある。
しかし資金を集める方法は以下のとおり多
数あり、これにより個人消費者や企業に対
し、移行をより魅力的なものにすることが
できる。

65  本セクションの評価に含まれるのは、脱炭素化の中心となる部門と、当該部門の移行に伴う設備およびプロセスのみであり、経済全般にわたるものではない。
     例えば産業の設備投資分析では、自動化やデジタル化に必要な投資が考慮されておらず、オペレーションコスト分析では人件費が考慮されておらず、
     雇用影響分析ではサービス業の雇用が直接考慮されていない。
66  これにより2050年時点で日本の水素需要は、半分が国産のブルー水素により満たされると予測される。
67  これには鉄鋼生産の原料に鉄鉱石またはくず鉄のどちらを使用するのか、といった要素により変動する燃料および原料コストなど、
     脱炭素化策に関連性が深い運用コストのみが含まれる。人件費などその他の運用コストについては対象外である。
68  ここで示される産業部門の運用コストには、中間的なエネルギー転換を担う石油精製部門のものは含まれない。精製品 (ガソリンなど) に関連するコストの変動は、
     最終用途部門に含まれる。
69  ここで示される電力部門の運用コストは、運転管理・保守点検の固定費部分のみである。電力コストは既に最終用途の運用コストに算入されているため、
     重複して計上はできない。電力価格は一般的に運転管理・保守点検の変動費部分により確定するため、ここでは固定費部分を別途算入した。

図表 44

主要部門がネットゼロを達成するには、2050年までに累計10兆ドル規模の投資が必要
既存の技術構成を維持する場合と比較し、ネットゼロシナリオでは投資額は20％増加
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 — 直接金融による介入 : これは確実な収
益源に乏しく、CO2パイプラインや貯
留インフラなどの公的プロジェクトに
向けた、初期段階の技術およびプロ
ジェクトに最適である。税額控除や助
成金は、ビル断熱や産業の効率化の
取り組みを拡大するなど、関連市場の
活性化に最も効果的と言える。また短
期的な収益につながらない R&Dプロ
ジェクトの資金調達には、助成金が最
も有効である。ローンおよび公的信用
保証は比較的管理費が高いため、多
数の少額案件ではなく、少数の高額
案件を対象とする場合に最も効果的で

ある。

 — カーボンプライシングまたは排出権取
引などの価格対策 : 炭素価格が高額で
あることから積極的な投資が促され、
民間資本の拡大を図ることができる。

 — ビジネスリスクの軽減 : 炭素取引価格
の下限、損失保証、官民パートナー
シップやブレンドファイナンスのモデ
ル化など、投資リスクの軽減策を活か
して資金を集めることも可能である。
住宅ローンに断熱コストを上乗せ、ま
たは初期費用が高額なテクノロジーの
リース制度を構築するなど、新たな資

金調達モデルおよび製品により、より
長期的な投資家にアピールすることが
できる。

 — 資本市場の革新 : 資産担保証券、コー
ポレート電力購入契約、およびリスク
保証などのイノベーションを通じて、脱
炭素化を促進することが可能である。
再生可能エネルギー部門に一定割合
の投資が必要なポートフォリオ基準を
確立することで、利用可能な再生可能
エネルギー資本を拡大できる。

5.1.4  インフラの整備における課題の
克服
低炭素技術への移行にあたり、消費者お
よび企業には適切なインフラが必要であ
る。例えば産業部門の企業では、回収さ
れた二酸化炭素を処理する適切な CO2パ
イプライン、輸送、貯留インフラが整備さ
れている場合に限り、CCUSソリューション
を導入することができる。インフラの格差
は、立ち上げ段階の技術開発および導入
にも影響を及ぼす。再生可能エネルギー
開発者は、新たな発電所を大幅な遅延な
く送配電網に接続できるという確証がある
場合のみ投資を行う可能性が高い。この
ためインフラ増強の遅れは、ネットゼロに
向けた移行を停滞させる恐れがあり、早
期に導入を図ることでこれを加速化が可能
である。

マッキンゼーでは移行を後押しするため
に、2020年から2050年の間で4,480億ド
ルのインフラ投資が必要になると見ている。
このおよそ半分が送配電網の強化、約950
億ドルが水素パイプラインおよび輸送、
700億ドルが CO2パイプラインおよび輸送、
400億ドルがブルー水素生産、200億ドル
が BEV の充電ステーションおよび FCEV の
燃料ステーションに用いられると予想され
る。新技術への移行基盤を築くためには、
これら投資の70%を2040年までに行う必
要がある。

市場開発の先行きが不透明な場合はリス
クが生じるため、インフラが整備されてい
たとしても、投資家は投資をためらう可能
性がある。官民部門は適切な判断を促す
ための介入を進める必要があるだろう。例
えば民間企業は合弁事業を立ち上げ、大

規模なインフラプロジェクトを開始する際
のリスクを分散させることができる。公共
部門は、民間部門が送配電網の増強など
インフラ投資のコストを回収できるような
メカニズムを明示する必要がある。各イ
ンフラでは設備投資のやり方、将来的な
市場開発、実行可能な市場メカニズム、ス
テークホルダーの関係性の複雑さなどに
よって、アプローチがそれぞれ異なる。

10億ドル

合計に
占める

割合（%）

当初期間は運用コストを節減できるが、発電や最終用途に水素が導入されることを
受け、2050年に向けて増加。

年間運用コストの増減推移1

   10億ドル、年

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1数値は過去5年間の5年平均値（例: 2025年の数値が2021年-2025年の平均値を示す）
2インフラには以下を含む: CO2と水素輸送インフラ、国内のブルー水素生産施設、バイオ燃料生産施設、送配電網の補強、BEVおよびFCEVの充電と燃料補給インフラ
3精製済み製品（燃料油）のコストは最終用途部門の燃料費に含めるため、精製部門の運用コストには含まない 
4電力部門の運用コストとその他部門で運用コストに計上する電力コストとの重複を避けるため、運用管理·保守（O&M）にかかる固定コストは電力部門のみに含む。
通常、電気料金には燃料費と発電の可変O＆Mコストを含み、固定O＆Mは含まない
資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <48> of <xx>

2020～2050年累計

インフラ2 —

産業3 –17

農業 –1

電力4 129

建築物 86

運輸 –638

合計 –441
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図表 45

当初期間は運用コストを節減できるが、発電や最終用途に水素が導入されることを受け、
2050年に向けて増加
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5.2  雇用への影響

主要部門において脱炭素化の流れが進む
ことで、2050年までに現在の技術構成の
ままと仮定した場合と比べて400,000人規
模の雇用が新たに生じると予想される。こ
れ は日本 の 総 労 働 人 口 の0.7% に相 当
する。

5.2.1  脱炭素化による雇用への影響
脱炭素化は以下3つの業種に影響を与え
ると予想される。

 — 石炭火力発電所やソーラーファームな
どの各部門で、生産設備の運用に関
わる直接業務

 — 会計士、法律家など、各部門の直接
運用を支援する正規の間接業務

 — 生産能力の拡大、設備の取り付け、生
産および設置に用いられる設備の製造
を担う、間接的な建設および製造業務

直接業務には、本レポートに記載の主要
部門に関わるもののみが含まれる。間接
業務は主要部門の動向に左右されるが、
これに属するわけではない。例えば風力
発電所の建設作業員は、電力ではなく建
築物部門に含まれる。

雇用は脱炭素化だけでなく、需要と生産
性の両方を左右する人口の変化、自動化、
デジタル化など、様々なマクロトレンドに
より影響を受ける。マッキンゼーではマク
ロトレンドが脱炭素化とは無関係に生じる
ことを踏まえ、これらのマクロトレンドを
現在の技術構成のままと仮定した場合で
も考慮に入れた。脱炭素化シナリオにお
ける雇用の純増には、脱炭素化の取り組
みに直接関係する漸進的変化のみが算入
されている。

脱炭素化に無関係のマクロトレンドが、脱
炭素化よりもはるかに大きな影響を及ぼ
す可能性もある。2050年までに評価対象
部門の直接業務は、生産性の向上および

活動水準の低下により30% 減少すると考
えられる。また脱炭素化により、ICE から
BEV および FCEV への製造プロセス、BF-
BOF からEAF および DRI-EAF への移行な
ど、製造過程が簡略化され労働需要が低
下することで、さらに10% の雇用が失わ
れる可能性がある。

5.2.2  雇用への正味の影響
ネットゼロエミッションへの移行を図るこ
とで、2030年までに現在の技術構成のま
まと仮定した場合と比べて300,000人、
2050年までに400,000人規模の雇用が新
たに生じると予想される。日本経済全体
の規模を考えるとこの影響は比較的小さく、
2019年の総労働人口のそれぞれ0.5% お
よび0.7% にすぎない ( 図表49)70。本分析
のマクロ的な視点から見ても、脱炭素化
が雇用にもたらす最終的な影響は限定的
と言える。

雇用は電力および建設部門の動向と、脱
炭素化インフラの構築によって拡大が促
進されると見られる。

 — 電力部門におけるネットゼロへの移行
に伴い、電力需要の増加を満たすた
めに容量が引き上げられ、比較的利
用率の低い太陽光および風力発電施
設 へ の 転 換 が 図られることから、
356,000人の新たな雇用が生まれると
考えられる。この大部分は新たな発電
容量を満たすための、設備の製造お
よび設置に必要な人材である。2030
年から2050年に増加する雇用うち、約
75% が太陽光および風力発電容量の
構築、25% がガス発電容量の増加に
伴うものと見られる。ガス発電が雇用
にもたらす影響は、今後2030年まで
の間でより顕著となる。

 — 建築物部門では建物の断熱性強化や、
電化した暖房および調理機器の製造
と設置に必要な雇用が、2050年まで

の間に143,000人規模で生み出される
と見られる。

 — 脱炭素化インフラの構築では、2050
年までに323,000人の雇用が新たに生
まれると予想される。あらゆるインフ
ラ分野の中でも、送配電網の強化に
向けた設備の製造および設置に伴う
雇用の増加が最大であり、BEVの充電
および FCEV の燃料ステーションの製
造、設置、保全がこれに次ぐと見られ
る。またガソリンスタンドの労働力が
削減されることから、ここでは雇用の
喪失が生じると考えられる。

道路輸送および重工業部門でも雇用の喪
失が予想されており、道路輸送では主に
ガソリン・ディーゼル車の製造と、これに
関わる間接業務分野で、159,000人の雇
用が失われる可能性があるが、BEV、FCEV、
およびバッテリー製造に関わる雇用増に
よってある程度は相殺されると見られる。
しかしBEV および FCEV 車両は、ICE やト
ラックに比べて部品が少なく、製造工程
が労働集約型ではないため、最終的な影
響はマイナスになると言える。

とりわけ鉄鋼、セメント、化学製品、精
製など、重工業における脱炭素化の傾向
が、248,000人の雇用喪失を招く可能性
があり、このうち80% は精製量の減少に
よるものと見られる。化学製品部門では、
プラスチックのリサイクル拡大に伴い原料
エチレンのニーズが低下するため、これ
により雇用が失われると考えられる。鉄鋼
業界では、EAF および DRI-EAF などの脱
炭素化プロセスが、BF-BOFに比べて複雑
かつ労働集約型ではないことから、直接
業務が失われると考えられるが、新たな
EAF および DRI-EAF の構築にあたり、建
設および製造業務が増加することで相殺
されるだろう。

主要部門における雇用創出効果1

百万件、現在の技術構成を維持した場合に対する最適化シナリオにおける増分

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <49B> of <xx>

純増減
合計

純増減合計 +307

+0.5%
2019年の総雇用に

占めるシェア2

2030

雇用の喪失 雇用の増加

発電 +221221–1

0–800 600

陸運（自動車） –269529–798

–1,061

重工業3 –179–205 26

建築物 +218–7 224

インフラ4 +318–50 368

1,368

直接雇用の増加直接雇用の喪失
恒常的な間接雇用の喪失 恒常的な間接雇用の増加

建設と製造における
恒常的な間接雇用の増加

建設と製造における
恒常的な間接雇用の喪失

脱炭素化により、2030年までに30万件、2050年までに40万件の純雇用が創出でき
ると予測。主に生産能力とインフラ増強に向けた労働力需要が雇用増加を牽引。

雇用の喪失は石炭火力発電所や精製所
のある町など、特定の地域に集中すると
見られるが、雇用の拡大はより広範囲に
分散すると考えられる。例えば新たなバッ
テリー製造工場などは、自動車製造工場
から一定の距離であれば、どこにでも建
設することができる。雇用の喪失や増加
が地域社会に与える影響を最小限に抑え

るために、政府は業界と密接に連携し新
たな生産容量の拠点を決める必要がある。
このような業務移行は今後30年にわたり
生じると予想されるため、政府および企
業は労働者の再教育やスキル向上を図る
にあたり十分な時間を確保できる。

 

5.2.3  労働者の再教育
脱炭素化により雇用が増加する可能性は
高いが、同時に多くの相殺された雇用の
増加と減少があり、それは300万人以上
の労働者の雇用と解雇、トレーニングと
再教育に相当する。 

70  2019年の平均雇用者数は6004万人、“Employed person by status in employment,”

図表 46

2050年までに新たに創出する再生可能エネルギーと原子力発電により、
排出·発電コストの削減とエネルギー自給率の向上が可能

111110 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望 日本の脱炭素化 - 2050年に向けた展望



脱炭素化により、2030年までに30万件、2050年までに40万件の純雇用が創出でき
ると予測。主に生産能力とインフラ増強に向けた労働力需要が雇用増加を牽引。

主要部門における雇用創出効果1

現在の技術構成を維持した場合対する最適化シナリオにおける増分

注意: 端数は四捨五入のため必ずしも合計と一致しない
1経済全体を対象としたものではない。 脱炭素シナリオに関する評価を行った全部門を対象としたものではない
 （対象外のセグメント: 航空と輸送、一般製造、農業） 
2総務省の統計によると、2019年の日本の総雇用者数は約5,600万人 
3鉄鋼、セメント、化学製品、精製を含む 
4国内のブルー水素生産、バイオ燃料生産、送配電網の補強、水素およびCO2 パイプライン、水素輸送インフラを含む
資料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <49C> of <xx>

純増減
合計

純増減合計 +415

+0.7%
2019年の総雇用に

占めるシェア2

2050

雇用の喪失 雇用の増加

発電 +356357–2

0–1,000 1,000

陸運（自動車） –159–1,107

–1,594

重工業3 –248–358 111

建築物 +143–4 146

インフラ4 +323–123 446

2,009

直接雇用の増加直接雇用の喪失
恒常的な間接雇用の喪失 恒常的な間接雇用の増加

建設と製造における
恒常的な間接雇用の増加

建設と製造における
恒常的な間接雇用の喪失

948

全ての業務移行で必ずしも新たなトレー
ニングが必要というわけではなく、例えば
土木工事などは一般化された転用可能な
スキルであるため、建設および製造の間
接業務では別途トレーニングの必要はな
い。一方で洋上風力発電所の運用には、
石炭火力発電所の運営などとは異なるス
キルセットが必要なためトレーニングが求
められる。

ネットゼロ社会へ移行するにあたり、建
設および製造分野では694,000人の一時

的な雇用が新たに生じると予想される。労
働力が必要となるのは、送配電網の増強、
再生可能エネルギー設備の建設、建物の
断熱改修、設備の電化といった分野で
ある。

新たなグリーンジョブは、ソーラーパネル
の設置やリチウムイオン電池の製造など
専門スキルが必要な職種であるため、十
分な教育を受けた熟練の労働者が求めら
れることになる。政府や企業がトレーニン
グを提供する際には、自動車技師の専門

知識を風力発電インフラの構築に応用す
るなど、部門間で重複するスキルの利点
を活かすことが可能である。新たなスキ
ルが求められる業界では、政府および業
界コンソーシアムが専用のトレーニングプ
ログラムを構築する必要があるだろう。労
働力の余剰または不足が予想される業界
でも、部門横断的なパートナーシップを
築き、最も必要とされる分野に労働者を
配置することができる。

図表 46 (continued)
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6.  今後の道筋
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6.1  今すぐ着手すべき重要な取り組み

R&D や概念実証から初期導入、そして競
争力を備えるまで、あらゆるテクノロジー
プロセスは、支援モデルや利害関係者に
よる複雑な相互作用に左右される。政府
支援の研究開発を商業的な成熟へとつな
ぐ段階は、特に難易度が高い。拡大に向
けた資金不足により、イノベーターが新た
なテクノロジーの社会的メリットを享受で
きないことも多い。

2050年までにネットゼロエミッションを達
成できるかどうかは、政策立案者および
ビジネスリーダーによる以下の取り組みに
かかっている:

	— 4つの主要方策の展開: 2030年目標を
達成するために、日本はBEVの導入を
進め、建築物のエネルギー効率を高
めるとともに、発電構成を見直し、送
配電網の強化を図る必要がある。

	— 長期的な技術の拡大: 2050年目標を
達成するためには、CCUSおよび水素
の導入に向けた、基本インフラを確立
することが必要である。

	— 戦略的取り組みの実施: 削減および将
来的な電力コストは、再生可能エネル
ギーと原子力エネルギー源の課題を
解決し、エネルギー集約型で付加価
値の低い産業から脱却することで軽減
できる。

4つの主要方策の展開	
2030年までの10年未満で排出を46% 削
減するには、BEV の導入を加速化し、建
築物のエネルギー効率を高めるとともに、
発電構成を見直し、送配電網の強化を図
る必要がある。

運輸部門では2030年までに、稼働中の車
両の30%と新規販売される車両の90%を
BEV に移行し、1,000万か所の充電ステー
ションを新設することが必要である。これ
に向けて政府は、新規販売されるBEV に
対し、OEM 企業が生産する車両の排出目
標や BEV 購入者への助成金に関し、高水
準な目標とインセンティブを定めることが
必要となる。同時に民間企業には、バッ
テリー需要を2020年の22GWh から2030

年には185GWhまで高められるよう生産調
整を行うことが求められる。

マッキンゼーによるコスト最適化シナリオ
では、2030年までに石炭火力発電を93%
削減するとともに、再生可能エネルギー
発電容量を35GW、原子力発電容量を
12GW 増やす必要がある。この目標を達
成するためには、プロジェクトスケジュー
ルの短縮、指定地域における風力容量の
オークション拡大、新築および改築される
全ての建築物への屋上太陽光パネルの設
置、排出キャップ・アンド・トレード制度
などの優遇措置を備えた石炭の段階的廃
止スケジュールなどが必要である。また一
部製品のサプライチェーンを大幅に拡大
する必要もあり、例えば2030年までに風
力タービンの生産容量を、現在のゼロか
ら年間2.5GWまで高めることが求められる。

加えて建築物のエネルギー効率を大きく
向上させることも必要であり、新築の建築
物ではエネルギー効率の高い窓など高い
断熱水準が、既存の600万軒では断熱性
の向上が必要となるだろう。これにより技
術構成に占めるヒートポンプの割合が1.5
倍となり、生産数を25% 増加させる必要
が出てくると見られる。これに向けて政府
は、建築物の新築および大規模なリノベー
ションに対し高度なエネルギー効率を義
務付けるとともに、既存の建築物には高
い断熱性とヒートポンプ設置を促進する必
要がある。

さらに再生可能エネルギーにより提供され
る電力が17% 増加することを受けて、2030
年までに送配電網の強化に1,850億ドルの
投資が必要になると予想される。政府は
容量拡大に対し優遇措置を講じ、電力事
業者、再生可能エネルギー開発企業、消
費者のコスト配分を明確化する必要が
ある。

また各方策では、政府が定めた新たな方
向性をそれぞれの企業が採り入れ、以下
の取り組みを進めることが必要である。

 — 再生可能エネルギー、BEV、ヒートポ
ンプの容量や生産能力の増強を含む、
脱炭素化技術への投資計画を策定
する。

 — 自動車工場労働者に BEV の充電ス
テーション設置トレーニングを行うな
ど、大幅な雇用の増減が生じている部
門の労働者を、再教育するためのパー
トナーシップを構築する。

 — 改築による省エネ効果と利率を関連付
けたリノベーションローンなど、グリー
ンテクノロジーを消費者が採り入れら
れるような金融制度を確立する。

長期的な技術の拡大	
30年未満でネットゼロを達成するために
は、CCUSや水素技術のインフラ開発を直
ちに開始することが重要である。

マッキンゼーによるコスト最適化シナリオ
では、2050年までに年間173MtCO2e の
CO2を回収する必要がある。これは現存す
る最大の CCUS 施設が持つ年間容量の27
倍、および世界的な容量の4倍に当たる。
これを実現するには、2050年までにパイ
プラインと輸送インフラに700億ドルの投
資が必要であり、早急に着手することが求
められる。

また日本では2050年までに、年間2,200万
トンの水素が必要になると見られる。この
半分を輸入するにあたっては80の水素キャ
リアが必要であり、現行のパイロットプロ
グラムからは大幅な増加となるだろう72。ま
た水素移送インフラの開発も必要であり、
2,450キロにわたるガスパイプラインの改
修が求められる。2050年までにこの水準
の水素使用を可能にするには、パイプラ
インおよび輸送インフラに1,000億ドルの
投資が必要となる見通しである。

以上のようなCCUSおよび水素の必要量の
目標を達成するためには、次の取り組み
について検討することが必要である。

 — CO2の貯留用地に関する調査と選定を
完了する。

 — CCUSと水素利用のさらなる調査およ
び導入において、連携が可能となるよ
うなコンソーシアムを産業クラスター
の関連企業で組織する。

 — 民間企業が自信を持って投資できるよ
うに、インフラとテクノロジーの開発

72  大規模な液化水素キャリアの年間容量は140キロトンと推定される。これは川崎重工業の大規模パイロットプログラムと同様の水準である。

および導入に対して長期的な資金調
達を行う。

 — 税額控除や炭素取引などの制度を備
えた、プロジェクトへの民間投資を促
進する。

 — 水素、グリーンテクノロジー、および
原料を日本に輸出できる国 と々の連携
を築く。

CCUS の導入と水素利用を促進するため
に、企業が取るべき対策は以下のとおり
である: 

 — 長期的なビジョンを共有することで、
CCUSおよび水素への投資を政府や他
社に促す。

 — 機器メーカー、公益事業者、石油・
ガス企業など、サブ部門を超えたコン
ソーシアムを立ち上げ、インフラに依
存した主要プロジェクトで政府と連携

する。

 — ブルーおよびグリーン水素およびアン
モニアの製造と、CCUSを拡大するた
めに、国外のリソースに投資する。

 — 水素の輸入とCO2の輸送を可能にする
ために、コスト削減に向け早急にサプ
ライチェーンを整備する。 

 — 最終的には2030年以降に、送配電網
の強化と太陽光および風力発電の迅
速な拡大を図る。

戦略的取り組みの実施
2050年までにネットゼロを達成するにあ
たり、日本には2つの重要な戦略決定が必
要となる。1つ目は発電の脱炭素化方法に
関するものである。マッキンゼーによるコ
スト最適化シナリオでは、グリーン発電の
60%を再生可能エネルギー、9%を原子
力が占める。しかし用地利用の構造的な

制約を解消し、規制プロセスを合理化す
るとともに、原子力エネルギー拡大のスケ
ジュールを定めることで、この割合をさら
に引き上げることができ、ひいては日本の
エネルギー自給率を高め、平均電力コス
トを引き下げることにもつながる( 図表47)。

マッキンゼーの分析によると、発電構成に
占める再生可能エネルギーの割合を80%
まで高めることで、限界削減費用を36ド
ル /トンから26ドル /トンまで、33% 引き
下げることができる。またこれにより日本
の一次エネルギー自給率を、コスト最適
化シナリオで予想される45%に対し73%ま
で高められるほか、電力システムコストを
6% 低下させることができる。

仮に原子力発電が20%、再生可能エネル
ギーが70% の割合を達成できるとすると、
限界削減費用は69% 低下し11ドル/トンと
なる。このシナリオでは、原子力発電所
で再稼働を申請中の27GW の全容量が、

2050年までに新たに創出する再生可能エネルギーと原子力発電により、排出·発電
コストの削減とエネルギー自給率の向上が可能。

コスト最適化シナリオ
最大60%の再生可能エネルギー
および最大9%の原子力
 （2050年に原子力で15GW、19基
の再稼働または新規稼働）

1二酸化炭素換算トン
2モデル化されたシステムコストのみ、市場の電力価格を表していない、可変再生可能エネルギーの採用と電力需要の増加をサポートするために必要な送電網強化
コストを含む
3メガワット時
4原子力を国内再処理による自給に含めると仮定する。輸入に由来する水素とアンモニアの50%、バイオマス国内供給は最大で年間2,600万トン
5パーセンテージポイント
6SMR = 小型モジュール原子炉資
  資 料: マッキンゼー分析

Web <2021>
<Japan decarbonization>
Exhibit <50B> of <xx>

再生可能エネルギー推進シナリオ 
最大80%の再生可能エネルギーおよ
び最大8%の原子力 
 （2050年に原子力で15GW、19基の再
稼働または新規稼働）

自給推進シナリオ
最大70%の再生可能エネルギー
および最大20%の原子力（2050
年に原子力で45GW、新たに12基
の再稼働と13GWの新規建設、
SMR6の可能性も）

総削減コスト
2050年、
 tCO₂e1当たり、ドル

電力システムコスト2

2050年、
 MWh3当たり、ドル

エネルギー自給率
一次エネルギーの割合、   
2050年、%

36

105

57

24

99

73

11

89

88

–69%

–15%

+31 p.p.5+16 p.p.5

–6%

–33%

図表 47

2050年までに新たに創出する再生可能エネルギーと原子力発電により、
排出·発電コストの削減とエネルギー自給率の向上が可能
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2050年までの期間を通じて認められ運用
されることになる。現在申請されていない
6GW の発電施設が再稼働され、小型モ
ジュール原子炉 (SMR) などの新技術を用
いた、18GW が新設されると考えられる。
原子力エネルギーは、2050年までに六ヶ
所村の再処理工場がフル稼働されるので
あれば有効な選択肢と言える。これにより
コスト最適化シナリオに対し、日本の一次
エネルギー自給率が88%まで向上し、電
力システムコストも15% 低下すると予想さ
れる。

このように高水準の再生可能エネルギー
割合を達成するには、政府が洋上風力お
よび太陽光発電の拡大を促す法令を施行
し、煩雑な漁業権と土地利用問題に立ち
向かう必要がある。 

2つ目は日本産業の重点事項に関わる決
定であり、エネルギー集約型ではない、付
加価値の高い産業に再び目を向けること
で、脱炭素化が必要なエネルギー量を減
らしながら、競争力を高めることができる。
例えば鉄鋼業界では、鉄鉱石の還元工程
などの上流の工程を海外に依存し、下流
の仕上げ工程に注力することがある。

企業は国内生産する技術と海外で開発す
る技術を見極める必要があるだろう。とり
わけ大規模な構造改革を行う産業では、
人員の再編を計画しなければならない。

日本に与えられた機会と課題
日本が脱炭素化を図るためには、大規模
な投資、労働力の再編、貿易構造と業界
別注力分野の再構築が必要である。これ
らは社会にとっての損失ともとれるが、一
方で絶好のチャンスとも言える。

課題
労働力の視点から考えると、2050年まで
に400,000人の雇用拡大が可能である一
方、300万人の労働者に対し、新たな分
野で求められるスキルを教育または再教
育する必要が出てくると見られる。

貿易の分野では化石燃料の輸入から、水
素やバッテリー製造用リチウムなど、グ
リーン燃料および原料に移行するために、
新たなバリューチェーンの構築が求められ
る。これに向けて政府は、輸出国との強
力な貿易関係を築き、企業は輸入を円滑
化するために、海外の資産やインフラに

投資しなければならない。全ての関係者
が脱炭素化技術および原料の輸入を強化
することで、排出量の漏出を回避すること
が必要なのである。

また日本は再生可能エネルギーの高額な
コストと、水素輸入の必要性を踏まえ、業
界の注力分野を戦略的に見直し、脱炭素
化を進めながら競争力を維持しなければ
ならない。これには専門分野と人員計画
に関する決断が必要となる。

再生可能エネルギーの割合が、コスト最
適化シナリオを上回るほど拡大するのであ
れば、主要課題の一部は解消されるだろう。

太陽光および風力を含む再生可能エネル
ギー源の出力が変化しやすい一方、臨機
応変に原子力の出力水準を調整すること
はできないため、需給バランスを保つた
めのテクノロジーを導入する必要がある。
大規模なバッテリー施設も主な選択肢と
なり得るが、高いビジネス上のリターンは
期待できないため、現在バッテリー事業
を即座に拡大できる態勢にはない。

再生可能エネルギーに対応できる分野を
拡大するためには、まず屋上ソーラーパ

ネルの設置を促進できるような、全国規
模の規制が必要である。さらに、海底お
よび放牧地、農地を用いた風力および太
陽光発電を促すには、やはり全国規模の
規制が必要である。幅広いステークホル
ダーの調整が求められる。

福島原発事故以降、原子力発電所の再稼
働と新設については様々な論争があり、合
意に達するのは困難と言える。

最終的に業界別注力分野の見直し後、低
付加価値商品の輸入が増加すれば、貿易
の不均衡につながる可能性もある。

不作為のリスク	
以上のような取り組みが遅れると、日本が
現在輸出している非グリーン製品の需要の
低下、または国境炭素税を課されるリス
クが生じるなど、チャンスを逃すことにも
なりかねない。海外の化石資源およびテ
クノロジーについても、速やかに撤退を図
らなければ投資対効果が低下する恐れが
ある。また将来的にコストが増大した後で、
大至急脱炭素化を進めなければならない
場合もあり得る。

気候変動リスク
取り組みの遅れは気候リスクの増大につ
ながり、重大な結果を招く恐れがある。自
国の資産や国民への被害のみならず、日
本企業の責任を問う訴訟や、経済を脅か
す風評被害など、国外からの影響に直面
する可能性もある。

機会	
ネットゼロに向けた迅速な行動を取ること
で、日本にはグリーンテクノロジー開発お
よび投資のグローバルリーダーとなるチャ
ンスが訪れるだろう。可能性のある分野は
以下のとおりである:

	— CCUSおよび水素: サプライチェーンで
はグリーン水素製造拠点の確立、また
輸送では回収済み二酸化炭素の貯留
用地への移動などに投資することで、
世界的なバリューチェーンを構築する。
日本はCCUS 設備および施設、水素ガ
スタービン、FCEV、産業用水素製造、
水素用船舶の開発といった分野でも
世界をリードすることが可能である。

	— 再生可能エネルギーと電力: 浮体式洋
上風力および太陽光技術など、国内
の再生可能エネルギーの課題を解消
するためのソリューションを確立すると
ともに、必要とする国にそれを輸出す
る。コスト効果および効率の高いバ
リューチェーンとプロセスを国内で構
築し、その専門知識を輸出する。

	— EV: 大型トラック用のバッテリーや
FCEVなど、専門的なEV 部品の開発に
R&Dをシフトするとともに、その技術
を輸出する。

	— その他効率の高いソリューション: ヒー
トポンプ、パワーエレクトロニクス、産
業用プロセス最適化に関する専門知
識など、効率の高い既存ソリューショ
ンを輸出する。

	— グリーン投資: CCUSおよび水素などの
グリーンインフラに投資することで、世
界的バリューチェーンを支援し、東南
アジアなどの地域におけるエネルギー
転換に資金を提供する。
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概観
本レポートに記したネットゼロ脱炭素化シ
ナリオを実現すべく、マッキンゼーは以下
のような多様な情報源と手法を活用した :

	— 政府目標: 我々が構築したシナリオで
は、日本政府による最新の声明73を考
慮に入れ、2030年の排出量を2013年
度比で46% 減とし、2050年までにネッ
トゼロを達成することを念頭に取り組
みの内容を最適化した。菅前首相は
2030年までに排出量を50% 削減する
という高水準の目標を設定したが、
マッキンゼーは、日本政府の公的立場
を反映し46% の削減目標を採用した
モデルを構築した。

	— コスト最適化アプローチ: 日本がネット
ゼロ目標を達成するに至るシナリオは
数多くある。そこでマッキンゼーは、中
心的プランナーの観点から、あらゆる
投資に関する社会的割引率を4%に設
定した上で、社会的コストを最適化で
きるシナリオをモデル化した。ここで
はモデル化した全部門および2017年
から2050年に至る全期間を含むシステ
ム全体に関するコストを最適化した。
また本モデルでは純粋な技術コスト
( 商品価格、技術、および商品にかか
る税金に関する将来の変化を含む)の
みを考慮にいれ、既存または今後交
付の可能性のある補助金・助成金は
除外した。

	— ボトムアップ分析: マッキンゼーでは2
つの主要な独自モデルを用いて、ボト
ムアップ分析を行った。マッキンゼー
脱炭素経路最適化モデル (DPO)では、
75のセグメントにわたる600以上の技
術が検討対象となっている。ここでは、
各テクノロジーを個別のビジネスケー
ス( 投資と運用コスト項目、排出イン
パクト、エネルギー消費など) に関連
付けた。 マッキンゼー電力モデル
(MPM)は、1時間単位で電力需給をシ
ミュレーションし、これをもとにコスト
最適化を図った発電技術ミックスを導

き出す電力システムモデルである。

	— マッキンゼーのエキスパートネットワー
ク: 各部門のトップ企業と連携して脱炭
素化の取り組みを支援するマッキン
ゼーの社内エキスパートが、日本固有
の課題、技術開発に関する国際トレン
ド、取り組み実行の実現可能性、脱炭
素化経済などに関するアドバイスを提
供した。

アプローチの詳細
マッキンゼーでは前述の最適化ツールの
うち、マッキンゼー脱炭素経路最適化モ
デルを産業、運輸、建築物部門でのモデ
ル化に使用し、マッキンゼー電力モデル
を電力部門に用いて、最適コストのプロ
セスを導き出した。いずれも各部門で可
能なテクノロジーの組み合わせに加え、鉄
鋼の製造量や乗客の移動距離など、目標
となる活動水準が示されている。続いて
最適化ツールで排出削減目標を達成する
ために必要な、最低限のシステムコスト
に向けて最適化を図った。その結果得ら
れたプロセスには気候中立に向けた最低
減のコストが反映されている。また脱炭
素化による石油需要に関りの深い石油精
製部門の活動を除き、GDPとあらゆる業
界の活動水準はモデルへの独立したイン
プットとして用いられている。物理的危険
性の低下や大気質の向上など、脱炭素化
の相乗効果は検討対象とされていない。

マッキンゼー脱炭素経路最適化モデルに
は ICE の長距離トラックや、天然ガス炉を
用いた産業用熱供給などの従来型技術か
ら、水素トラックや電気炉など開発中の技
術まで、幅広いテクノロジーやテクニック
に関する600以上のビジネスケースが盛り
込まれている。新たな技術の導入スピー
ドは、製品の市場化時期やサプライチェー
ンの拡大スピードに大きく左右される。結
果として導き出されるプロセスには、日本
がどのように気候中立を実現するのかと
いった点についての、テクノロジー別の展
望が示される。

またモデルでは商品および技術コストの
様々な見通しが定義される。化石燃料で
は今後も価格が現行レベルに近い水準で
推移すると仮定されており、例えば石油の
需要が急速に減少することによる供給
ショックが価格に与える影響は考慮してい
ない。電力コストについては動的にモデ
ル化し、電力の需要側の部門のインプット
として用いた。また電解槽やバッテリーな
ど重要技術の資本コスト削減は、大規模
展開のスピードが速いほどコストが低下す
るのも速いという学習率に基づき定義され
ている。これらの技術についてマッキン
ゼーでは、国外の脱炭素化の取り組みが
並行して進むことで、導入が促進されコス
トも低下すると予想している。

マッキンゼー電力モデルでは、需要と供
給が1時間単位でシミュレーションされる。
電力システムの特徴は、主要4地域別の送
配電網、過去の負荷曲線、地域別気象
データおよび地理的制約に基づく太陽光
および風力の可用性、既存の発電能力の
寿命、ユニット別の原子力再稼働状況な
ど、日本独自の条件に基づいている点で
ある。

マッキンゼーのコスト最適化シナリオでは、
移行にかかる社会的コストが最小化され
ているため、あらゆる国内関係者間の資
金移転はコストの算出に含まれない。例
えば大手水素メーカーがトラック輸送会社
に請求を行っても、社会的にはゼロサム
および正味コストはゼロであるため利益
率には含まれない。同様に投資利益は資
金移転であり正味コストではないため、部
門およびテクノロジーごとに異なる資本コ
ストは用いなかった。最適化は4%の社会
的割引率でモデル化されており、部門お
よびステークホルダー間における、コスト
やメリットの分配にかかわらずプロセスが
選択されている。

マッキンゼーでは様々な GHG の量を表す
共通の基準として、二酸化炭素換算トン
(tCO2e)を用いた。GHG の種類によって、
地球温暖化にもたらす影響はそれぞれ異
なる。CO2が何十年も大気中に停滞する

のに対し、メタンは温暖化効果が高い一
方で半減期はわずか12年である。そのた
めメタンによる地球温暖化の影響は、100
年ではなく20年単位で評価すると、CO2に
比べて著しく大きい。従って評価基準は、
短期的または長期的な影響のどちらかを
重要視するかによって選定される。マッキ
ンゼーではパリ協定の地球温暖化係数
100年値を基準として採用している。 

マッキンゼーの最適化シナリオでは、持
続可能なバイオマスの不足、BEV 製造拡
大の遅れ、再生可能エネルギー発電に利
用可能な全ての用地、CO2貯留インフラ構
築に必要な期間など、日本特有の制約を
考慮に入れた。

DPOの初期的なアウトプットには、左から
右に最もコスト効果の高い排出削減策を
示す削減コスト曲線 ( 図表9参照 )、各施策
で達成可能な削減量、および個々の限界
削減費用が含まれる。マッキンゼーでは
これに基づき、投資および雇用への影響
などについて追加の分析を行った。

モデル化に用いたデータ:

 — 経済産業省が提供するエネルギー消
費データおよびマッキンゼーの経済モ
デル

 — 日本が国連気候変動枠組条約に対し
正式に提出したインベントリからの排
出データ、および任意の低炭素社会
行動計画など業界団体のデータ

 — 経済産業省の予測、過去のトレンド、
人口の変化や経済の推移を踏まえた
マッキンゼーのモデルに基づく部門別
行動水準の予測

 — マッキンゼーのエキスパートおよび調
査から得た、開発中の技術を中心とす
るコスト予想

マッキンゼーのアプローチに伴う限界
マッキンゼーによるコスト最適化シナリオ
は、マクロ的な見解であり予測ではない。
正味システムコストのために最適化された
シナリオを示しているが、日本の脱炭素化
のプロセスには他の要素も影響する。

規制やインセンティブ構造の変化を加味
せず、個々のステークホルダーが下す決
定には、異なる資本コストや投資決定へ
の対価予測が用いられるためそれぞれ
違ったものになる可能性がある。また規
制やインセンティブが今後の道筋に大きく
影響することも考えられる。

ただしマッキンゼーの分析では、現時点
で得られている最善の知識に基づいた
ロードマップが示されるため、課題の重
大性や社会経済的な影響を見極めること
ができる。

大気汚染の軽減による健康上のメリットや、
洪水および山火事といった物理的気候リス
クの低下など、排出削減に伴う非金銭的
なメリットの価値は対象外となっている。ま
たセクション6.1に記載の移行を進め具現
化するために、ビジネスリーダーや政策
立案者が取り得る行動は明示されるが、各
部門の企業が実際の移行をどのように進
め目標達成につなげるのかといった詳細
な視点は含まれない。

雇用への影響
マッキンゼーではベースシナリオごとの脱
炭素化シナリオにおいて、地域、業界、プ
ロセス特有の雇用増加要因を、様々な発
電技術、商品、サービスの供給増に適用
させることで、脱炭素化が雇用にもたらす
影響をセクション5.2で定義した。

また2030年から2050年の削減目標を踏ま
えた総システムコストを最適化し、各々の
発電技術の将来的な容量、商品および
サービスの数量、主要プロセスの技術構
成に向け必要となる設備投資を算出した。
同時に部門およびセグメントレベルで予
想される行動水準において、既存技術が
引き続き使用されると仮定し、参考事例
を構築した。例えば鉄鋼部門では76% の
BF-BOFと24% の EAFという、これまでと
同じ技術構成が用いられるが、総製造量
は2050年までに20% 減少すると予測され
ている。

脱炭素化および参考シナリオの両方で創
出および排除される業務を予測するため

に、マッキンゼー経済分析プラットフォー
ム(EAP) から得た業界および日本特有の
増加要因を、発電技術容量と各商品およ
びサービスの総供給量に適用した。特定
のケースでは技術ごとに異なる増加要因
を使用しており、例えば ICEとBEV や、石
炭火力と太陽光発電所の運用では労働力
のニーズが異なる。

脱炭素化および参考事例における業務の
変化を正確に比較するために、脱炭素化
が3つの業種にもたらす影響を予測した。

 — 各部門において生産容量の運用に関
わる直接業務

 — 主に各部門の直接運用を支援する正
規の間接業務。会計士、法律家など、
直接業務の雇用者の給与および支出
で支えられる業務が含まれる。

 — 製造能力の拡大、設備の取り付け、生
産および設置に用いられる設備の製造
など、間接的な建設および産業の業務
とこれに関連する支援業務

直接業務と正規の間接業務の増加要因は、
製品およびサービス価値ごとの業務数に
基づき算出されている。また間接的な建
設および製造の業務は、設備投資当たり
の業務数を踏まえて算出されている。

脱炭素化シナリオおよび参考事例のどちら
にも、脱炭素化に直接関連のない生産性
と産業構造の変化が組み込まれている。こ
れらの関連性のない、または間接的な関
連する変化については、業界の専門知識
が蓄積されることによる生産性の向上、プ
ロセス改善、労働者スキルの向上、脱炭
素化および自動化などマクロトレンドによ
る生産性の改善などが含まれる。

マッキンゼーの脱炭素化プロセスは、日
本国内におけるエネルギー、製品、サー
ビスの生産および使用を踏まえたもので
あり、脱炭素化の結果生じる輸出入の変
化については評価対象としていない。こ
のため業務への影響分析では、設置や生
産容量の拡大が必要な設備は主に日本で
製造され、国内での間接的な建設および
製造の業務を創出するという前提に基づ

補足資料
分析ならびに推計の手法や根拠

73  2021年4月時点
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いている。例えばBEVのリチウムイオン電
池や、暖房および給湯のための電動ヒー
トポンプは国内生産を前提としている。

自動車製造部門に向けた、マッキンゼー
の道路輸送の脱炭素化のシナリオでは、車
両の生産国は問わず、日本国内で走行す
る自動車の技術構成を評価する。同部門
における業務の増減は国内販売と輸出に
左右されるため、輸出の影響を受ける雇
用を考慮に入れるために、2050年まで現

行の生産および国内販売の比率が維持さ
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